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平成２２年度一般会計予算特別委員会会議録 

平成２２年３月１７日（水） 

（開 会）１０：００ 

（閉 会）２０：０４ 

○委員長 
 ただ今から、平成２２年度一般会計予算特別委員会を開会いたします。「議案第３２号 平成

２２年度飯塚市一般会計予算」を議題といたします。第４款「衛生費」及び第５款「労働費」、

９６ページから１１２ページまでの質疑を許します。はじめに質疑通告されております９８ペ

ージ衛生費、予防費「予防接種費について」柴田委員の質疑を許します。 
○柴田委員 
 ９８ページ衛生費、１３節の予防接種委託料とありますが、この予算資料の１０ページ、予

防接種費というところがあります、一番上にですね。この中で、平成２１年度の予算は１億４

４０６万円という状況でありました。次に２２年度は１億３５３１万円ということで約１千万

円近い減額になっております。どのような状況で１千万円減になったのかお尋ねいたします。 
○健康増進課長 
 予防接種につきましては内容につきましては前年とは変わっておりませんが、対象者の見込

み等で減額という形になっています。 
○柴田委員 
 この１千万円減になった予算をできれば本当に復活していただいて、予防接種を行っていた

だきたい病気があります。その病気は皆様御存じの子宮頸がんといいまして、主な原因はヒト

パピローマ（ＨＰＶ）という、そのウイルスの感染でということで特定されています。この病

気を予防する子宮頸がんワクチンを昨年１０月に厚生労働省が承認し、１２月から発売がスタ

ートいたしております。そういう予防の、がんの予防のワクチンがあります。現在子宮頸がん

を発症される方は年間１６,０００人位いらっしゃって、そのうちの３,０００人くらいの方が

死亡されると聞いておきます。先ほどお伝えしましたウイルスが原因で発症し、現在若い方々

に多発しています。このことを受けて全国の各自治体において公費助成を行いながら取り組み

が始まっております。東京の杉並区においては中学１年生を対象に３回分のワクチン接種費用

が無料ということで行われています。この予防ワクチンは１０歳以上から接種を行うことがで

き、半年間のうちに３回を行うことが必要とされています。飯塚市において中学１年生、１３

歳の女子のお子さんは何人ぐらいいらっしゃるのか、お尋ねします。 
○健康増進課長 
 中学１年生ということでございますが、現在の、今度は新しく中学校にあがる人数でお答え

させていただきます。平成２２年の３月１５日現在で小学校６年生の女子児童の数は６１４人

となっております。 
○柴田委員 
 このワクチンは先ほどお伝えしましたように半年間のうちに３回接種することが必要という

ことで１回の接種する費用が約１５,０００円ぐらい、６１４名の方でしょうか、接種に対して

３回ですから４５,０００円ぐらいかかるわけですね、一人のお子さんに。経費は約２７７０万

円近くになると思います。先ほど１千万円、予防接種費用が減額になったようですが、ほんと

にこれを復活していただいてあと１７７０万円近く、全体的にこの全部受けられる方はどのよ

うな予防接種あまりいらっしゃらない状況もあるかと思いますが、がん予防にワクチンがある

ということが非常にありがたいことで、子宮頸がん検診とワクチンのセットでいけば、ほぼこ

れは１００％この子宮頸がんというのが予防できるとお聞きしております。ぜひこの予防接種

を実施していただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 
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○健康増進課長 
 子宮頸がんワクチンの接種に関しましては趣旨は十分に理解しております。ただ本市の厳し

い財政状況でございますので、今後の検討課題とさせていただきたいと考えております。 
○柴田委員 
 今この問題はよくテレビでも、がんになった山田邦子さんとか仁科明子さんたちがテレビで

も訴えておりますね、この子宮頸がんワクチンをぜひ国としてぜひ実施していただきたいとい

うことで要望いたしております。国もその方向を進んできておると思いますが、ぜひ飯塚市い

たしたものですね、このような状況をいち早くまた取り組んでいただきますよう、また６月の

補正予算等でぜひまた考えていただきますようお願いして、この要望としておきたいと思いま

す。部長いかがでしょうか。 
○保健福祉部長 
 ただいま課長が答弁いたしましたけれども、本市といたしまして子供の予防接種、三種混合

はじめ高齢者へのインフルエンザへのワクチンとかそういったことを実施いたしております。

費用的にも二千数百万円かかる事業でございます、厳しい本市の財政状況でございますので今

後の検討課題とさせていただきたいと考えております。よろしくお願いいたします 
○柴田委員 
 ぜひ、人命にかかわる問題でありますので真剣に考えていただいて取り組んでいただきたい

ことを要望いたしておきます。 
○委員長 
 次に「がん検診について」柴田委員に質疑を許します。 
○柴田委員 
 １００ページ１３節、保健事業健康診査の中でお尋ねいたします。現在、この資料の中にも

あります。やっぱり１０ページの中に保健事業健康診査委託料ということで、がん検診という

のがあります。２１年度に実施していただきました子宮頸がん、乳がん検診の無料クーポン券

配布の件についてですが、国は２２年度も続けていきたいと伝えていますが、飯塚市において

２２年度の予算の中に計上されているのかお尋ねいたします。 
○健康増進課長 
 乳がん、子宮頸がんの女性特有のがん検診推進事業につきましては２１年度の経済対策の一

環として実施された事業で、単年度、２１年度単年度限りということで位置づけられておりま

した。そのため飯塚市といたしましても２２年度分につきましては計上はいたしておりません。 
○柴田委員 
 お隣の嘉麻市においては、これを次も実施していこうという状況で現在取り組んであります。

飯塚市においてもぜひこれは大事な取り組みではないかなと思います。この飯塚市においては

この話し合いの中で受ける方が少ないためにとおっしゃってましたが、全国的なことにおいて

はですね、新聞に載っておりました。乳がん検診で１４％、子宮頸がんで９％通年より増加し

ていると、この無料クーポンで。対象年齢５歳刻みでありますんで乳がん検診は４０歳から５

歳刻み、子宮頸がんは２０歳から５歳刻みで行われておりますが、この無料クーポン券の対象

者が格段にふえてきてるというに。その無料クーポンをもらうことで初めて検診を受けたとい

う女性も大幅に増加していると新聞には載っております。ぜひこれは続けていただきたいと思

います。６月の補正の中でもぜひお願いしたいと思いますが、部長の決意をお願いいたします 
○保健福祉部長 
 がん検診につきましては、まず現状としまして胃がん検診、肺がん、大腸がん、前立腺がん

そして子宮がん、乳がんを事実上実施いたしております。ただし無料クーポン券と違いまして

一部負担金をいただいているというところでございます。国の無料クーポン券に対するものに
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つきましては２１年の１２月２５日に国の補助２分の１で、２２年度も推進していくように決

定されております。本市といたしましても今後前向きに検討させていただきたいと考えており

ます。 
○柴田委員 
 ぜひ実現をお願いしたいと思いますのでよろしくお願いいたします。 
○委員長 
 次に「妊婦健康診査委託料について」柴田委員の質疑を許します。 
○柴田委員 
 これも１００ページ１３節の妊婦健康診査委託料という状況で費用的に１億８６９万円とい

う状況で、これはほんとにこの１５回が実現できて本当によかったと思っています。１回の費

用が５,０００円から６,０００円かかります。若い世代にとっては大変な費用でありますが、

いま出産を間近に控えた方々にとっては大変感謝された取り組みであります。この１５回無料

検診が２２年度までとなっております。来年度までという条件になっております。今から２０

年後３０年後の飯塚市を支えていただく人材が増加していくためにもぜひ２２年度以降も取り

組んでいただきたいと思いますがいかがでしょうかお尋ねいたします。 
○健康増進課長 
 妊婦健診つきましては平成１９年度が２回、平成２０年度が５回平成２１年度が１４回とい

うことで助成回数が増えています。今の１４回につきましても国からの補助と、交付税措置と

いうことで全額見るということになっています。それが先ほどおっしゃいますように２２年度

までということでございます。ただ国の方といたしましても２２年度までの動向をみて今後の

部分をどのような形で実施するかということで検討するということでいっておりますので、飯

塚市をしても、この検診の必要性は十分考えておる、必要だということは考えております。受

けてらっしゃる方につきましても、ほとんどの方がこの制度につきましては大変いい制度だと

いうことで、ほとんどの方が１４回受診をされております。そういったこともございますので

国の方針がどうなるかも含めまして検討していきたいと考えております。 
○柴田委員 
 ぜひ前向きにとらえていただいて、今から先々もこれが続いていきますように、ぜひ、飯塚

市としても取り組みをよろしくお願いして、要望して終わります。 
○委員長 
 次に同じく「妊婦健康診査委託料について」川上委員の質疑を許します。 
○川上委員 
 取り下げます。 
○委員長 
 次に、「水道事業会計補助金について」川上委員の質疑を許します。 
○川上委員 
 １０３ページの水道事業会計に対する補助金１１１,６１０,０００円余であります。この財

源内訳が予算書に示されています。７０４０万円が借金、４２４４万円余が一般財源というこ

とになっております。この中に水道事業の堀池浄水場関連予算が入っていますか。 
○財政課長 
 まずこの水道事業会計補助金の内訳でございますが、簡易水道事業の赤字補填分の補助金が

４１２１万１千円、それと今おっしゃられます起債の財源分として上がっています７０４０万

円、これが合併事業に対する一般会計の出資分という内訳になっております。この一般会計出

資分の中の対象事業といたしまして、堀池浄水場の事業、浄水場の新設と設計委託の事業費が

含まれております。 
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○川上委員 
 上水道事業会計のほうを見ますと、関連予算が５３００万円あるんですね。堀池浄水場上水

施設新設工事が１０００万円それから同新設実施計画委託料が４０７０万円、同測量委託料が

２３００万円と、５３００万円なんですね。この中で２分の１ぐらいが起債なんですね。一般

会計の起債で充てるということなんですね。それは合併特例債ですか。 
○財政課長 
 合併特例債を活用した出資債でございます。 
○川上委員 
 合併特例債も使用期限もあるしということかもしれませんけど、上下水道局からこの事業に

ついてどういう説明を受けたのかお尋ねします。 
○財政課長 
 今回の対象事業につきましては、第８期の拡張事業計画に基づく事業ということで説明を受

けております。 
○川上委員 
 その１行説明を受けると合併特例債が２６５０万円ポンと出るわけじゃないでしょ。もう少

しきちんと説明があったんじゃないですか。 
○財政課長 
 事業につきまして、また別の委員会で審議をされて議決を受けるという形になると思います。

その議決を受けました、決定されました事業に対して補助するということで、いま計画の分の

予算を計上しておるというところでございます。 
○川上委員 
 それは当たり前ですよ。だからなぜこの額を予算計上したのかと、予算計上するときにどう

いう説明を受けたかと聞いてるわけです。だから第８期拡張だからというだけで、ああそうで

すかと予算組まないでしょう。予算計上するときに精査するでしょう。市長までヒアリングす

るでしょう。だから、どういう説明を受けたのかということを聞いてるんです。 
○財政課長 
 先ほど申しましたとおり、企業会計のほうでの事業計画額ということで総額を聞いておりま

す。中身については項目の説明は受けております。 
○川上委員 
 何の説明を受けたんですか。項目としての説明を受けたということですか。意味が分かりま

せん。 
○財政課長 
 申し訳ありません。事業名称と事業の概要は聞いております。 
○川上委員 
 では、なぜその事業をするかとかいうことについては説明を受けてないんですか。 
○財政課長 
 なぜということでは、第８期の事業計画に基づいて実施するということで説明を受けており

ます。 
○川上委員 
 だから堀池浄水場については、なぜするかについては詳しく、財政課は関心を持っていなか

ったと、聞いてないということなんですね。 
○財政課長 
 事業計画の中では堀池浄水場の上水排水施設の導入計画として、減菌設備でしか、そういう

設備しかないので、急速濾過設備を導入するというふうに記載をしてございます。 
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○川上委員 
 その記載を見て、これどういう意味かと、それを見て分からなかったでしょ、財政課は、意

味が。だから、どういう意味ですかというふうに説明を求めたんじゃないんですか。でも向こ

うは、上下水道局はどういうふうに説明をしたんですか、それについては。 
○財政課長 
 そういった細かいところの説明までは受けておりません。 
○川上委員 
 まあ、急速濾過設備を造るので金を出してくださいと言われただけなんですね、そうすると。

財務部長、それだけなんですね。 
○財務部長 
 いま質問者から事業の内容で詳しく財政課のほうに問われておりますけど、給水事業につき

ましては、合併いたしまして安定供給を図るために水道事業基本計画を策定した中で、第８期

の事業計画を組んで、その中で年次計画法のもとに事業が進められております。その中で合併

特例債が活用できる分は合併特例債を活用していこうと。そうすることによって上水道料金を

もっと上昇の抑制が図られるということで、合併特例債が活用できる分については活用してい

こうという形で調整を図りまして、２２年度につきましても今申します金額を上げております。

その中の一部として堀池浄水場の整備の事業が含まれているということでございます。 
○川上委員 
 私は財政部に堀池浄水場の必要性の説明を求めようと思ってないんですよ。上下水道局があ

なた方に何と説明したのかを聞いてるんですよ。事業管理者があなた方に何という説明をする

とね、あなた方はポンと合併特例債を出すのかと、そこに疑問を持ってるんですよ。だから、

どういうふうに説明があるとお金がボンと出るのかと、予算計上するのかと。どういう説明が

あったのかを聞いてるんです、さっきから。上下水道事業部があなた方に説明したとおりのこ

とを言ってください。 
○財政課長 
 先ほどもご答弁申し上げましたが、第８期事業計画に基づく工事を今回実施するので、その

分の出資債を計上するという形での説明を受けております。 
○川上委員 
 市長、たったそれだけの説明でね、合併特例債が２６５０万円も出て行くわけですよ。確か

にあなた方は５００億円を超す合併特例債枠１００％利活用すると言い切ってますからね。１

円残さず借金すると言ってるでしょ、合併の時に。だから、２６５０万円を借金してくれる人

がおればありがたいというつもりがあるのかもしれないけど、借金抱えるほうが大変ですよ。

上下水道事業部の説明だけでこんな借金ができるわけないでしょ。しかも、これだけの借金を

認めたら後もまた出す金が出てくるんじゃないですか。 
○財政課長 
 出資債の関係でちょっとご説明させていただきます。本来の企業会計でこういう事業を実施

します場合には起債を使って実施する場合には企業債を１００％充当した中での実施になりま

す。今回の合併した市町村に対しましては、今回のような事業を実施する際にその５０％を出

資債という形で財源の活用ができるようになります。この出資債、先ほど質問されましたよう

に合併特例債でございますので、償還の際には７０％交付税措置されます。残りの３０％につ

いては企業会計のほうからまた一般会計のほうに、償還のときに負担金として一般会計のほう

で受け入れますので、一般会計のほうの負担はありません。企業会計のほうにつきましても、

１００の事業を従来１００財源がいるものが６５で事業ができるということで、いま財務部長

が申しましたように、水道料金の値上げ等の抑制にも役立つということで活用している起債で
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ございます。 
○川上委員 
 あなた方のいう合併特例債は非常に有利な借金だという理屈はもう分かってます。結局は地

方交付税が今度少し増えるんだけど、全体としては減っていく流れの中で、その借金返しの分

が入るってことになってくると、将来の地方交付税を先食いするだけの話なんですよ。それは

いいんだけど。私も合併特例債は何が何でもだめで、１円でも使ったらだめとか言ってないで

しょ。しかし、枠を腹いっぱい使わないと気が済まないという発想が間違ってるというのを指

摘した上で、中身を聞いてるわけですよ。だからそのスタンスからいうと、上下水道事業部が

こういうことですと、お金だけで出してくださいと協議してきたときに、たったそれだけの、

先ほどの第８期計画をやりますからというだけで、そうですかと金を出すはずがない。本会議

でも言いましたけど、この問題については３月１２日の経済建設委員会でも説明があってます

ね。ご丁寧に３番議員さんがどういう問題提起、質問したかを先に言って、それに対して反論

をしてるんですよ、経済建設委員会で。どういうふうに言ってるかというと、今から言うとこ

ろをね、実は財政部、財政課が本当に精査しなきゃいけなかった。だからよく聞いておいても

らいたいんだけど、これは上下水道課長が言っているんですよ。楽市水源地域におきまして、

平成１４年１０月に指標菌が検出され、指標というのは、指の、標本の標、指標です。指標菌

が検出され、現在その井戸からの取水をしておりませんけど、伏流水も異常ないという状況の

中で、あえて堀池浄水場を改善するという必要があるのかというふうに問われましたと。これ

に対して、自分でこういうふうに問われたのでこう答えたと言ってる中身が、楽市水系原水は

年間を通じて水質基準を下回っており、水質は良好である。滅菌並みの給水をしてる関係で今

後とも水質の汚染も懸念されるため、濾過設備を設置するという計画というんですよ。水質の

汚染も懸念されると。使ってない井戸水が汚染されると、どんな困ったことが起きるんでしょ

うかね、水道事業部としては。それから、質疑がない中で上下水道事業管理者が補足説明を若

干しますということでまた立ってるんですよ。どういうふうに言ったかというと、１２,９００

ｔの水の中で１,９００ｔは余分じゃないかと。いま休止しているその水は処理しないで今まで

ずーっと、今から先休止すれば、こういうような７億円という、８億円ですよね、７億円とい

う多額な金をかけて施設を改善しなくてもいいのではないかという質問もございました。３番

議員さんと。これに対して彼はどういうふうに反論してるかというと、厚生省の指導でこうい

う地下水を取水しておるところは必ず濾過装置をつけて高度な処理をいたしなさいという指導

と。取水してないんですよ。これは決定的な矛盾じゃないんですか、事業計画の、この堀池浄

水場計画の。こういうことがあなた方が、これはもちろん上下水道事業の予算の議案で、本会

議質問になった関係なんだけど、そういう事業にあなた方はポンとお金を、借金して渡そうと

してるわけでしょ。そのときに何らこの事業の必要性について検討していない。これは市長ヒ

アリングまで行ったはずです。市長はこれについては何か質問か検討かしましたか。 
○財務部長 
 ただいまの分につきまして、一般会計の予算編成の中ではそういう詳細な説明はいたしてお

りません。なお、先ほど委員さんが申されます、取水してない井戸、おそらく私ども詳細に把

握いたしておりませんけど、いま取水を止めている井戸、それと取水をしてる井戸、あと３本

ほどあろうと思いますけど、それの浄化設備全体の浄化設備を整備するということで、そうい

う事業内容というふうに聞いております。止めてる井戸の分の浄化設備を今度するということ

じゃなくて、楽市水源の井戸全体の浄化設備をするということで聞いております。 
○川上委員 
 それをいつ聞いたんですか。 
○財務部長 
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 委員さんが本会議場で質問された後に私のほうも疑問を感じましたので、それで上下水道局

に確認いたしました。 
○川上委員 
 聞く順番が違うでしょ、まず。聞く順番が違うと思いませんか。怠慢ですよ。これだけお金

を削りに削って、職員の給料も削る、駐車場代も取る、市民にはごみ袋代を押しつける。そう

いうことをやってて、７億９千万のお金についてたった１行しか説明を聞かない。市長ヒアリ

ングまで行っているのに市長は何も答弁しない。あなたが本会議で共産党が指摘した後によう

やく話を聞いて、しかも不正確だ。楽市の浄水をしようとしてるのは、国が言っているのはこ

ういう危険性を持つところを使うなら浄水をしなさいと。危険というんだけど、嫌気性芽胞菌

というのが１４年の１０月２１日に１回発見されただけなんです。その後ずっと発見されてな

いんですよ。クリプトがおるかもしれないという井戸はずっと発見されてない。しかもそれは

ずっと使わないと言ってるじゃないですか。これを使うならば厚生労働省が高度な処理をしな

さいと言ってるというふうに浜本さんが言ってるじゃないですか。だから私はこういうおそれ

が将来生じるかもしれませんよ、これは。使わなきゃいいじゃないですか。使わないと言って

るんだから上下水道局も。そしたら、もともとの事業計画の必要性がなくなるでしょ。７億９

千万円もかけなくてよいでしょ。もっと違う処理で済むかもしれないでしょ。そうすると水道

料の値上げ圧力というのは生じないでしょ。そうすると一般会計からこういう形でお金を出し

てね。だいたいあなたがたは水道料を抑えるために他のお金の出し方あるでしょ。穂波で合併

前から福祉水道料というのでしょうか、少量の低所得の方たち、ひとり暮らしのお年寄りの方

たちにはサービスしてたじゃないですか。そういうことをやめてる。一般会計が出さないから

できなくなってるわけでしょ、向こうも。そういうのをやめておって、こういう大規模な７億

９千万円もするような事業が、たった１行の説明を受けて財政課がＯＫ、財務部長もＯＫ、副

市長もＯＫ、齊藤市長もＯＫと。何カ月もかけて概算要求から予算計上まで。私はこれずさん

過ぎると思う。一旦これは削除したらどうですか、齊藤市長。 
○財務部長 
 先ほども申しましたように、この事業については楽市水源地におきましてはそれから取水し

ています原水については現在滅菌設備だけで使用してるということで、濾過装置をつける必要

があるということで、この事業の取組みになっております。それで、先ほどから何回もいうこ

とでございますが、その中で合併特例債を活用できればいいということでこの事業に取り組ん

でおります。先ほど副市長、市長までこの内容を把握してかということになりますけど、まだ

その詳細な説明はいたしておりません。 
○川上委員 
 だいたいね、７億９千万円の事業にかかわる最初のお金を出し始めたらずっと出す必要があ

るんだから、あなた方が説明しなくても、市長、副市長は何だとこれはと聞くのが普通ですよ。

委託料がちょっと上がったり下がったりしただけでもこれは何かと言うんだから。だから、今

あなた方が上下水道部に代わって説明する必要ないと思います、もう明らかだから。危ないか

もしれないということで使わない水を、わざわざ浄水して市民に飲ませる必要ないでしょ。上

下水道部が危ないかもしれないって言ってるんでしょ。何でそれをわざわざ浄水して市民に飲

ませようとするんですか。そのまま封鎖しておけばいいじゃないですか。一番安全思想として

は確実ですよ。この質問について終わります。 
○委員長 
 次に、「病院事業会計補助金について」、川上委員の質疑を許します。 
○川上委員 
 １０３ページの病院事業会計補助金についてお尋ねいたします。これについては資料９３ペ



 8

ージにいただいております。この資料を見ると、補助金の財源まで含めて、内訳が分かるんで

すね。それで、この補助金は市の独自のお金というとおかしいけれども、交付税以外のお金と

しては基本的にはお金を使っていない、出していないということになるんですね。確認をした

いと思います。 
○健康増進課長 
 委員おっしゃるように、１番目の病院事業に係る普通交付税分、これは交付税措置された分

が１億９２２０万６千円、病院事業に係る元利償還金も基本的には交付税措置された分でござ

います。２番目の下段のほうになりますけども、事務費ということでこれが財務公表とかそう

いったものの事務所経費でございますが、この分は一般会計からの単独の支出ということです。 
○川上委員 
 最後のはそういう意味では当たり前なわけで、病院事業そのものにお金出してることにはな

りませんね。本会議、あるいは厚生委員会の質疑に対する答弁では、今後必要な場合は市の独

自財源で補助を行うこともあるんだと。議会の協力が得られるなら、ということでしたけど、

それは変わりませんか。 
○健康増進課長 
 基本的には指定管理に対する市の支出はしないということでございます。先だっての一般質

問の中で、どうしても市の支出の必要がある場合につきましては、議会に相談させていただく

というようなことでお答えさせていただいております。 
○健康増進課長 
 議会への相談というのはよく分かりませんけど、一番に市民に相談することになるでしょう

ね。逆に言えば市民からの要求、要望に対して必要な措置を取るということでしょうけど、そ

のためには患者さんを初めとして地域の皆さんから市立病院に対する要望をいつもよく聞いて

おく必要があると思うんですが、それに対して指定管理者が対応すべきことか、またできるの

かと。あるいはこれは市立病院なので市が対応するべきことではないかと。また市だけでしな

いといけないのかと。国に責任求めていくこともできるんではないのかというようなこともあ

ると思うんですよね。だから、大事なことは医療関係者、患者、住民の皆さんの声をいつもよ

く聞いておくということが必要だと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。質問を

終わります。 
○委員長 
 次に、「ごみ処理経費について」、川上委員の質疑を許します。 
○川上委員 
 １０５ページの衛生費、ごみ処理費のごみ処理経費についてお尋ねをします。まず、ごみ処

理については委託料が１０７ページに６億１５９３万円余出ております。この額はどのように

算定しておるのか、お尋ねします。 
○環境施設課長 
 まずごみ処理の基本的な考えでございますが、今回合併後平成２１年に向けてそれぞれ今ま

で違った収集経費の計算の考え方につきまして、統一しようということで実施したところでご

ざいます。まず初めに、ごみ１社あたりの原価計算をいたしまして、その中に人件費、それか

ら福利厚生費、それから車両関係費等々の１台当たりの原価を決定いたしまして、あと年間処

理量、それから収集日数、それから１回の搬入量、搬入回数等々を考えた中で年間経費を出し

ております。 
○川上委員 
 人件費というのは何のことですか。どういうものが含まれますか。 
○環境施設課長 
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 人件費につきましては、運転手、作業員、それから事務員等の給与、それから期末手当等を

計算いたしております。 
○川上委員 
 その人件費については合併前からアンバランスがあったので統一したんでしょ。どういう水

準に統一したんですか。 
○環境施設課長 
 今まで各管内でそれぞれ見積ベースでやるところ、それから旧飯塚市、穂波のような形の中

で原価計算に基づいてやってるところございます。基本的には運転手につきましては飯塚市の

現場職員の給料ベースを考えた中で、１カ月当たりの給与を積算しております。 
○川上委員 

その飯塚市の水準というのは全体の中でどの位置にあるわけですか。 
○環境施設課長 
 飯塚市の現場職員の平均給与の中で積算しております。 
○川上委員 

分かりにくかったですかね。飯塚市というのは今の飯塚市のことですか。 
○環境施設課長 
 飯塚市の直営部門、現業を書いておりますので、直営部門の平均給与をベースにした形、そ

れを参考にして給料の金額をある程度積算しております。 
○川上委員 
 そうすると今までは１市４町でアンバランスがあったわけでしょ。現在の飯塚市の水準とい

うのはこのアンバランスの中でどこのところですか。一番高いところですか。 
○環境施設課長 
 今までの出し方がそれぞれでまちまちですので基本的には旧飯塚市の考え方でいっておりま

すので、それぞれのところにつきましては具体的にアンバランス等もあります。ただ全体的に

見てはっきり４所管内含めた中で、飯塚がどのへんにあるかまで細かいところまで積算してお

りません。 
○川上委員 
 そんなことないでしょ。今、運転者の話をしてるんですよ。今の飯塚市の水準がここと、そ

れでこちらは不統一と、それで４町でバラバラと。この飯塚市の基準にしようという水準が、

このバラバラの中でどの位置かというのが分からないですか。 
○環境整備課長 
 先ほど環境施設課長が申し上げました中でご答弁した一つに、いわゆる合併前につきまして

は飯塚市、穂波町、それぞれの中で基準そのものがあって、またその基準の中に人件費相当額

のものがあったりとか、またはどことは申し上げませんが、前々からの流れの中でだいたい例

年通りとか、もしくはある程度上げようとかいう相談の中で委託料が算出された経緯がござい

ます。ですから今お尋ねの人件費の分につきましても、実際にある部分と比較したときにはそ

こには人件費がいくらだったのかというのがちゃんと根拠がないということがございまして、

相対的に見直しを図るべきだということで先ほどから環境施設課長が言いますように、飯塚市

の直営部門の標準的な人件費を試算いたしまして、全体的に統一を図ったところでございます。

ただ、委託料そのものを全体的に見直す中では距離の問題とかいろいろございまして、全体の

中では相対的には委託料は減額いたしております。 
○川上委員 
 それでまあ、だいたいよくわかりかけましたね。先ほど言われた相談というのは誰と誰の相

談のことを言われてるんですか。 
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○環境整備課長 
 それは以前のことですし、そういったことがあったというふうに私自身聞いているところで、

誰と誰とかいうところまでは把握いたしておりません。 
○川上委員 
 それは自治体と委託業者の間の相談ということでしょ、あなたの相談というのは。 
○環境整備課長 
 そのとおりでございます。というのがいつの頃かといいますと、それも私ははっきり承知し

てないわけですが、いわゆるこのごみの収集そのものが以前はとにかく汚いものを取ってくだ

さいと、３輪トラック１台取ってくださいという時代の中からまたごみが多量に発生する中で、

廃掃法なりいろんな法的なものが後づけで整備されてきたところでございます。それで例えば

トラック１台いくらという時代から、もうちょっと上げてもらえないだろうかというようなご

相談が過去あったというふうには聞いております。 
○川上委員 
 総額は委託料減ったと。どのくらい減りましたか。 
○環境整備課長 
 いま手元に用意しておりますのが全体の総額としての資料しか持ち合わせておりませんので、

個別にいくら減ったかというところはちょっと今は分かりかねますが。総額ではいま私の手元

資料では７分別化に伴いまして資源化等を図った関係上、拠点収納ボックスとかいろいろ設置

しまして、委託料も発生いたしました。総額でいきますと、そういったものを含めますと４２

６５万５千円程度増額になっております。 
○川上委員 
 今４２６５万円増額と言われたんですか。ちょっと確認します。 
○環境整備課長 
 先ほど申し上げました減額の部分につきましては例えば旧４町の分につきましてはごみを４

分別というところで委託料を計算しておりました。そのへんを比較いたしますと全体的に委託

料は減額したということでございます。先ほど申し上げました金額につきましてははなはだ申

し訳ありませんが手元の資料として資源化に際して必要となった委託料等も含んだところの資

料しか持ち合わせておりませんので、そのへんを合わせて申し上げますと先ほどの増額という

ことになったということでございます。 
○川上委員 

後で最初課長が減額になったと言われた数字を答弁してください。 
○委員長 
 暫時休憩いたします。 
休 憩 １０：５２ 
再 開 １１：０２ 

委員会を再開いたします。 
○環境整備課長 
 大変失礼いたしました。改めて比較についてご答弁申し上げます。ごみ収集委託料の平成２

０年度と平成２１年度の比較ということでございます。可燃ごみ、不燃ごみ、缶、びん、粗大

ごみの委託料の比較になるわけでございますが、１４０６万３７００円の減額になっておりま

す。 
○川上委員 
 全体の規模からいえばわずかな減額というふうに思われるかもしれませんけど、これによっ

て不利益を生ずる労働者はどのくらいと考えますか。 
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○環境整備課長 
 その点につきまして把握いたしておりません。申し訳ございません。 
○川上委員 
 追加資料９４ページにごみ処理状況の推移があるんですね。実はこのごみ処理状況の推移と

いうのはこの委託料との関わりが当然出てくるわけですね。１０年前と比べると、平成２１年

度見込になってますが、８９.８％になるんですね、減少が。特に１２年から合併前までは９８％

までにしかならんのですよ。合併後急速に減ずるんですね。それは合併効果とかいうのはあま

り関係はないと思います。経済的な問題とか、人口の動向、それから減量意識ということがあ

るでしょう。残念ながら値上げによるごみ減量効果というのはないんですね。特にごみの減少

が率的に著しいのは筑穂、庄内、頴田なんですね。庄内は８３％になってます。一番減少率が

少ない飯塚でも９２％でしょ。それ自身はいいんですよね。問題は、これが委託料にどのよう

に反映していくのかということなんですよ。皆さんに用意していただいた９６ページと９７ペ

ージの資料なんですよ。先ほど委託料の計算の中に当然ながら処理量とか日数とかあったんだ

けど、これをあえて可燃ごみというところで見ますと、全体は８１.７％に２割減になってるん

ですね。この２００６年合併初年度と２１年、４年目比較すると。不燃ごみその他も入れます

と、右のほうに総計が書いてありますけど、これ入れると８８％なんですね。まあいずれにし

ても２割減ってるわけです。そうすると従来の委託料の考え方からいうと、委託料は相当影響

を受ける。そのまま比例的に２割減とかなるはずはないんだけど、それにしても相当影響を受

けることが考えられたわけですよね。中には、資料見れば分かりますけど、４年間で３５％も

収集量が減った業者もいるわけですよ。今度の委託料の統一というのは、こういうごみ収集量

が大幅に減っていくという状況の中で関係の労働者、業者をサポートするというつもりがあっ

たのか、そんなことおかまいなしだったのかお尋ねしたいと思います。 
○環境施設課長 
 今回の平成２２年度に向けてのごみの委託料統一でございますが、最大限その影響はないよ

うな形で委託料を積算しております。 
○川上委員 
 くどいけども、人件費を飯塚市の職員に照らし基準にしたということだったけど、その基準

も下がってるわけですよね。だから全体として低いようになってるんだけど、それでもごみの

大幅減量のダメージが労働者と業者に行かないように考慮したということを言われたわけです

ね。業者とどういう話し合いをしましたか。 
○環境整備課長 
 環境行政の中で、ごみに特化した話し合いを何回となく持ったわけですが、市といたしまし

てはとにかくごみの減量、またはリサイクルの推進を図りたいと、そういう中で例えば収集に

おきましても、先ほどから申し上げてきましたように、飯塚地区、それぞれの地区においてい

ろいろ違いがございました。例えば筑穂でしたか、頴田もでしたか、ごみステーションという

形で収集しておる所とか、例えば飯塚地区につきましてはステーションと個別収集とか、穂波

につきましては個別収集とか、これにつきましてもいろいろご意見を伺った経緯もございます。

そういう中で最終的には先ほどサポートというお話もございましたけども、市としては最大の

目標というのは先ほど言いましたように繰り返すことになりますが、ごみの減量化とリサイク

ルと、他にもいろいろございますけども、大きな目標がそこに置きまして、その中で収集業者

としてやはり適切に市民からの苦情が出ないように、また今回も拠点収納ボックスというもの

を設置したりとか、また量販店におきましては飯塚地区と同様に資源プラの回収を始めるとす

る中で、ちゃんと収集した後はちゃんと掃除をしてくださいねとか、いろんな細々したところ

まで踏み込んだ話をですね、いろいろとさせていただきました。 
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○環境整備課長 
 課長が先ほどごみ収集量の低下が収集業の労働者と業者にダメージが、大きなダメージにな

らないように何か考えたのかというと、考えたと言われたでしょ。業者と委託料の問題で話し

合いをしたかと、委託料の問題で聞いたわけですよ。 
○環境整備課長 
 全体的な話の中で業者さんといろいろお話をさせていただいたと。結果として、先ほど言い

ましたように、いろんな資源の回収に伴う委託料というのもそれぞれに増員になったわけでご

ざいますので、そういった面につきましては、収集業者さんの従業員の方々の仕事の場はそこ

にあったというふうに思っております。 
○川上委員 

基本的なあなた方の今の考え方というのは今後も変わらないでしょ。本市のごみ処理行政を

きちんと運営するためにはごみを減らす、そうすると委託料が減る、そうすると委託業者と労

働者は困る、しかしそれはサポートしなきゃいけない、だから業者と話し合いをするというこ

となんですね。 
○環境整備課長 
 確かにごみの収集、そして、市としてそれをちゃんと適切に処理していくということが市が

義務として抱えているわけでございます。その中で直営でやれる部分、また現実にいま行って

ますように、委託をしてごみの収集を行っていただいております。将来的にごみが減っていく

ということも当然ながら考えていかねばならないところでございますが、ごみが減ったからす

べてクビを切るというふうには今のところは考えておりません。今の委託料計算におきまして

も、一応の市内で発生する全体のごみの量というのは把握しながら、委託をしていただきたい

それぞれの地区、もしくは地域の中でどれくらいのごみの量があって、じゃあそれをどれぐら

いの台数で処理をしていただくかという中では、多少なりともごみの量というのは委託料に関

係するところでございますけども、結果といたしましては先ほども少し触れましたが、ごみス

テーション、および個別収集というのも考えあわせた中で原価計算をした後、委託料に反映さ

せる部分については一応は世帯数というものも考慮いたしております。ですから、端的にごみ

の減量がそく委託料に反映しておるというところではございません。 
○川上委員 
 いま課長が答弁されてることは大体分かります。分かるんだけど、質問に対する答弁にはな

ってない。だから、今後とも今言ったような矛盾の中で業者と話し合う考えがあるかというこ

とを聞いたわけですよ。業者と話し合う考え方かと。 
○環境整備課長 
 今後のごみ処理全体、もしくは分別をさらに進めるという中で、収集についてどうあるべき

かというところでは色々話す場も出て来ようかと思いますが、委託料ありきで例えばこれを減

額できないかとか、そういった個々の委託料のところでの話し合いというのはまずないかと思

いますが。 
○川上委員 
 それではですね、このごみ袋を値上げしたんだけど、ごみ袋の売払い収入というのはごみ処

理経費、もちろん委託料を含みますね、の３分の１ぐらいがいいんじゃないかと非常にアバウ

トな話があって、昨年の値上げにあたっては３割を切るという見通しだったんだけど、現実に

は何％になってますか。 
○環境整備課長 
 ごみ袋の値上げに際しましては、目的からごみ袋の値段の設定からご提案の中、もしくはご

質問を受ける中で色々とご答弁をさせていただきました。確かに今お尋ねのことにつきまして
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はご答弁いたしておりますが、その際に判断いたしましたのが、私どもといたしましては可燃

のごみ、そして可燃袋で試算をしてご提案なりご答弁をさせていただきました。先ほどから言

っておりますように、併せましてごみの７分別もしくは資源の回収の仕方等々も変わってまい

りました。それで過年との比較が難しい現状もございますので、答弁長くなりましたが、ごみ

処理経費の全体でご答弁いたしますと、予算ベースで申し上げますと、ごみ処理経費が１０５

ページの数字で１５億６１００万円程度計上させていただいております。処理経費につきまし

ては合わせまして組合のほう、飯塚桂川町衛生施設組合負担金、それからふくおか県央環境施

設組合負担金を払っているわけですが、この中にもごみ処理経費が当然入っております。それ

を合わせますと約２１億円になるんですが、これに対しまして予算ベースでいきますと、ごみ

袋の販売手数料が約５億２４００万円、これを％に直しますと２４.９％ということになってお

ります。 
○川上委員 

急に聞いたからね、あれかもしれませんけど、それは正確じゃないかもしれませんね。それ

で、見込があったでしょ。見込の数字と比べるとどうですか、その２４％というのは。 
○藤本委員 
 議事進行について。予算委員会は骨格予算を審議する。ちょっとあまり細部にわたってとい

う話は決算とか何とかそういったものも含めて何か総括まで一緒にして、ちょっとやり方がお

かしいと思います。そのあたり正副委員長で話をしながら委員長、取り計らって、あまり踏み

込んだ部分は好ましくないと思います。それだけちょっと言っておきます。 
○委員長 
 暫時休憩いたします。 
休 憩 １１：０９ 
再 開 １１：４０ 

委員会を再開します。 
○環境整備課長 
 平成１９年度の決算のほうから申し上げますと２６.２％でございます。また平成２１年度に

つきましては２４.７％となっております。 
○川上委員 
 私はですね、このごみ袋の値上げの要因に、ごみ処理経費全体のアップがあると。燃料費も

含めてね、燃料費のことだけが突き出されたけども、そういうふうに考えるとこの業務委託料

の適正なあり方、業者と労働者をサポートするというのも含めてですよ、それから清掃工場の

問題も含めてかかわってくることなので、よく考えて委託料はやる必要があると。特に業者と

話すということだったんだけどこれはルールがあるのか無いのか、ルールがないまま全体的な

状況の中で話し合っていますというようなことだけじゃ不透明だと思うんですよ。話すなら市

民全体がわかるような状態の中で、あるいは業者のところの職員もわかるような状況中で話す

というようなことじゃないと、いつの間にかこう決まりましたということじゃいかんというふ

うに思いますので、その点は指摘して業務委託料についての質問は終わります。このまま関連

して１０７ページなんですが、清掃工場運転管理及び溶融炉点検整備委託料について訪ねしま

す。これは資料ですね、９８ページのものを見ますと委託料がアップしてますね。どうしてア

ップしたんですか。 
○環境施設課長 
 資料の９８ページのところの平成１３年度から２０年度にかけまして資料をだしております。

基本的に考えられますのは点検整備、清掃工場も２２年を経過した中で当然老朽化が進み、整

備箇所の内容等が増加した傾向にあります。また、最近でも故障等がふえてきたという状況の
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中で基本的に毎年１年間ですね、日々の点検整備しながらですね、年度間の年間定期もしなが

ら考えてやっておりますので、基本的な点検整備等の老朽化に伴います点検整備箇所は増加傾

向にあるということでございます。 
○川上委員 
 今年度は前年と比べて、どこが点検箇所が増えるんですか。 
○環境施設課長 
 平成２０年度と比較した大きなところですが、ボイラータービンの法定点検が２１年に入っ

てきたというのが大きな原因でございます。 
○川上委員 
 今年度は委託先について、選定はどのように行いますか。 
○環境施設課長 
 基本的に今まで縷々一般質問、委員会で応えておりますが、基本的には現在日鉄環境プラン

トソリューションズと委託契約いたしておりますので、そことの随契という形で考えています。

その中でも点検整備のところにつきましても、検討しまして分離発注できるものは分離発注す

るという考え方でやっていきたいと思います。 
○川上委員 
 そうするとこの委託料２億８５００万円の中から分離発注するものがあるんだよということ

なんですね。 
○環境整備課長 
 今回は、平成２２年につきましては２億８５００万円の予算計上をお願いしておりますが、

その中でもですね、分離発注できるものについては直接本社等々と協議しながらやっていきた

いとふうに考えております。 
○委員長 
 次に「リサイクルプラザ選別業務状況について」川上委員の質疑をいたします。 
○川上委員 
 同じく１０７ページ、リサイクルプラザです。これにつきましては資料が９８ページに提出

されております。それで、委託先をお伺いします。 
○環境施設課長 
 委託先でございますが、障がい者の向上、自立を大きな問題の中で、市の施策の一環として

リサイクル選別業務につましては障がい者の雇用の場と位置づけいたしまして平成１０年から

知的障がい者、身体障がい者、精神障がい者の３団体より構成されました任意団体でございま

すがクリーンネット飯塚連絡協議会というところに委託されます。それを母体といたしまして

平成２１年 4 月からＮＰＯ法人クリーンネット飯塚協議会という形になって組織改正されてお

りますので、平成２１年４月からはクリーンネット飯塚協議会というところと契約いたしてお

ります。 
○川上委員 
 資料の方に勤務形態ということで作業委員１２名、監督員１名ということなんですが、障が

いを持った方はここで何人ぐらい就労されますか。 
○環境施設課長 
 知的障がい者につきましては５名、精神障がい者については２名、身体障がい者については

７名、以上でございます。 
○川上委員 
 わかりました。それで、分別の仕事は非常に高い水準で仕事されておると聞いております。

そこで、この資料見ますと来年度は選別量が１１０％に伸びるんですね。委託料を見ると１０
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５％ということになってるんですけど、これについてはどういう考え方になってるんでしょう

か。 
○環境施設課長 
 リサイクルプラザの委託料の積算でございますが、基本的に人件費、それから必要な間接経

費等を踏まえた中で積算しています。２２年につきましては、先ほどお話し申し上げましたよ

うに１０名から１２名と従業員を増やしておりますのでその関係で積算した形の中で、今回３

０９８万５千円の計上をしているところでございます。 
○委員長 
 次に「し尿処理について」川上委員の質疑をします。 
○川上委員 
 １０７ページの衛生費、し尿処理について伺います。これは追加資料は９９ページに出てお

ります。全体的に見ますと予算計上との関係ですが、処理量は、２１年度の処理量は９６.８％

ぐらいに微減というところなんですね。それで実数的にいうと３,６６０ｋｌが飯塚地区で減少

しています。これは、下水接続の関係が主な要因でしょうか。 
○環境施設課長 
 基本的に、減少につきましてはし尿くみ取りの方でございますが、人口減という形の中で減

少してると、ただし、浄化槽につきましては微増という形の中で推移している状況でございま

す。 
○川上委員 
 公共下水道の影響じゃなくって人口減の影響だということなんですか。 
○環境施設課長 
 浄化槽につきましては、公共下水道認可区域外のところの収集になります。生し尿につきま

しては人口減の状況もございますが、今その辺につきましては合併浄化槽という形の中でなっ

ておりますので、基本的には、全体的にみますと公共下水道の普及も若干あるかと思いますけ

ど、そこの地域の人口の減というのがおもな原因と考えています。 
○川上委員 
 わかりました。質問を終わります。 
○委員長 
 次に「生活相談員活動について」川上委員の質疑を許します。 
○川上委員 
 １０９ページの労働費、失業対策費、生活相談員活動についてお尋ねをいたします。これに

ついても資料を提出していただいています。追加資料の１００ページですね。生活相談員、何

人おられて財源は何か、どこで仕事をされておるのかですね、お尋ねします。 
○土木建設課長 
 生活相談員は現在９名おられます。それから財源につきましては、通常の就労事業と同じく

補助事業で２分の１が補助で４６％が交付税措置ということでございます。それから配置場所

につきましては、飯塚集会所の二階の第１研修室に５名、穂波人権センターに１名、旧筑穂町

の筑穂人権センターに１名、旧庄内町の立集会所に１名、旧頴田町の石丸団地の相談員事務所

に１名でございます。 
○川上委員 
 この相談員の任命というのか、委嘱というのかはどのように行うんですか。どこかからか推

薦を受けて任命するんですか。 
○土木建設課長 
 生活相談員は就労者及び退職者の就業、生活等全般にわたる相談に応じることから社会的人
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望を有し、業務遂行に熱意と見識のある方を選考しており内部によって決裁いただきまして決

定しております。 
○川上委員 
 市から特定の団体に推薦依頼書を出したりしてないんですか。 
○土木建設課長 
 出しておりません。 
○川上委員 
 それで５人は飯塚集会所の部屋でということなんだけど、全体９人は勤務形態はどういうふ

うになってますか。 
○土木建設課長 
 勤務形態といたしまして、飯塚市の特別職として委嘱をしておりまして９時から４時までと

いたしております。月に１５日です。 
○川上委員 
 活動状況報告はどのようにもらってますか。 
○土木建設課長 
 活動状況につきましては日誌でいただいております。 
○川上委員 
 日誌はですね、その日に出すのかその日にもらうのかどうか。それから、ここに相談件数が

ありますがこれはどのようにカウントしてるのか、同じ方がずっと相談することもあると思う

んですよね。当然。そういう場合はこの延べでこれにカウントしているのか、例えば平成１９

年で１０４１件ということなんだけど、人数としては５０人とか３０人とかいう場合があろう

と思うんですよね、その辺はどうなっていますか。併せて答弁お願いします。 
○土木建設課長 
 毎日はいただいておりません。ある程度まとまって１週間に１回とかそういうふうにいただ

いております。それから、カウントは９人の、資料に提出しております１０４１、１１４４、

１１０２人というのは９人分でございます。一人の人がいろんなことに相談されることがあり

ますので、ダブって上がっています。 
○川上委員 
 今後は実数と延べが分けてわかるようにした方がいいのではないかと、要するに９人の方が

この備考欄を見ますと大事な仕事もされてると思うんですよ。その大事な仕事はどのくらいの

割合あるのかね、ないのかね、把握する必要があると思いますね。それは指摘をしておきたい

と思います。この質問終わります。 
○委員長 
 次に、「三軒家工場団地線道路新設工事について」川上委員の質疑を許します。 
○川上委員 
 予算書１１０ページですね。三軒家工業団地線道路新設工事について、これは入札、着工の

スケジュールはどうなっておるのか、お尋ねします。 
○土木建設課長 
 入札につきましては４月１日から起工伺いをとりまして４月中旬ごろに決定しております。

着工は下旬から末で考えております。 
○川上委員 
 工区はいくつになりますか。 
○土木建設課長 
 前期分２工区、後期分２工区を予定しております。 
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○委員長 
 次に、「緊急雇用創出事業などについて」川上委員の質疑を許します。 
○川上委員 

１１１ページの委託料から緊急雇用関係雇用対策関係の予算が出ております。一般質問でも

いろいろお聞かせただいたんですけども、新年度の分は聞いておりません。それで、新年度の

雇用スケジュールといいますか、実施時期においてどのくらいの雇用が発生するのかね、お尋

ねをします。 
○商工振興課長 
 緊急雇用創出事業につきましては直接雇用、委託事業による委託先の雇用があり一概に期ご

との仕事量の把握は難しいところではございますけども計上してある予算額で見ますと第１－

四半期が約２５％、第２－四半期が約３０％、第３－四半期があった約２５％、第４－四半期

が約２０％となっております。ふるさと再生創出事業につきましては年間通しての雇用となり

ます。 
○川上委員 
 その２５とか３０とか２０とかは何人になるんですか。 
○商工振興課長 
 第１－四半期が２,６７３人日、第２－四半期が３,１３９人日、第３－四半期が２,７９７人

日、第４－四半期が２,２４７人日となっています。 
○川上委員 
 それは実人数といいましょうか、実際は何人の人が働くんですか。 
○商工振興課長 
 大変申し訳ありません、実人数での数値は出しておりません。 
○川上委員 
 年間通して、この予算に基づく実人数は何人になりますか。 
○商工観光課長 
 今回予算に計上しております、年間、全雇用人数が１２９人そのうち新規雇用が１０９人で

ございます。またふるさとの雇用再生の方では全雇用数は７名、新規雇用が６名となっており

ます。 
○川上委員 
 わかりました。ということは２５％といえば、二十五、六人ということなんですね。新規は

ね。それで国が二次補正で、重点分野の緊急雇用を打ち出しておりますね。それをみますと地

元の実情にあって、４つの分野で重点事業を設定してよろしいということになっていますけど、

それについてはどのように検討されておりますか。 
○商工観光課長 
 今回の国の２次補正の重点分野雇用創造事業の中に地域人材育成事業というのがございまし

て、短期の雇用を提供した上で、地域のニーズに応じ人材育成を行う事業で、重点６分野、介

護、医療、農林水産、環境、エネルギー、観光を地域社会雇用に加えて、これは各都道府県に

おいて成長分野においてニーズの高い４分野を追加することはできるというふうになっており

ます。県に確認いたしましたけど、まだこの件については決定をされていないということでご

ざいます。 
○川上委員 
 これはですね、地域人材育成事業は失業者を雇用した上でＯＪＴだとか OFＦ－JT を実施し、

地域ニーズに応じた人材育成ということになってるんですね。県がメニュー示して、１週間以

内に計画立てて締め切るというやり方は困るでしょう。だから飯塚ではこういう事業を組んで
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もらいたいというようなね、運動する必要があると思うんですね。そうするとこれは場合によ

っては６月議会、６月補正に関わってくるということなりますかね、お尋ねします。 
○商工観光課長 
 先ほどの地域人材育成事業につきましては県の動向をみながら、また各担当課と協議をしな

がら、６月議会での雇用の創出に向けて協議を進めていきたいというふうに思っております。 
○委員長 
 次に質疑事項一覧表以外の質疑を許します。質疑ありませんか。 
（ ほかに質疑なし ） 

ないようでございますので、第４款 衛生費、第５款 労働費についての質疑を終結いたし

ます。 
暫時休憩いたします。 

休 憩 １２：０４ 
再 開 １３：０１ 
 委員会を再開いたします。次に、第６款農林水産費及び第７款商工費、１１２ページから１

３０ページまでの修理します。はじめに、質疑通告されております１１６ページ「農業後継者

育成対策事業費補助金について」、川上委員の質疑を許します。 
○川上委員 
 農業後継者育成対策事業費補助金、１４万４千円ということであります。これはどのように

使うのかお尋ねします。 
○農林課長 
 農業後継者育成対策事業費補助金でございますが、目的につきましては、こんにち全国的に

ございます、若い農業者の減少に対処するため、次世代の農業を担う後継者の育成と確保を図

るため、JA と補助金を出して、組織をつくって支援しておるものでございます。活動内容に

つきましては、毎月定期的な後継者同志の毎月の開催の会議と、あとプロジェクト活動といた

しまして、青空市とかに出かけたりして、農産物のＰＲする。それとか、学校とかに出向きま

して、農業の理解を務めたり、触れ合ったりする。それから、各種イベントや地域祭りに参加

して農産物のＰＲをすると、あと、もう一つは農業栽培技術の向上や安定技術の検討のため、

各種試験場や先進地農場やらの視察研修を行っているのが主な活動でございます。 
○川上委員 
 今の全部をやると、１４万円ではなくて、１４０万円ぐらいあってできるかなというぐらい

のことなんだけど、１４万４千円で今の事業ができるんですか。 
○農林課長 
 工夫してやっていただいてるということでございますが、冒頭にお話しましたとおりそこの

協議会への助成金につきましては、JA も同額の助成金を出しております。それから会費とし

て取られておりまして、総額的には３３万円ほどの年の予算となっております。 
○川上委員 
 農業後継者育成という点で、そういう手法もあると思いますけれども、計上されている予算

で、同趣旨というか、後継者育成という趣旨の予算計上は他にはどこにありますか。 
○農林課長 
 お手元の予算書の１１５ページに１９節負担金補助及び交付金の中に、筑豊農業・農村活性

化推進協議会負担金ということで３２,０００円の計上をいたしております。これにつきまして

は、筑豊地区の市町村、農協、県とともに組織しておりまして、この中で後継者育成だけでな

く、担い手とか全般的な支援をやっているわけでございます。それと、もう１つ、筑豊一円で

ございますが、嘉飯地区と直鞍地区におきまして、飯塚地域担い手産地育成総合支援協議会と
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いうのを設立しておりまして、それも県並びに各市町村、農業関係等を結びまして、その中で

もそういった活動の支援とか、後継者の育成を図っているところでございます。 
○川上委員 
 予算規模、５４０億円うち、農業後継者育成関連予算としては、３４万３千円しかないんで

すね。農協と一緒に出し合うとかいうことがあったとしても、ほんとにやる気のない予算計上

だと思います。それで、これはこれで私は今後補正もあるでしょうから、膨らませていきなが

ら、お金だけふやせばいいということでもないと思うんでね、本気の後継者育成対策事業をや

る必要があると思います。私は、例えばということで、工夫してみたらどうかという提案をし

たことがあるんだけども、希望もし認定できる方について月５万円の直接保障を行うと、市と

して。１２カ月で６０万円でしょ。１年じゃだめだから、３年、５年でもいいけど３年とする

でしょう、１８０万円ですよ。これを１００人募集したとしても１億８千万円でしょ。だから、

今の本市の農業の衰退の現状だとか、跡継ぎがいない問題とか、耕作放棄が広がっている問題

とか、その一方で安全な食を求める、そういう需要が高まっている問題とか考えると、この分

野は真剣に考えなきゃいけないし、考えることができる自治体だと思うんですよ。ぜひ検討し

てもらいたいと思います。質問終わります。 
○委員長 
 次に、「本市の畜産業について」、川上委員の質疑をいたします。 
○川上委員 
 この畜産業についても同様のことが言えると思うんだけども、このお金は、ほんとに具体的

にどんなことに使われておるのかお尋ねをします。 
○農林課長 
 本年度、予算をお願いしております１１６ページに畜産業費の予算を計上しておりますが、

これは主に関係団体と負担金とか、会議とかの出席にかかわる費用で、ここに計上している分

はその分でございます。 
○川上委員 
 本当に２１万円なんですよ。本市の畜産業の現状からいって、あなた方が２１万円で済むと

は思ってないと思うんですよね。それで、これぐらいの予算が必要なんだけど、ちょっとなか

なか簡単に現実の予算計上に至らないということがあるかもしれないけど、本市畜産業の振興

にとっては、もっとお金をかける必要があるんじゃないかと思うけど、それについてはどう思

われますか。 
○農林課長 
 畜産業の実情と支援は、今、質問者が言われますような観点も確かでございます。今日まで、

どういうふうに地方自治体が自治体なりの県が公共的に関わってきたかと申しますと、合併以

前より畜産の農家の以前につきましては、ハード的な面が一番要望がございました。一番わか

りやすい例で申しますと、環境的な面を考えまして、そのふん尿の処理の施設のことが一番大

きな課題とされてきておりまして、昭和の時代から各旧合併前の市町村におきまして、乳牛に

肉用牛とか、養豚とか採卵とかブロイラーとかあるわけでございますが、そこに今まで国並び

県、市につきましては支援をしてきたわけでございます。今日は、やはり、その商品が売れる

商品であるか、全般的に後継者がいるかということが大きな課題となっております。例をあげ

ますと、筑穂牛というような形で農林課のみならず、市役所内部と連携をとりまして、商工観

光課と連携をとりまして、ＰＲに努めているところでございますが、現実的に厳しい現状であ

るという認識は持っております。 
○川上委員 
 もう２、３問、尋ねたいと思うんだけども、原油の高騰、それから食料の高騰ということで、
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飼料の流れの中でそういう飼料の高騰がありましたね。この時に、関係の方々から支援の要請

というがあったのか、そういう声を聞きに行ったか、そこのところを聞かせてください。 
○農林課長 
 直接的に市のほうに申し出はあっておりませんが、各種会議で燃料の高騰、穀物の高騰等の

ご意見を伺っておるところでございます。これは私どもだけでなく、農協、県もそうでござい

ます。それで、その観点から国の政策におきまして、所得モデル保障、生産調整の施策に基づ

きまして、今年度モデル事業として１年目を取り組むわけでございますが、その中で積極的に

飼料作物とか穀物をつくるというような観点から、現在進めておりまして、そういった耕畜連

携的なことを積極的に取り組むような考え方を持っているところでございます。 
○川上委員 
 しかし今の流れからいえば、もうご存じだと思いますけど、さらに畜産業界は減退していく

んじゃないかという心配をしております。それで、せっかく旧飯塚でももちろんあったでしょ

うけど、旧町の場合には、相当な力を入れて支えてきたものが、合併して一気に衰退をしてし

まったということではよくないと思うんですね。だから、力を入れてもらいたいというふうに

思いますので意見を述べて質問を終わります。 
○委員長 
 次に、「維持補修費について」、原田委員に質疑を許します。 
○原田委員 
 この案件につきましては、事前の説明をいただきまして、十分に理解をいたしましたので、

取り下げさせていただきます。 
○委員長 
 それでは次に、「耕作放棄状況について」、川上委員に質疑を許します。 
○川上委員 
 １１９ページの農林水産業費、農業土木費の関連で耕作放棄の状況についてお尋ねをいたし

ます。これについては、追加資料をいただいています。１０１ページですね。例えば、筑穂町

の耕作放棄地面積の田を見ますと、１８ヘクタールということなんですね。鯰田工業団地より

少し大きいぐらい。それで、かなり深刻に私、受け止めておりますけれども、これを今年度の

予算でいきなり全部どうこうしようというわけにいかないと思うんだけれども、これ、どう評

価するかというのが今年度予算に反映されてしかるべきじゃないかと思うんだけれども、まず、

皆さんとしてはこの耕作放棄状況を見てどういうふうに評価されましたか。 
○農林課長 
 実際のお手元に示させていただいてるものが現状の耕作放棄地の状況でございます。総面積

が農地ともで３,０００ヘクタール近くあるわけでございますが、そのうちの８４ヘクタール近

くが、田畑でございますが、耕作放棄地または非農地というふうになっておるということでご

ざいます。耕作放棄地のこのようになった経緯につきましては、先ほど言われますように全国

的な後継者不足並びに農作物の経営状況の不安定化が大きな要因であろうというふうにとらえ

ているところでございます。しかしながらこの有効な農地を将来にわたって、国土保全的な面

もございますし、そういうものを含めて将来的に農地を維持し有効活用をしたいという観点は

以前から今日まで変わっているものではありません。このたび、昨年の１２月に農地法の改正

も行われまして、農地は守るという大きな法律上にも出ていますので、そこらへんも含めまし

て、耕作放棄地の解消の１つの一面としましても、国が今年度取り組みます所得補償モデル事

業におきましても、この耕作放棄地につきましては何らかの作物を植えることによって国の助

成を行うことが決定しておりますもので、その分も含めて今後対応をとっていきたいというふ

うに考えております。 
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○川上委員 
 従来の延長線上だと思うんですよ、今のは。その路線の中でここに書いてある５３ヘクター

ルと３１ヘクタールと合わせて８４ヘクタールが耕作放棄状態にあると。その延長線上の結果

がこれなんですよ。と私思うんですよね。それで、しかもね、重大なのは８４ヘクタールのう

ち５３ヘクタールについては、あなた方はどうにかしようというお考えのように聞こえるんだ

けど、３１ヘクタールについては棄てようということなんですね。非農地として認定してしま

ってるわけでしょ。考えてみればこの地に最初から農地ですよと田ですよと、畑ですよという

ことで昔からあったわけじゃない。やはり我々の先祖が相当な努力をね、すごい努力をして築

き上げてきたものじゃないですか。これを農業委員会が非農地認定して３１ヘクタールは捨て

るということを決めたということでしょうこれは。そしてあなた方の政策はもう５３をどうす

るか、残っている耕作地をどうするかということで、３１を切り捨てることの痛みというか、

そういうことを考えなければ、今言われたような事業は身を結ばないと、だから例えば農業後

継者青年対策に１４万４千円くらいしかね、後継者育成事業に１４万４千円ぐらいしか組まな

いんですよ。５４００万円の予算規模があって特定団体に３７００万円とかね、４０００万円

とか人件費中心のお金をやっても農業後継者対策にはこの程度だと、ここは。本市の農業を基

幹産業に立て直していくという強い意思と発想がなければね駄目だと思います。これはもう指

摘にとどめておきたいと思います。 
○委員長 
 次に「国土調査について」、川上委員の質疑をいたします。 
○川上委員 
 １２１ページ国土調査ですね。委託料なんですけれども、最初にですね、目的は聞いており

ます。それでスケジュールはどうなっておるのかですね、今年度だけではないと思いますけど

も紹介をしてください 
○土木管理課長 
 今後のスケジュールでございますが、平成３年度着工をいたして２４年度の完了を目指して

いるところでございます。 
○川上委員 
 あと３年で終わる事業だということですね。それで、情報の取り扱いなんですよ、データの。

それで確定分と未確定分があろうと思うんですけど、どのように取扱うようにしておるのかお

尋ねをしたいと思います。 
○土木管理課長 

資料等の取り扱いでございますが、既に法務局に送付済みの個所につきましては、資料発行

申請者が申請に来られた場合は住所、氏名資料請求番地と資料請求内容及び使用目的を記入し

て頂いて原本の写しを参考資料として手渡している状況です。 
○川上委員 
 それは確定分についてですね。未確定分についてはどういう取り扱いになってますか。 
○土木管理課長 
 未確定の調査資料といたしましても、ほとんどそれと同様でございます。 
○川上委員 
 庁内で、そのデータが必要な場合はどういう取り扱いになりますか。 
○土木管理課長 
 これはですね、あくまでも私どもが業務上必要な場合はそういった手続きを踏まずに、仕事

上の関連で資料等をとったりすることもございます。 
○川上委員 
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 それを第三者にぽんと渡すことはどうですか。ごく普通にやってることですか。 
○土木管理課長 
 あくまでも仕事上で境界立会、道路の境界等で協議する場合とか、そういった打ち合わせを

する場合に使用するのが目的でございまして、誰でも彼でもポンポンやることは余り考えられ

ないと思います。 
○川上委員 
 市の幹部が特定業者にぽんと渡したらどういうことなりますか。 
○土木管理課長 
 資料等の提供でございますが、仕事の内容によりましてどうしても関連上手渡すようなこと

も多々あるかと思います。 
○川上委員 
 それはルールがあるのに、ルールにとらわれずにポンと渡していると、多々あると。多々の

うちの、少しケースを紹介してください。 
○土木管理課長 
 これはですね、例えばですけど、どこかを開発するとか、事前の協議等にどうしても必要な

場合とかそういった場合につきましては資料としてお持ち帰りですか、手渡す場合もあると思

います。 
○川上委員 
 それは多々あるわけでしょ。そうすると、市の幹部のところに行けばルールに則らずに誰も

もらえるということですか。そういうことになりますね。 
○都市建設部次長 
 その件につきましては、たまさか私のことだというふうに推測して答えますが、その当時の

件で説明させていただきます。その当時ですね、たまさか私の方に境界未定の分があって、そ

れを法務局に移す前の打ち合わせの中で資料を私がいただいていた分があったんです。それを

ある業者が来られましてね、国土調査の図面どうなのかというお話がありました。その中で、

どこですかということの中で話をしておる中で、私は持ってる部分が入ってたもんですから、

その分でコピーを渡したというような経緯でございます。先ほど言いましたように、多々ある

というようなこと、これは多々あるというようなことじゃなくしてですね、偶然に、何と言い

ますか業者がそれとか個人とか第三者の方が来られる場合もあります。で、手持ちにあるとき

は、事務所が頴田支所にあるものですからそういったところで不便をかけてはあれだというと

きは、コピーを渡すということもしばしばあるとは思っております。 
○川上委員 
 国税をかけてね、このデータを作っているわけですよ。そのデータを幹部が個人の勝手な判

断で第三者に渡していくということができるのかと、税金の塊じゃないですかこれは。ルール

があるじゃないですかちゃんと。だから、しかも今の話聞けば反省がないでしょ、だから飯塚

市はルールはあるんだけど、特定の幹部は第三者、ルールに則らない人がその幹部のとこに行

けばね、今後もこの税金の塊のデータをもらえるということになりますが、そう思いませんか。 
○都市建設部次長 
 反省が無いじゃないかということでございますが、これは皆さんにですね、やはりご迷惑を

かけたと不審の、疑惑、何と言いますか、不審な思いをかけたということに対してはですね重々

反省はしております。その件につきましては十分協議いたしまして、今後十分に気をつけてい

こうということで、私も十分反省しておるところでございます。 
○川上委員 
 今後は正式のルール以外の情報提供は飯塚市ではないということですか。 
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○土木管理課長 
 今後は私ども公用で使う場合にしてもルールに則って改善していかなければならないと反省

しておりまして、今後そういたします。 
○川上委員 
 最後にしますけどね、これは職員を苦しめる行為なんですよ、幹部が。職員は上司から言わ

れば資料提供するでしょう、市の業務に使うものだと。出しますよ、当然。ところが自分が課

長に出したはずのものが申請もしていない業者が持って、それを利用しておるということにな

ったら、この職員はどうなりますか。苦しむでしょ。だからあなた方は簡単にルール破りをし

て便宜を図ってるわけだけど、何の権限もないわけですよ。職場の規律を乱し、部下を苦しめ

ることにつながったわけですね。そして市民からは不透明感が飯塚市役所の中につきまとうと

いうことにもなるわけでしょ。だからね、こういうデータについては厳格に扱わないといけな

い。それで、なぜこういう緩みが生じるかについてもやっぱり胸に手を当てて考えなきゃいけ

ないですよ。なぜこういう緩みが生じるのか、ずっと上に行かないといけない。ずっと上に行

って考えてもらわんといかん。以上でこの質問を終わります。 
○委員長 
 次に、「林業振興事業予算について」、川上委員の質疑を許します。 
○川上委員 
 これについてはそれぞれ補助があるんですが、補助の目的をお尋ねします。 
○農林課長 
 農林水産業林業費におきましての補助でございますが、まず森林整備地域活動支援関係でご

ざいますが、これは森林所有者による計画的な、かつ一体的な林業施業の実施に不可欠な森林

の現況調査、その他の地域における活動の支援という補助金でございます。それから嘉飯山森

林組合強化対策事業補助金という欄がございます。これは地域林業のため林業労働者の確保と

雇用の安定を図るため、また技術の習得等を実施し、林業の担い手の育成を推進するという目

的で交付してるものでございます。 
○川上委員 
 この林業振興関係全体の中で一般財源が３２１万９千円あるんだけど、具体的な委託、およ

び補助の中で、市独自の財源で出してるのがありますか。 
○農林課長 
 完全に市の財源となりますと、委託料の中に当然でございますが市有林の管理委託料とその

下段の生活環境保全全体維持管理委託料が完全に全額市費にしてのものというふうに、林業振

興費の中におきましては、ということでございます。 
○川上委員 
 市有林の他には国とか県からのお金を出してるだけということなんですね。私は本市の林業

振興のプランがあるわけですから、それに基づいて計画的に予算を積み上げていくという必要

があるんじゃないかと申し上げたことがあると思いますけど、重ねてそのことを申し述べてお

きたいと思います。終わります。 
○委員長 
 次に、「中小企業資金融資について」、川上委員の質疑を許します。 
○川上委員 
 １２４ページ、中小企業融資制度の関連支出がありますけれども、この融資の実績が追加資

料の１０４ページにあります。経済部長はこの融資実績を見て、どういうふうに分析をし、新

年度はどのように打開していこうと考えておられるか伺いたいと思います。 
○商工観光課長 
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 お手元に配布しております融資実績から見まして近年の飯塚市の融資制度利用者が減少して

いるというふうには認識いたしております。しかしながら、１５年、２１年の災害時に関しま

しても、この飯塚市の融資制度活用があっておりますし、新年度につきましても、新規事業と

いたしまして１億５千万円の新規要請枠を設けた中での推進を行っているところでございます。 
○川上委員 
 それが絵に描いたもちだったというわけでしょ。平成２１年は災害を除けば申込も貸付も０

でしょ。その前年だって８と７ですよ。その前々年は３と３、５と３ですよ。あなた方はこれ

をどう見るかと。これでいいというふうに考えておられるのかなと思うと、今の答弁ではそう

ではなさそうなんだけど。このようになっている原因は何ですか。 
○商工観光課長 
 本市の融資利用者が少ない理由といたしましては、前回からお話させていただいてますけど、

平成１５年の７月１９日の大災害による融資を受けられた方が平成１７年度からこの融資の返

済が始まったことと併せまして、一昨年から始まりました緊急保証制度についての融資を利用

されている中小業者が増加したというふうに判断しております。 
○川上委員 
 じゃあ、今言われた緊急融資の増加というのはどのくらいか把握していますか。 
○商工観光課長 
 市のほうに緊急融資制度の認定業務がございます。昨年の１０月から３月の１５日までで１,
５５３件の認定を、交付をしております。 
○川上委員 
 認定したから市の融資実績は０になったと理屈が合わないでしょ。認定１,５５３件したんだ

けど、何件が実際に融資を受けられたのか。それを言わないとこの０になった理由は分からん

でしょ。どうですか。 
○商工観光課長 
 この緊急保証制度を使われまして融資を受けられるお客様は、福岡県の融資を利用される方

もおられまして、民間の銀行の融資を受けられる方がおられますけど、先ほど言いました認定

を受けられた方はほぼ皆さん融資を受けておられるというふうに考えております。 
○川上委員 

だからそれは何件ですかと聞いてるわけです。この０になる理由がそれで分かるわけでしょ。 
○商工観光課長 
 先ほどからは申しておりますように、この緊急保証制度を活用した融資を受けられている方

が、先ほども言いましたように、飯塚市内の企業者で１,５５３件の市の認定業務を行っており

ますので、みなさんこの福岡県の融資を利用した中小業者がおられる関係も、この飯塚市の制

度の利用が少ないという理由に考えております。 
○川上委員 
 その数字をつかんで、だからゼロになったんだと言わないといけないでしょ。実はこの問題

では２つ問題があると私は思うんですよ。この２つの問題を突破しないとこの市の中小企業資

金融資制度というのは右肩上がりの時代には力を持った制度だったかもしれないけど、今みた

いに力の弱い業者は倒産、廃業を迫られていくと。借金のない業者はいないといってもいいわ

けでしょ。税金滞納だって相当な比重でありますよ。今の時代に合った制度に改善する、工夫

するというのが必要だと思います。その第一は、一度だけ飯塚市がやったことのある税の完納

証明、１５年のときに、７.１９の時に外したんですよ、国保税。そうしたことがなければ絵に

かいたもちだと私はずっと言ってる。それからあなた方が県の信用保証協会に弱腰でうちの業

者にお金を貸してくださいときちんと物が言えない。お願いに行ってだめと言われたら帰って



 25

きてるでしょ。機会があるならもっとやりますと言ったこともあるけど、それもやっていない。

ですから、本当に愛情を持ってね、地元の中小業者は今手を差し伸べるというためには実情を

把握しないといけないでしょ。認定のハンコ押して、あとは頑張ってくださいと、どうなった

か分かりませんというのが今のあなた方の仕事なんですよ。ですから、私はもうここで予算が

せっかく組まれてるわけですから、絵にかいたもちにならないように経済部長が一番仕事をす

るときじゃないですか、今。どうお考えか、経済部長の答弁求めます。 
○経済部長 
 商工観光課長が現在の市の制度融資の現状については、るるご説明、ご答弁したとおりでご

ざいます。確かに７.１９災害の折に国民健康保険税の完納証明を免除したという経緯も十分承

知いたしておりますし、委員ご指摘のとおり過去、信用保証協会に対してそうした取扱いにつ

いて協議を申し上げたことも事実でございます。しかしながら、この制度融資につきましては

返済が滞っている方も１割近く現状として出てきておりますので、やはり金を貸し付ける飯塚

市といたしましては、そうした返済の確実性を得るためにも、そうした税の完納証明というの

は必要というふうに考えております。これも当然、原資が今までご答弁してまいりましたとお

り、税を原資としているという理由でございます。ご指摘のこうしたせっかくある制度融資が

十分に活用できるように市としても何らかの方策を取るべきでないかというご意見については

非常に重要なことというふうに認識をいたしておりますし、現在国が実施いたしておりますセ

ーフティネット、こういったものも商工観光課長が答弁しましたとおり１,０００件を超える件

数の認定をいたしております。この実態につきましては詳細な数字は把握していないかと思い

ますが、市内の金融機関等に出向いて、お話をお聞きましてもかなりの件数が昨年末から加入

されてるという実態は私どもとしてつかんでおります。今後そうした実態の詳細把握に努めな

がらですね、今後市のせっかくの制度融資が有効に活用されるべく努力はしてまいりたいと考

えております。 
○川上委員 
 経済部長の後段の気持ちは分かります。しかし前半のほうは代位弁済がその１千万円程度で

しょ。それによって完納証明を必要としないというように緩和することを断る理由にはならん

と思うんですよ。私は１千万円という金が決して少ないと思わない、しかし、その代位弁済に

税金をつぎ込んでもそれ以上に圧倒的な部分が助けられるわけですから、その方たちが苦境乗

り越えていけば税金も払えるじゃないですか。それより今まで何十年と税金を払ってきている

じゃないですか。この一番苦境のときにね、代位弁済に１千万円かかってますからだめですと

いうふうに考えなくてもいいと思うんですよ。その辺をよく流れの中で考えてもらったらどう

ですか。過去と現在と未来と、そこのところが部長さんは考えるんじゃないですか仕事として

は。質問は終わります。 
○委員長 
 次に、「キャリア教育講師謝礼金について」安藤委員の質疑をします。 
○安藤委員 
 １２４ページ商工費、商工振興費、商工業振興費、キャリア教育講師謝礼金１４６,０００円

について質問します。これ昨年も私指摘させていただいたと思うんですけれども、まずこの概

要についてお答えください 
○産学振興課長 
 まず、このキャリア教育の概要を説明します。平成１７年度から３年間、経済産業省の委託

事業として地域自立で民間活用型キャリア教育のプロジェクトのモデル事業として実施をいた

しまして、平成２０年度以降につきましてはその委託事業を参考にいたしまして市の単独事業

として実施をいたしております。具体的な内容につきましては子どもたちが学校教育の早い段
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階から地域産業や働くことに対しまして理解や興味を持つことができるように産業界、教育課、

地域社会、行政が連携しながら実践教育を行うという教育プロジェクトでございます。 
○安藤委員 
 対象となる学校といいますか、まだ次年度は決まってないかもしれませんけれども、そこら

は変えていかれる予定でしょうか。 
○産学振興課長 
 事前に各小中学校に対しまして、公募をいたしております。平成２２年度につきましては現

在小学校２校並びに中学校１校から以降から応募があってるということで３校実施する予定で

ございます。 
○安藤委員 
 キャリア教育は教育委員会のほうでも取り組まれてる事業だというふうに、私、認識してお

りますけれども、産学振興課がキャリア教育をする意味合いはどのようにお考えですか。 
○産学振興課長 
 先ほど申し上げましたように経産省の事業を使ってやったということで、産業界と連携して

キャリア教育のモデルをつくり上げる事業をやってきたということと、また一方ものづくり体

験学習を実践によりまして起業家マインドを育てるというような人材育成の面から産学振興課

が取り組んできたというような現状でございます。 
○安藤委員 
 それでは教育委員会で取り組んでいるキャリア教育との違いをどのようにお考えですか。 
○産学振興課長 
 各学校で取り組んでありますキャリア教育につきましては、職業観を養うという教育だけで

はなくて生き方も含めました広い意味での人生設計に関するような教育を行ってあるというふ

うに理解をいたしております。 
○安藤委員 
 聞くところによりますと、と言いますか、そんなに違いがないというような気がしてるんで

すね。前回も指摘さしてもらったと思うんですけれども、教育委員会の方でも予算を付けてや

られてるということでございますので視点は若干違っても、目的や目指すところは同じだと思

いますので、これは、ある部分その教育委員会の方に予算をつけていただいて、そちらの方に

一本化して頂くというのも、取っかかりは多分経済産業省がそういうことでやってきたという

ところでしょうが、いまは単費でやられてるというところであればそういうふうに方向を変え

られていくのもひとつの手じゃないかなというふうに思っております。それと、このキャリア

教育のあり方なんですけれども、実はうちの方会社もキャリア教育ということで生徒さん、受

け入れることがあるんですけれども、一番感じますのはそこでの体験ももちろん重要なんです

けれども、その手前、それから終わったあと、そこら辺がきちっとできてるかどうかと、教育

委員会に言わなきゃいけない部分かもしれませんけれども、そこらのきちんとできないのかど

うなのかと、そこが一番問われてるというふうに思っております。たまたまですね、うちは頴

田中学校を受けたんですけれども、そのときに第一中学校でしたか、第二中学校にしたかそち

らの生徒さんが来られてジョブシャドーという、それも仕事をしてる姿を見てその姿を検証す

るみたいなどういう動きをしているかみたいな教育の一環があったんですけれども。それで感

じたのは、すごい手前の授業と後の授業がきちんとなされてるなと。頴田中学校がどうこうと

いうことではないのですが、往々にしてそこのキャリア教育というのは送り出してそれでおし

まいという形にどうしてもなりがちではないかと、そういう部分では十分に、その手前の授業、

それと後からの授業をきちっとした部分でフォローしていただいてですね、これが本当の意味

でのキャリア教育になるというふうにしていただきたいと思います。 
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○委員長 
 次に、「工業団地と企業誘致について」川上委員の質疑を許します。 
○川上委員 
 予算書の１２５ページ以降の商工費、商工業振興費のなかで工業団地関係、企業誘致関係に

ついてお尋ねをいたします。これについては追加資料に１０５ページと１０６、１０７、１０

９があります。それで最初に、これほどの今年度の予算、それから過去においても相当な額の

お金をつぎ込んできてるんですね。それで、うまくいってないということで少し検討した上で

この予算計上がいいのか。よいとすればで、どういった工夫がいるのかということをお尋ねし

たいと思うんですね。それで、まず２０１０年度の工業団地関連予算がどの程度になるのか、

見通しを聞かせていただきたいと思います。 
○産学振興課長 
 一般会計でお願いいたしております工業団地関係につきましては、維持管理としていたしま

して草刈り等がございます。平成２２年度につきましては、予算といたしましては７５６万６

０００円をお願いしておるような状況でございます。 
○川上委員 
 これに鯰田工業団地のアクセス道路をつくるということで６月以降ですね、補正が来るなれ

ば２億とか３億とかいう数字になるわけですね。今の段階で造成の必要のない民間の工業用地

適地を探す考えはないですか。 
○産学振興課長 
 工業団地以外にも適地があればということで、探してはおります。工業団あたりを視察に行

きました折に、その行き帰りにいろいろ見てみたりというような形で探しておるような現状は

ございます。 
○川上委員 
 それは探していないということなんですね。それで、１０５ページの資料みますと本市が企

業受け入れ可能な工業団地は３工業団地の合わせて２０.８ヘクタールということのようです

ね。圧倒的には鯰田工業団地ということなんだけど。これが売れるかどうかは極めて怪しい状

況があるんですよね。それであなた方は今までは地域間競争で負けられないと言われておった

んだけど、勝たないといけないんだけど競争相手はどこになりますか。 
○企業誘致推進室主幹 
 企業誘致におきまして、よく地域間競争という文言が出てまいります。おなじ経済圏の中で

雇用の観点、あるいは経済効果からいたしますと、企業誘致という事業自体は市町村をまたが

る事業であるという側面は否めないというふうに考えております。例えば他県との競争、例え

ば広い意味での広域圏、例えば北九州地域、筑後地域、筑豊地域といったような広い意味での

競争は当然ございますが、逆に近隣自治体とは一定規模の地域としての連携の必要性も感じて

いるところでございます。嘉飯地域だけでなく、直鞍、田川地域とも連携することは筑豊全体

のイメージアップのために必要不可欠であると考えておりまして、例えば飯塚地域自動車産業

研究会におきましてもそういった地域との連携を実施しているところでございます。しかしな

がら、市としては安定した税収の確保あるいは、地域活性化への影響を考えますと市内への企

業誘致はこれ大きなインパクトとなると考えられますので今後とも、市といたしましては企業

誘致には積極的に取り組んでまいりたいと考えております。 
○川上委員 
 「地域間競争という話もありましたけども」という他人事みたいなことを言われたんだけど、

あなた方が地域間競争だと叫んできたんですよ。仲良くしたらどうですかと、本当に必要と思

われる規模の工業団地だけつくればいいじゃないですか。競争競争と言うからあっちでも２５
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ヘクタール、こっちでも２５ヘクタールという話で、みんな頑張らされてきたわけでしょう、

福岡県のために。北部自動車１５０万台構想という実現不可能な絵に踊らされて。それで、そ

の反省がなくてね、今になってね、そういう話もありましたなんて話はいかんでしょう。あな

た方が競争相手といったところは基本的に筑豊だし、京築だし北九州の南部ですよ。そうする

とね、この地域にとうとう１５０ヘクタールを超える工業用地が整備されています。莫大なお

金が投入された。飯塚市もそうですよ。それで、企業は来ないという状況なんですね。この現

実を見定めないと、これからの企業誘致は進まないんじゃないでしょうか。それで齊藤市長の

もとで企業誘致ということでいうと、３つ柱があったと思うんですよ。一つは市長のトップセ

ールスでしょ。二つは名古屋事務所じゃないですか。三つ目がトヨタグループ系の企業アドバ

イザーの委託と、この３本柱です。全部敗北してます。それで、まず市長のトップセールスで

す。それにかかった費用もあるんだけど、資料のですね、追加資料の１０７ページここに市長

のトップセールス活動実績および結果一覧となっております。市長はこの１３回の出張の中で

何社と、延何社で実件数は何社だったのかですね、お尋ねをいたします。 
○企業誘致推進室主幹 
 齊藤市長は企業誘致のため、数回にわたり関東、関西、東海に出張しておられますが、個別

の企業に限らずいろいろ団体の関係者ともお会いいただきまして、情報の収集などにも努めて

いただいております。この間お会いいただいた企業数は県主催の愛知県でございますとレセプ

ション、あるいは本市のインフォメーションセミナーを含めますと１００社を超えております。

またその他各地の福岡県人会や地元の高校での同窓会にも出席してもらいまして、本市のＰＲ

等も盛んに行っていただいているところでございます。また、当然、企業さんが本市にお見え

になったときにはするとなく市長に直接お会いいただいているというケースもございまして、

これもトップセールスの一環であるというふうに考えているところでございます。 
○川上委員 
 齊藤市長のトップセールスというのは鳴り物入りで打ち出されたんですよ。４年間トップセ

ールスやったのにこのくらいですか。企業が集まるレセプションに行きました。同窓会に行き

ました。相手さん企業がこちらに来たときにたまたま会いました。そんな答弁でしょ。これは

齊藤市長のトップセールスだったんですか。そんなことないでしょ。きちんと相手選んで訪問

してるじゃないですか。例えば１９年の１１月３日から２泊３日で東京に行かれてるじゃない

ですか。これは企業誘致に行ったんでしょ。レセプションだとか同窓会はいいじゃないですか、

外して。本当のトップセールスの実件数、何社と市長がお会いになって１社進出に結びつけた

のか、これを聞いてるんですよ。 
○企業誘致推進室主幹 
 市長がご就任になられまして４年間で飯塚市に立地いたしました企業は市外からが７社、市

内からの移転が２社、計９社でございます。そのうちの１社が、市長に当初からお関わりをい

ただいて、本市への進出をしたということで、ここにそういう数字で上げさせていただいてる

という状況でございます。 
○川上委員 
 スムーズに質疑応答を進めないと色々あるんですよ。だからスパッとやってください。 
○企業誘致推進室主幹 
 ここに掲げております１３回のうち、先ほど申しましたように１つは県のレセプションでご

ざいます。もう１つは本市の主催いたしましたインフォメーションセミナーでございます。そ

れ以外ということになりますと、５社というふうに考えております。 
○川上委員 
 最初からそのように言っていただくと大変助かります。齊藤市長は実は答弁立たれないよう
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なので、この４年間の誘致活動について自ら総括されてるんですよ。このように述べられてま

す。企業誘致は今後の経済や発展的な産業を見きわめ、雇用を期待できる企業へ積極的に誘致

活動を行います。当たり前ですね。だから敗北というんですよ。なぜ敗北したのかというのを

本当は聞きたいんだけど、もう次行きます。名古屋事務所です。名古屋事務所は１０６ページ

に活動状況が書いてあります。予算計上、予算が発表される前にこういう状況だけども来年３

月までは名古屋事務所は閉じないというふうに市長は記者会見で述べられたんですね。新聞読

んだ人はことしの３月で撤退すると言われたと思って、みんな喜んだわけですよ。ところがよ

く読んでみると、来年３月撤退すると。裏を返せばこんな時代であっても名古屋事務所を守り

続けると、お金を出し続けるということなんですね。関係予算はいくらになってますか。 
○企業誘致推進室主幹 
 名古屋事務所の経費、２２年度要求額は７５８万４千円でございます。 
○川上委員 
 設置以降では累積でいくらになりますか。 
○企業誘致推進室主幹 
 トータルいたしますと１４５６万４千円でございます。 
○川上委員 
 私が計算すると２５００万円以上になりますけど。企業誘致アドバイザーがおられますね。

なぜこの期に及んで３年、もう１年名古屋におりたいというのか不思議でしょうがなかった。

私は企業誘致アドバイザー、トヨタグループの会社の役員だった方ですね、この方と３カ年の

契約だったのではないかと心配をしてるんですよ、契約というか、約束が。そうではないのか

お尋ねします。 
○企業誘致推進室主幹 
 当初から３カ年の契約というか、お約束があったわけではございません。あくまでも毎年お

願いをしてご了承をいただいてるというところでございます。 
○川上委員 
 それをあなたはアドバイザーの方に聞いたことがありますか。私は知らないんだけど、私の

上司の誰かがあなたと３年間約束をしたことはないでしょうかと聞いたことがありますか。 
○企業誘致推進室主幹 
 そういうお話がございましたかということをお伺いしたことはございませんけれども、少な

くとも私が名古屋の所長といたしまして毎年改めてお願いをいたしましてご了承いただいてお

りますので、そういった話は当初からなかったものだというふうに考えております。 
○川上委員 
 あなたが考えるのは自由です。しかし、確認していないから無かったものと考えるというの

は、子どもに言ってもわからないでしょ。私に言われてもわかりません。確認すればいいこと

をしなかったという事実があるだけなんです。なぜこのように言うかというと、あなた方は随

意契約をやってるんでしょ、この方と。最初に随契理由を出すでしょ。２年目、随契理由書を

出したでしょ。なぜ句読点まで一緒の、全く同じ随意契約理由書なんですか。 
○企業誘致推進室主幹 
 随意契理由書の随契理由といたしましては、適当というか最適の方がこの方しかいらっしゃ

らないということで、２０年度、２１年度を随契理由書を添付して決裁を回したという状況で

ございますが、おっしゃるとおり、その間にはアドバイザー自身のご実績もございますので、

本年度につきましてはそういう実績を踏まえた随契理由書にしたいというふうに考えてるとこ

ろでございます。 
○川上委員 



 30

 そんなこと聞いてないですよ。話の流れは、名古屋事務所をこの期に及んでもう１年の名古

屋に置きたいと、金も使いたいと。国は補助しませんよ。税金だけじゃないですか。こういう

予算を計上してるんだけどなぜかと。企業誘致アドバイザー３カ年約束は答弁者の知らないと

ころであったんじゃないのかと、確認もしないと。しかし随契理由書を見ると、過去２回は全

く同じ随契理由書だと、丸の位置まで同じ、日付だけ違う。こういう随契理由書が出る理由は、

理由書の理由はいいかげんというだけじゃないんですよ。３カ年の約束があったということじ

ゃないかとそう思うのは普通じゃないですか。なぜ同じ理由書、句読点まで同じ理由書が出る

のかと聞いたわけです。今後改めるとか、そんなこと聞いてないんですよ。 
○経済部長 
 一昨年、私、企業誘致推進室の担当をいたしておりました。その折、その従前が産学振興課

長でございまして、企業誘致アドバイザーに就任いただきましたちょうど２年目を迎える年に、

私、企業誘致の担当になったわけですけど、２年目の企業誘致アドバイザーの就任の依頼には

私が名古屋のほうに出向きまして、当時のアドバイザーにもう１年継続をお願いしたいという

ことで了承を得、１年契約をその後締結したという過去の経緯がございますので、従前の担当

部長が３年契約で依頼をしたという事実はないというふうに認識いたしております。 
○川上委員 
 同じなんですよ。前の経済部長に聞いてないでしょ、あなたは。聞いてもないことを「と認

識しています」とか、そんなことをなぜ答弁するんですか。確認しますと答弁したらいいじゃ

ないですか、明日も委員会あるんだから。なぜ調べも確認もしてないことを、知りもしないこ

とを「認識しています」と。認識はしてるでしょうけど、何の意味もないでしょ、答弁として

は。それで、この企業誘致アドバイザーについて、なぜさっきから言うかというのも一つ言い

ましょう。本会議でも言ったんだけど、この名古屋事務所が活動費、お金を使っただけじゃな

い。アドバイザーに３６０万円やっただけじゃないんですよ。飯塚市に１億円近い損害をいま

与えてるんですよ。目尾工業団地です。名古屋事務所と企業アドバイザーの企業誘致活動の失

敗によって、１億円近いお金が開いてるじゃないですか。これは多くの市民は分からないんで

すよ。なかなか名古屋でがんばってるのに、企業来ないんだというだけだと皆さん思ってます

よ。こんな穴を開けたと知りませんよ。ところが知ってた人があなただけなんです。そのこと

を自分たちも一緒になってやっておきながら、随契理由書は前回と同じ、ちょっと日付変えて

出しただけ。一蓮托生の失敗ですよ。そういうことを踏まえてみると今度の名古屋事務所企業

誘致アドバイザーに対する委託料の予算計上も含めて信じがたい、あってはならない予算計上

と思うんですよ。経済部長、どう思われますか。 
○経済部長 
 以前も名古屋事務所の継続した開設についてはご答弁申し上げましたが、非常に現在、製造

業における設備投資がストップしてる現状は全国的に同様な状況であります。特に北部九州の

自動車産業を中心とする北部九州への進出を期待しておりました各その他の自治体も同様の状

況に現在なっております。こうした中で本市といたしましては鋭意企業誘致の実現に努力をし

ている最中でありますが、全く交渉相手がないという現状ではございません。複数の企業さん

とも現在九州、特に本飯塚市内の工業団地の立地に向けた誘致を鋭意進めてるところでありま

す。そうした状況の中、徐々に経済情勢、それから設備投資の動きも出てきている現状であり

ますので、継続した企業誘致を推進するためにも、名古屋事務所は継続して開設をし、継続し

た誘致活動を続けたいということから本予算を計上したものでございます。 
○川上委員 
 もうそろそろ締めくくろうかなと思うんだけど、企業誘致活動を全面的にやめたらいいとい

うふうに言ってないでしょ。強化したらいいんですよ。企業誘致活動を強化するためには名古
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屋事務所を撤退して、そしてこの本庁舎を基軸にして活動する。たった２人で活動しないで、

１,０００人で活動したほうがいいでしょ。あなた方、１３万人に企業誘致活動を求めてるじゃ

ないですか。ホームページで情報くださいと。だから飯塚を本拠地にして企業誘致活動したら

どうですか。他のエリアから、地元の他のエリアから飯塚に来る企業もあったわけでしょ、こ

の間ね。そっちのほうが多いんだから。もう少し冷静になったらいいですよ。そして名古屋事

務所を止めて、浮いたお金とは言いませんけど、１千万円の代位弁済費用が惜しいからといっ

て、お金が借りたくとも借りられない中小業者をいじめるようなまねをせずに。齊藤市長だっ

て言ってるじゃないですか。融資制度の拡充など、中小零細企業の経営を支援しますと。でも、

あなた方、言ってることとやってること違うでしょ。だから、絶対に私は名古屋の事務所は撤

退したほうが企業誘致活動進むと思いますので、それは指摘しておきたいと思います。終わり

ます。 
○委員長 
 次に、「福岡ソフトウェアセンター新産業創出支援センター」について、川上委員の質疑を許

します。 
○川上委員 
 １２７ページにソフトウェアセンターと新産業創出センター関連の予算があります。まず福

岡ソフトウェアセンターについては追加資料のほう、１０８ページがあります。今年度の予算

計上も含めて、補助金が累計でどのくらい出たのかというのが記載されてるんですけども、担

当課のほうで紹介していただきたいと思います。 
○産学振興課長 
 資料の１０８ページをお開きいただきたいと思います。これの右側に、補助負担金の実績と

いうことで３の②に補助金額の一覧表を掲載いたしております。平成４年から平成２２年度、

本年度の予算をお願いしておる数字まで合算いたしますと、５億２５８１万３５５７円という

数字になっております。 
○川上委員 
 これは出したほう。ソフトウェア関係で入ったほうのお金はありますか。 
○産学振興課長 
 収入といたしましては土地の貸付料、固定資産税、そういったものでございます。 
○川上委員 
 その額は計算していないでしょ。場所はリサーチパークなんですね、飯塚リサーチパーク、

幸袋の。そこにこれは立ってるんだけど、そこの土地はもともと売却しないと工業用地造成費

がペイできないと、取り戻せないということなんですよね。それを覚悟の上でもう売らないと、

貸すということにしたんでしょ。そうすると、ここ売ってたらいくらなのか。貸したためにい

くら入ったのか。何年経ったら金額は出面が揃うのか考えるでしょ。ここを売らないと決めた

のは、売れないからここに置いたわけじゃないでしょ。売れないからここに置いたんですか。

どちらですか。 
○産学振興課長 
 リサーチパークを造成いたします際にもともとこのソフトウェアセンターの設立についての

構想がございまして、ここのコア施設ということで当初から分譲の対象ではないということで

計算、分譲価格、他の区画の分譲価格も設定をされておるような状況でございます。 
○川上委員 
 当初ここは売る予定だったんじゃないんですか。売る予定だったんだけど売らなくした、レ

ンタルにしたということでしょ。 
○産学振興課長 
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 もともとリサーチパークの計画がございました際に旧幸袋工作所から用地の取得だとかそう

いったことをやったわけでございますけども、研究開発型企業の集積を図ることを目的にいた

しまして、約８,９００㎡を整備いたしておりまして、当初から私ども分譲対象面積は約５万３,
０００㎡ということでソフトウェアセンターは対象外ということからスタートしておるという

ふうに考えております。 
○川上委員 
 単価が合わないんですよ、計算したけど。だから売り出しの対象地であったと私は思います。

次に行きますよ。補助金、これはどうしてこういう額になっておるのかお尋ねします。 
○産学振興課長 
 額の内訳でございますけども、現在市の職員を１名派遣しておりますのでその給与分、それ

に以前職員を派遣しておりまして引き上げた形になっておりますので、その分に代わるプロパ

ーの人件費、それに人材育成の事業費に関する補助、その額を合算いたしまして２２００万円

程度になっておるという状況でございます。 
○川上委員 
 そうすると、当初は市の職員を２名配置しておったから、この２名分の人件費という位置づ

けで補助金出してたんですね。ところが、市の職員の配置は１人になったと。じゃあ補助金を

半分にしないといけないでしょ。どうして半分にならないんですか。 
○産学振興課長 
 平成９年までは市が直接負担しておりまして、平成１０年から補助金という形でしておりま

す。平成１１年から市の職員が１名になったわけでございますが、この際には派遣職員の人件

費としては半額になっております。 
○川上委員 
 １１年から半額になってるんですか。１０年と１１年、半額になってないと思いますけど。 
○産学振興課長 
 ちょっと説明が不足して申し訳ございません。内訳を申し上げますと、平成１４年度３３６

４万７千円になっております。このうち派遣職員の人件費が２０８０万円、約でございますけ

ども、平成１１年度になりますと合計が２９７０万円になっておりますが、そのうちの派遣社

員分といたしましては１千万円ちょうど。先ほど申し上げましたように、１名減ることにより

ましてプロパーの人件費ということで７００万円を補助するという形になっておりまして、そ

ういう理由から２分の１にはなってないということでございます。 
○川上委員 
 そのプロパーというのは誰のことですか。その方の分を補助するというのはどうしてですか。 
○産学振興課長 
 事業を推進する上できちっと社員を雇ってするということで、その人件費に相当する額を７

００万円込みで計上しておるという状況でございます。 
○川上委員 
 きちっと仕事をしてもらうために、株式会社でしょ、三セクの。株式会社で面倒みてもらう

わけにはいかないんですか。今年度の計上予算の中にも入ってるんでしょ、このプロパーの方

の。７００万円入ってるんですか。 
○産学振興課長 
 内訳は６６５万円ということで、途中から額を引き下げております。 
○川上委員 
 途中から額を引き下げるというのはどういうことですか。 
○産学振興課長 
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 行財政改革の中で一律カットした時期がございまして、その際に５％カットしたということ

でございます。 
○川上委員 
 この方の年収が６６５万円ということじゃないんでしょ。市からももらうし県からももらう

ということなんでしょ。それから、この補助金の中には代表取締役専務の人件費が入る形にな

らないですか、役員報酬か。 
○産学振興課長 
 その分は入っておりません。 
○川上委員 
 この資料を見ると、平成６年から企画調整部長、経済部長、合併対策本部長、経済部長、ま

あ合併対策本部長はどうか分かりませんけど、全部自分が直接関わりのあるセクションでしょ。

そういう方が何年も、最初は５年、その次だって５年でしょ。６年ですね。退職金はどれぐら

いもらうんですか。 
○産学振興課長 
 専務のそういう給与体系については把握いたしておりません。 
○川上委員 
 出資金出してるんですよ。代表取締役の退職金を知らないとかありますか。しかもその補助

金はこの方の人件費とか言って出してないでしょ。相当分ということで出してるんでしょ。人

件費ということで紐つけて出すわけないでしょ。相当分ということでその補助金も出してるん

でしょ。出資もしている株主ですよ。齊藤市長が役員でおられるんでしょ。それで代表取締役

の退職金が分からないってことはないでしょ。今でも市の税金がこの三セク、ソフトウェアセ

ンターに入っていて、そしてこういうあなた方のＯＢが歴代何年もここで役員報酬を受け取り、

そして退職金を受け取っていってると。そこにまた今年これだけの補助金を投入しようという

ことなんですよ。違いますか。じゃあ経済部長、答弁求めます。 
○経済部長 
 ただいまご質問の、代表取締役専務の退職金はございません。 
○川上委員 
 退職金があるかないか分からなかったんですか、担当課は。補助金が三セクに入るときのそ

の考え方というのをよく考えないといけないんじゃないですか、しかも、市のＯＢが天下りに

行っている場合。次に、新産業創出センターについてお尋ねします。関連予算としては総額い

くらになりますか。 
○産学振興課長 
 これにつきましては指定管理料といたしまして９０９万４千円を計上させていただいており

ます。 
○川上委員 
 ほかに新産業創出支援センター入居審査会とか、新産業創出支援コンサルタント手数料とか、

新産業創出支援コンサルタント業務委託料２６２万円とかありますけど、これは関連ではない

んですか。 
○産学振興課長 

新産業創出支援センターにつきましては、今、質問者おっしゃったように、入居審査会の委

員報酬１１万８千円と、その費用弁償２万３千円を計上いたしております。また、アドバイザ

ーにつきましては企業の成長に合わせたアドバイスを行うということで、新産業創出支援セン

ターのほうでアドバイスを送っていただいておりますが、それにつきましては、予算といたし

ましては２６２万１千円でございます。 
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○川上委員 
 この土地もリサーチパークで、売るべき土地の上に建ってるんでしょ。もう売れないですよ

ね、こんなのが建ってたら。これは指定管理料も出てるんだけど、入居状況はどんなふうです

か。 
○産学振興課長 
 現在の入居状況を申しますと、２０室ある中でちょうど半分の１０室ということでございま

す。 
○川上委員 
 企業数は何社ですか。 
○産学振興課長 
 ９社でございます。 
○川上委員 
 そうすると、１社で２室借りてるところがありますね。麻生ですね。違うんですか。どこで

すか。 
○産学振興課長 
 ソフトケアという会社でございます。 
○川上委員 
 それで、空き室を埋めるために、来年度はどういう努力をしようと考えておられるかお尋ね

します。 
○産学振興課長 
 今、あらゆる機会を通しまして宣伝をしていきたいというふうに思っております。まずホー

ムページがございますので、ホームページによる入居者募集をするとともに、大学で開催をさ

れますセミナーだとか各種展示会、それと産学官の交流会、こういったものを通じまして積極

的に入居の募集をしていきたいというふうに考えております。また、指定管理者のほうからも

そういうふうなＰＲに努めていただくということを考えております。 
○川上委員 
 ソフトウェアセンターの株主、役員に、福岡県だとか地方公共団体も入ってるし、それから

地元の企業が並んでるでしょう。それで、そうした方々に、福岡県も含めて、お願いに行くと

か。だいたい、福岡県の責任でね、全部常時、部屋を埋めてもらっててもいいと思うんですよ、

本来。そういう相談の仕方を福岡県あるいは関係の企業に、相談することはできないですか。 
○産学振興課長 
 貴重なご意見を頂きましてありがとうございます。いろんな機関に対しまして積極的に働き

かけていきたいというふうに考えております。 
○川上委員 
 貴重な意見というか、何度も言ってるんですよ。質問を終わります。 
○委員長 
 次に、「飯塚観光協会補助金について」、柴田委員の質疑を許します。 
○柴田委員 
 １３０ページ、商工費、上から３番目ですね。飯塚観光協会補助金、これは資料の１４ペー

ジを見ていただきたいと思います。１６０１万円という状況になっております。この中で予算

の仕分けはいろいろ書いてあります。いつも同じ質問を行っているようで申し訳ないと思いま

すが、この中で雛のまつりが２４０万円ということで、大人山笠が２８０万円、だんだんこの

仕分けされた費用の差が少なくなって、近くなってきました。今回の雛のまつりの、この２４

０万円がどのような部分で使用されているのか、また、今日までの入場者数がわかれば、また、
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経済効果等がわかればお知らせいただきたいと思います。 
○商工観光課長 
 雛のまつりの補助金つきましては、観光協会を通じて支出をしているところであります。雛

のまつりにつきましては、メイン会場はコスモスコモンで開催しておりますけれども、それ以

外に商店街等々で開催をしておりまして、それに関わります費用の一部ということで市のほう

から補助金を出していただいております。主にはパンフレット、それからポスター、会場にお

けます準備等の人件費等がこれに入ってまいります。また、雛のまつりにつきましては、今年

も２月６日から３月方３日までの２６日間、開催をしております。全体につきましては、伊藤

邸と歴史資料館が４月５日まで開催しているということで、まだ数値は持っておりませんけれ

ども、先ほど言いました２月６日から３月３日までのコスモスコモンでの入場者が１６,３２３

人、大浦荘が２月２０日から３月３日まで１２日間でございますけど１３,２８７人。旧伊藤邸

につきましては、先ほど言いましたように４月５日まで開催しておりますけど、３月１５日ま

での入場者といたしまして１９,０４５人というふうになっております。経済効果につきまして

は、この雛のまつりに来られたお客様は商店街等々に回遊をしていただいておりますし、来ら

れれば昼食をしていただいたり買い物していただくというふうな経済効果があろうかと思いま

すけど、実際どれぐらいの経済効果があるかという数字的なものはつかんでおりません。 
○柴田委員 
 今、コスモスコモンで１６,３００人ということで、今回から初めて２００円の徴収をされま

した。あれだけのたくさんのお人形の展示でありますので、かなり人件費もかかっております

ので、これは２００円ぐらいの徴収はいいんではないかなという気がいたしております。九州

内からも時々車を見かけました。私も３回ほど友人連れて行きましたが、九州内の車、多かっ

たのは福岡ナンバー、北九州ナンバーが多く見られ、テレビの紹介等の効果もありまして多く

の方々が飯塚を訪れ、お土産等を買っていかれたのではないかと思っております。で、昔に比

べたらほんとに入場者数が減ってきているという状況は、この今の数をお聞きしてもわかりま

す。でも、年々、何と言いますか、趣向を凝らしてあるというのは、これは素晴らしいな、と。

今回も大浦荘でベネチアグラスのお雛様の展示、それから伊藤伝右衛門邸での昨年に続いての

座敷雛、これは本当に、飯塚外から来られた方というか、友人は、飯塚にこのようなお祭りが

あるのかということで、飯塚に来て本当に良かったと言って帰りました。これが末永く続いて

いくように、ぜひ、ある部分の予算を本当に取っていただきたいと思います。現在、瀬下さん

の強力なお支えがあって、そういうお祭りができてきてると思いますが、末長く続くために、

飯塚観光協会、商工会議所、飯塚市と、本当にしっかり一体となって計画を立てていただきた

いと思いますが、いかがでしょうか。 
○商工観光課長 
 先ほども申しておりますように、この雛のまつりは飯塚市で一番の集客力のあるイベントだ

と考えております。引き続き多くの方に来ていただけますように、今、質問者が言われますよ

うに観光協会、それから商工会議所、それから、この雛のまつりは商店街のおかみさん達も実

行委員会の中に入られた中で開催をしておるものでございますので、皆さんの協力、それから

多くの方にボランティアで活動していただいておりますので、そういう方たちと連携をとりな

がら進めていきたいというふうに思っております。 
○柴田委員 

ぜひ、よろしくお願いいたします。そしてその次に、どんたく宿場祭り１５０万円とこの中

に載っております。これは宿場祭りといって、ほんとに１市４町、庄内は少し外れるかもわか

りませんが、１市４町、長崎街道に面しております。これが基本になっている宿場まちのお祭

りではないかと思いますので、１市４町が一体になるようなお祭りにしていただきたいという
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ことも要望いたしまして、質問を終わります。 
○委員長 
 次に、質疑事項一覧表以外の質疑を許します。質疑はありませんか。 
○川上委員 
 １３０ページの観光協会補助金の関係なんですが、先ほど言われました雛のまつりには２４

０万円ということになっております。それで、実は私も、柴田委員と一緒ではなかったんです

けれども、雛のまつりに行ってまいりました。お金を払わずに入ったんですよ。中で、「実は有

料になっております」ということでした。後で出ていって払いましたけど、有料になった経過

をお尋ねしたいと思います。 
○商工観光課長 
 筑前いいづか雛のまつりにつきましては毎年多くの方に来ていただきまして、その中には高

齢の方、子どもをお連れの方、それから施設の方など、大変多くの方が毎年楽しみに来ていた

だいております。もちろん、先ほどもお話がありましたように、市外からも団体客がお越しに

なっております。しかしながら、雛のまつりを継続発展して開催をしていくためには、広報費

やイベント費用、需用費、役務費など大変多くの経費が発生いたします。雛のまつりにつきま

しては、商店街の活性化を目的に商店街のおかみさん達が始めた経緯もあり、昨年度までは商

工会議所が国の活性化等の補助金を活用しながら実施してきたところでございますけれども、

この補助金が活用できないということから、１年前からこの雛のまつりの継続した開催につき

ましては実行委員会の中で協議をしてきまして、今回、この有料化について決定してきたとい

う経緯がございます。 
○川上委員 
 市の支援がありながらも手作りが基本なんでしょうから、その方々の判断というのは尊重さ

れなければならんと思うんだけれども、基本的なインパクトが国の補助金がなくなったという

ことであれば、その額によって市が代わって出そうというなことも検討できたのではないかと

思いますが、そのへんについては何か検討されたことありますか。国の補助金が幾らだったの

かも含めて、お尋ねします。 
○商工観光課長 
 当然、実行委員会の中ではやはり有料化、無料化というところにつきましては、論議を呼ん

だところでございます。しかしながら、国といいますか、商工会議所がいただいてる補助金は

約２００万円程度ございまして、その部分の市の追加負担というのは大変厳しい財政状況の中

で難しいだろうという判断のもとに今回実行委員会の中でいろいろ論議した中で最終的に有料

化ということで決定したものでございます。 
○川上委員 
 市が代わって補助金を出す用意があるということを示せば、また話の成り行きも変わったか

もしれません。それで心配するのは、私だけじゃなくていろいろ心配の声を聞くのは、遠くか

ら飯塚に貸切バスで、あるいはマイカーでみえる方は２００円払うでしょう。しかし、飯塚の

地元の方々は去年も見ましたというようなことで、足が遠のくことはないかと、そうすると人

数が減るというだけじゃなくて、やっぱり地元の文化の一部をなしてるわけじゃないですか、

既に。そういう意味では、地元から盛り上がりながら外来の方もおみえと、それで好感ができ

るという形じゃないかと思うんですね、本当は。そういう意味では、もう少しお金のことでし

ょうから、検討したらどうかと、自主性が尊重されながらもね、というふうに思いますので、

終わります。 
○委員長 
 ほかに質疑はありませんか。 
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（ 質疑なし ） 
ほかに質疑はないようですから、第６款「農林水産業費」及び第７款「商工費」について質

疑を終結いたします。暫時休憩いたします。 
休 憩 １４：４７ 
再 開 １５：０１ 
 委員会を再開いたします。次に、第８款土木費及び第９款消防費１３０ページから１５０ペ

ージまでの質疑を許します。はじめに質疑通告されております、「道路橋梁新設改良費、工事費」

について川上委員の質疑を許します。 
○川上委員 
 この通告については、私の記載ミスがありましたので、取り下げさせていただきたいと思い

ます。 
○委員長 
 それでは次に、「都市計画基本方針」について川上委員の質疑をします。 
○川上委員 
 １３７ページの土木費、都市計画総務費、都市計画基本方針についてお尋ねします。これは、

この後のスケジュールはどのようになるのか、お尋ねしたいと思います。 
○都市計画課長 
 今月のこれは２４日でございますが、第６回目の策定委員会を開催し、そこで原案が確定さ

れますと、同じく４月に都市計画審議会でのご承認をいただき、６月議会へのご報告を予定し

ております。 
○川上委員 
 予算資料、執行部提出資料の１４ページに、これまでの経過があるんですけど、今後の流れ

もわかりましたが、この策定委託料はどうして発生しておるんでしょうか。 
○都市計画課長 

この都市計画基本方針につきましては、都市づくりの具体性ある将来ビジョンでありまして、

地域のあるべく市街地像や、地域別の整備課題に応じた整備方針等を総合的に定めまして、今

後進めていく都市計画の指針となるものでございます。そういったことから、平成１９年度か

ら２２年度の債務負担行為ということで計上させていただいておりまして、１９年度につきま

しては業務資料収集整理、上位関連計画整理、現状調査、市民意向調査説明会、ワークショッ

プ開催、評価の問題、課題抽出等の本委託業務で策定する諸計画に共通して実施する業務に係

る軽費ということで、早く言えば準備のいろんな調査等を行うということでございまして、２

０年度につきましては国土利用計画策定業務に係る、これは飯塚市の土地利用の上位計画でご

ざいます国土利用計画の策定を行うということでございます。２１年度、本年度ですけども、

マスタープランの策定業務及び都市計画区域等の変更業務に係る経費でございまして、また２

２年度になります本年で、現在の予算で計上しております１６０９万９千円の業務内容となる

んでございますが、用途地域の指定また都市計画の指定、変更業務、それから都市計画施設、

これは都市計画道路の再検証業務及び緑の基本計画の策定などでございます。 
○委員長 
 それでは次に「明星寺川流域下水道事業」について、川上委員の質疑を許します。 
○川上委員 
 １３９ページ土木費の流域下水道費、明星寺川流域下水道事業についてです。事業費負担金

が９５２万９千円ということになっております。この額はどういう計算のお金なんでしょうか。 
○都市計画課長 
 平成２２年度の明星寺川流域下水道事業費負担金につきましては、最上流部での調整池整備



 38

事業に伴うものでございまして、井戸枯渇保障工事やマンホール整備、調整池の維持管理計画

策定業務等でございまして、福岡県単独事業費分の１０２０万３千円の県、市、それぞれの２

分の１の負担分、要するに市の分でございますけども、５１０万２千円と上水道送水管移転費

にかかる減価償却費として４４２万７千円の合計９５２万９千円でございます。 
○川上委員 

この負担金を出して県が事業を起こすんですね。それでどのくらいの規模の事業起こすか、

そちらのほうで把握してますか。 
○都市計画課長 
 調整池関係事業につきましては、平成２０年度から２４年度を予定しておりまして、事業を

総額約２７億円というふうになっております。調整池規模につきましては、４.２ヘクタール８

万トンということでございます。 
○川上委員 
 今年度というか、２０１０年度の県が発注する公共事業費はいくらになると思いますか。 
○委員長 
 暫時休憩いたします。 
休 憩 １５：１０ 
再 開 １５：１１ 

委員会を再開いたします。 
○都市計画課長 
 ２２年度の県としての総合工事事業費は、約６億４０００万円でございます。 
○川上委員 
 県が発注することになるわけですから、下請に地元の業者を入れてもらうように市長の方か

ら福岡県にお願いすることはできないですか。 
○都市計画課長 
 県の事業でございますので、ひょっとすれば元請に市の業者が入っていくかもしれませんし、

そのへんは県とちょっと協議しまして、なるべく市の業者が、まあ一般競争入札ですのでどう

なるかわかりませんけど、今言われた下請の入る余地があったりするのであれば、お願いでき

るのならしていきたいと思っております。 
○川上委員 
 恐らく発注者の県は、元請に地元業者を使うようにというようになってると思うんですよ。

そのときに飯塚市の方が、ぜひ本市にと、本市のというように言って悪いことないと思うんで

すよね。それはぜひ検討していただきたいと思います。 
○委員長 
 次に、「公園等管理について」、川上委員に質疑を許します。 
○川上委員 

１４１ページの公園費、公園等管理についてですが、７８５０万６千円ということです。そ

れで、この額をどういう観点で設計したのか、お尋ねをしたいと思います。 
○都市計画課長 
 飯塚市の全体の遊公園の維持管理が主な内容でございますけども、上木８３０本、下木１４,
３９０平米の剪定、上木の９２０本、下木の８,３９０平米の防除、それに５５０ヵ所の遊公園

の草刈り、年２回の草刈りを主に４０カ所の遊公園の清掃を年１回から１５６回、これは１５

６というのは週に３回入るということでございますけども、２１遊公園の便所清掃を同じく年

に１回から１５６回と、その他勝盛公園の動物飼育や清掃作業員３回での年３６５日、笠城ダ

ム公園管理を月２１日の業務を１年間を通して作業員４人での草刈り清掃同じく便所清掃など
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の維持管理業務、その他植え込み地の除草やくずかずら殺しなどの業務を財団法人飯塚市都市

施設管理公社へ委託しているものでございます。 
○川上委員 
 この管理委託料を抑制するというのは大体全体として行財政改革方針であるんだと思うんだ

けど、公園等についてはどういった点が抑制されておりますか。 
○都市計画課長 
 その年度年度で、いろんな業務の執行状況等を見まして落とせる部分は落とせるように努力

しておりますけども、この委託業務も経過年数がかなり長くなっておりまして、落とせるとこ

ろまではかなり落ちております。したがいまして、業務量とかそういったことでの落とせる量

というのはあまりないというふうに考えております。 
○川上委員 
 事業としては、例えば草刈りを３回するところを２回だとか１回だとか、もうずっとやって

きたんですね。もう１回より減らすわけいかないからですね。むしろ私は、今は雇用の問題と

か緊急対策とか言ってる時期ですからね、もとに戻す時期だと思うんですよ。リバウンドする

時期と。それから、人件費の算定にあたっても、むやみやたらに削ってきた面があるんじゃな

いかなというふうに心配してるんですよ。だから、そういったこともね、今の雇用情勢だとか

労働者の経済情勢とか考えてみたときに、市が行財政改革だということで痛みを押し付け続け

るわけにはいかないと思うんですよね。削るところは別にあるじゃないですか。だから、そう

いうふうな考え方で頑張っていってもらいたいなというように思います。終わります。 
○委員長 
 次に、「花いっぱい事業費補助金について」、柴田委員の質疑を許します。 
○柴田委員 
 １４２ページ公園費、１９節の花いっぱい事業費補助金についてでございますが、資料の１

４ページ花いっぱい推進事業費６３５万円ということでございますが、ほんとに今この花の観

光地として花いっぱいに取り組んできていただいてるという思いがいたしてきております。そ

れで、昨年ですね一般質問で勝盛公園の件で、勝盛公園は桜、藤、つつじと春から初夏にかけ

ての花が咲きますが、四季を通じて人に楽しんでもらうためにバラ園等についておたずねして

いましたが、その後どうなっているかおたずねします。 
○都市計画課長 
 現在、勝盛公園につきましては、大型遊具の設置など利用者に喜んでいただきいただけるよ

うな改良を進めております。その中で、以前によりご要望のございました花壇を２１.４㎡整備

いたします。この花壇の運営につきましては飯塚市花いっぱい推進協議会の活動として持続的

に取り組んでいただきたいということで、これは、例えば、バラであれば、四季咲きのバラ等

もあることなどから創意工夫を持って末永く来園者に喜ばれる花壇づくりを行っていただきた

いと考えております。 
○柴田委員 
 そのようなところから少し始まっていくということでうれしく思います。今もお話ありまし

たようにバラは四季を通じて、また増やしていくことができます。費用的にもそういう増やし

手が、いろいろたくさんいれば、余りお金もかかっていかないことだと思いますし、おかげで

今の飯塚市にもそういうバラの愛好者がふえてきておりますので、何とか皆様の願いが通じて

いけばいいなと思っております。 
そしてもう一点ですね、飯塚市は現在観光地として取り組んでおりますが、市長のお考えも

花いっぱいでお客様のおもてなしとお考えのことと思います。遠賀川ジャスコ横の市道、平恒

の市道等、その他旧筑穂、頴田庄内においても、市道に花を植えておられることと思いますが、
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植える時は花いっぱい推進協議会等で花をいただきますので、一生懸命植え込みをいたします

が、あとの草刈り作業がなかなかままならないようです。そこで雑草が生えてきています。そ

こで、市にお願いいたしたいことがあるんです。その花はほとんど市道に植えています、本市

の市道であります。草を取るのにみなさんボランティアの名前をつけておりますが、なかなか

その状況でもままならないことがあります。それで、月に１回、市報等に載せていただいて、

草取りのボランティアを、市道ですので個人のものじゃありませんので、ぜひ観光のためにも、

お客様のもてなしのためでもありますので、そういう草取りのボランティアを募集していただ

くことが大事ではないかと思います。ぜひ、そのように取り組んでいたいと思いますが、いか

がでしょうか。 
○都市計画課長 
 花いっぱい推進協議会でのボランティア呼びかけにつきましては、遠賀川中之島の花壇づく

りや枝国、平恒での道路緑地帯での花壇づくり等で実施しております。花は植えるだけではな

く、水やりや除草などの地道な管理が必要でございます。限られた人でこれを完璧にこなすこ

とは現実的には難しいところがございます。しかしながら、今後の高齢者の中での生きがいづ

くりや人との触れ合いの場としてインターネットや市の広報を通じまして、花づくりの好きな

方々へご協力いただけるような呼びかけを行うことで、市民と行政の協働による花づくりの場

を広げていきたいと考えております。 
○柴田委員 
 ぜひそのようにお願いいたしたいと思います。やはり花を見て綺麗だなと思われて、自分た

ちも何かできないのかなと思っていらっしゃる方々もいらっしゃるんじゃないかと思います。

団塊の世代の方々も、どんどん今からそういう時間の余裕を持った方が増えております。男性

も女性も関係なくですね。そういう呼びかけをして、協力して飯塚市が花いっぱいのまちにな

るようによろしくお願いして、要望としておきます。 
○委員長 
 次に、「消火栓について」川上委員の質疑を許します。 
○川上委員 
 １４８ページ消防施設費の消火栓関係の予算が出ております。現在市の消火栓は１,４００ほ

どあるそうです。新年度はですね、幾つつけるのかお尋ねします。 
○総務部長 
 市内の消火栓が１４３４基でございますが、今年予算計上させていただいていますが、全部

新規のものということではなく、工事関係での本町の関係の敷設替え、それから道路改良に伴

って新設するもの、老朽化で変えるもの、その他緊急に対応するべきものを予算計上させてい

ただいているものです。 
○川上委員 
 それは何基ですか。 
○総務部長 
 付設替えが本町で６基、庄内で２基、道路改良で１基老朽化これが２基で、その他のものつ

きましては緊急対応ということで予算計上をさせていただいております。 
○川上委員 
 付け替えが９で新規が２ということになりますか。 
○総務部長 
 新設というものはございませんで、付設替えが６、それから本町地区で６、庄内地区で２、

道路改良に伴うものが１で、老朽化で替えるものが２というとこでございます。 
○川上委員 
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 それで、この付設替えを要するというのは全体で１,４３４調べてこれだけが付設替えを要す

るということなのでしょうか、それとも本町は下水を入れるからその際にということなのでし

ょうか。 
○総務部長 
 定期的に点検をいたしておりますが、先ほど新設がないと申しましたが、新設関係は開発業

者が開発をした場合に新設のものがございます。それから言われました分につきましては工事

関係の分ですね、そこもやり直しますんで、既存の部分につきましてはそのままということで

すね、異常のチェックをして、なんかあった場合については補修をするという形でございます。 
○川上委員 
 そうすると１４３４基は、いざというときにちゃんと働くということが確実な消火栓ですか

ね。 
○総務部長 
 そのように機能するようにちゃんと点検をいたしておるところでございます。 
○委員長 
 次に、「委託料について」、川上委員に質疑をします。 
○川上委員 
 １４９ページの災害対策費、委託料の中に河川監視カメラ保守点検委託料が６２万４０００

円ということになってます。これは委託方法と委託先をお尋ねします。 
○総務部長 
 この分に年に１回設置箇所のですね、機能チェックということで８か所すべての取水期前の

検査ということでやっております。業者につきましては株式会社日立国際電気九州支社でござ

います。 
○川上委員 
 日立国際電気というのは実績、本市における実績はどうなってますか。 
○総務部長 
 機会関係ですので設置業者ということでございます。 
○川上委員 
 ということは設置して以降そのまま保守点検も年に一ぺんやっておると。随契で委託してお

るということなんですね。 
○総務部長 
 精密機械でございますので設置業者での保守点検という形で随意契約をやっております。 
○川上委員 
 会社はどういう会社ですか。飯塚の会社ですか。 
○総務部長 
 飯塚の会社でのございません。本社についてはちょっと把握を今しておりませんけども九州

支社と契約をいたしております。 
○川上委員 
 昨年の水害の際にですね、防災本部に、総務課によった時にカメラの不具合を現認していま

す。この理由については把握していますか。 
○総務部長 
 確かに昨年あった水害の際に映像障がいがおこっております。これにつきましては、エンコ

ーダーという中の機械の消耗ということで代替品の取り替えで対応して、現在は機能していま

す。 
○川上委員 



 42

 集中豪雨が降っている間じゅう、機能回復はしなかったんでしょ。 
○総務部長 
 そのとおりでございます。 
○川上委員 
 それで年に１回の機能チェックということですから、そういうこともあったということでは、

普通のこととは違うのでいけないと思うんですね。それで再発防止というのを考えてみたんで

すよ。それで１つは起こさないという点でいうと、この年に一度の機能チェックの時期を選び

なおすと、今いつされてるか聞いてませんけど、時期を選ぶ必要があるんじゃないのかなと。

今どの時期にされてますか。 
○総務部長 
 先ほど申します出水期前の６月に行っとります。それから映像チェックにつきましては毎週

１回総務課の方で月曜日に全カメラの映像チェックをいたしています。機能ではなく映像チェ

ックをいたしています。 
○川上委員 
 再発防止をしてもらいたいと思うんですけど、委託先はもうここでいいんですか。 
○総務部長 
 機器関係につきましてはですね、メーカーさん、パーツもございますのでそこでしかできな

いと。それからの耐用年数ございますので、そうした古い分については適切に、交換を早めに

いたしたいというふうに考えております。 
○委員長 
 次に質疑事項一覧表以外の質疑を許します。質疑はありませんか。 
○川上委員 
 １３６ページの河川費の委託料について、とりわけ排水機場の操作管理委託料についてお尋

ねをしたいと思います。これについては、追加資料として１１０ページに資料を提出していた

だいています。実は表の上が本市の排水機場、あるいは国の排水機場で市に管理委託がきてお

る部分の排水機場の一覧なんですね。先年より、この委託に当たって談合が行われておるとい

う情報が寄せられております。これは、総務委員会でも質疑が行われたわけです。執行部とし

ては、調べて談合はなかったというようなことのようですけど、この談合を防止するための努

力をどのように考えておられるのか、もう間もなく入札だろうと思うんですが、どういう考え

方されておるのか、お尋ねしたいと思います。 
○総務部長 
 談合というお話でございますが、談合防止につきましては、常々業者さんのほうにもご指導

申し上げておりますし、そういった場合につきましては、談合対応マニュアルですね、これに

基づいて対応いたしているところでございます。 
○川上委員 
 この排水機場の入札は、もう時期が来てると思うんだけど、いつの予定ですか。 
○総務部長 
 通年の委託でございますので、今月末を予定いたしております。 
○川上委員 
 下の表は、樋門樋管ということなんですね。そこで、右の方に備考欄があって、平成２１年

度より１カ所追加と書いてます。平成１５年から２１年の委託業者はオカベ工事となっている

んですね。これは入札なんでしょうか。 
○土木管理課長 
 入札でございます。 
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○川上委員 
 きちんと入札が行われての結果と思うんだけども、結果だけ見てると、心配な気がするわけ

ですよ。ずっと過去まで遡って見ていると。落札率などを考慮すると普通、談合が行われてお

るという疑いを深く持たざるを得ない。皆さんのほうで談合情報が寄せられたときには、直ち

に公表すると。よく検討してね、直し込むということではなくて、公正入札内部の委員会があ

るでしょ。それを開いたら直ちに、市民にわかるようにするというのが重要だと思いますが、

どのようにお考えですか。 
○総務部長 
 談合情報、案件にはよりますけれども、いろいろございます。ただ、確実でないものを、間

違った情報を公表することについては、私どもは適切でないと、これにつきましては、先ほど、

前の委員会等でもお答えさせていただいたと思いますけども、誤った情報、確実な情報でない

ものを公表というのは、適切ではないというふうに考えております。 
○委員長 
 川上委員、少し予算からずれておりますので、また戻してください。 
○川上委員 
 公金の適正執行というのは、執行部の使命だし、それをチェックするのは議会の責任なんで

すよね。それで、談合情報が寄せられたときに、誤った情報を公表せよとは言ってません。内

部で検討委員会で、検討した中身、その事実を市民に公表したらどうかというふうに言ってい

るわけですから。間違った情報をそのまま垂れ流しにとは言っていないでしょ。市がこういう

行為をしたと、こういう判断をしたということを知らせるということは重要だと思うんですよ。

意見を述べてこれは終わります。 
○委員長 
 ほかに質疑はありませんか。 
○道祖委員 
 １３８ページの街路事業費のところに関連して、骨格予算ですから、あれなんですけど、こ

の中に、１１節の需要費に維持補修費というのが９万２千円あります。これに関連して、ちょ

っと言わせていただきたいんですけれど、先ほど雛のまつりとかいろいろな話が出ておりまし

た。観光行政の件が出ておったわけですけれど、私、この時期になって他の地区からいろいろ

なお客様が来ていただいて、飯塚のまちを歩いて大浦荘のほうから歴史資料館、新飯塚の駅を

通って本町のほうに歩いていく、芳雄橋ですね、架け変わった。きれいな景観に多くの人が歩

いていただくことは、結構なことだと思っておるんですけれど、その中でちょっと気になるこ

とがありまして、と申しますのは、飯塚病院の前の道路ですね。あそこに気がついたんですけ

ど、スーパー新栄さんですか。焼き肉屋さんやらありますね。あの前の通りにベンチがあるん

ですね。道路にベンチらしきものがあるんです。木造の。なぜこういうふうに言いますかと、

恐らく昔はベンチであったんではないだろうかと。今は木が朽ち果てて、ベンチのようなもの

になってしまっているんで、あれは何だったんだろうかと思う次第なんですよ。それで、お客

様がお見えになったときに、見苦しいものはできるだけ撤去するなり、補修するほうがよろし

いんではないかと思いまして、ちょっと気がつきましたので、まちづくりをする意味でよろし

くご配慮をお願いいたします。 
○委員長 
 道祖委員、答弁はいいですか。それでは、よろしくお願いいたします。ほかに質疑はありま

せんか。 
○川上委員 
 最後にしますので。１３９ページ公共下水道費に下水道事業会計補助金があります。一般財
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源があてられているんですね。それで、鯰田工業団地の関係に回るお金についてはすぐでなく

てもよいでしょうと、お話をしたことがあったと思いますけど、これは鯰田工業団地に行くお

金が入っているんですか。 
○財政課長 
 この中には含まれておりません。 
○委員長 
 ほかに質疑ありませんか。 
（ な し ） 

ほかに質疑がないようですから、第８款土木費及び第９款消防費についての質疑を終結いた

します。暫時休憩いたします。 
休 憩 １５：４０ 
再 開 １５：５０ 

委員会を再開いたします。次に、第１０款教育費、１５０ページから１８４ページまでの質

疑を許します。はじめに質疑通告されております「教育委員会の活動について」、川上委員の質

疑を許します。 
○川上委員 
 教育委員会、教育委員の活動ということをお尋ねしたいと思います。教育委員会議は定例で

月１回と聞いてますけれども、臨時を予定して予算を組むというようなことがありますか。 
○教育総務課長 
 教育委員会会議につきましては委員申されますとおり、定例の月１回が会議規則で定められ

ております。また臨時会につきましての予算を要求をしているかということでございますが、

この１５０ページにございます旅費の費用弁償がございますけれども、この費用弁償におきま

しては、定例会１２回ならびに臨時会３回を予定といたしまして、この中に費用を入れさせて

いただいておるところでございます。 
○川上委員 
 住民の目線で考えた場合は教育委員会がどういうことをされたかということも重要ですけど、

どういうことを課題にしておるかということも重要だと思うんですね。情報公開なんですけれ

ども、教育委員会がいつ、どのようなテーマで行われるかについては告示というか、市民への

お知らせはどの段階でどのように行われておるかお尋ねします。 
○教育総務課長 
 次期定例会の開催日につきましてはその都度、定例会ごと行ったときに決定していただいて、

その決定した時点において、いわゆる１カ月程度前ということでホームページに掲載して何日

に開催するということでお知らせはしております。ただ案件の内容につきましてはその教育委

員会会議に提出される案件の締切を１週間程度前ということにしております関係で、それをお

知らせするという状況には至ってないのが現状でございます。 
○川上委員 
 例えば学校給食費の値上げとかで改定とか、市民にとって非常に重要な案件とか、もちろん

ありますよね。それが１週間前というぐらいではどうかなと思うんですよね。それで１カ月ほ

ど前になるのかどうか分かりませんけど、開催日がもう決まってしまうとホームページに載せ

るだけと。あとは本番と。傍聴に来る人は何があるか分からないで来るというようなことでは、

本当に傍聴者がきちんと傍聴できる形にならないと思うんですよね。それで、何か改善の考え

はありませんか。 
○教育総務課長 
 確かに今委員申されますとおり、内容についても前もって公表すれば、それだけ傍聴の方も
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関心を持って見られるということにつきましては十分承知しております。ただ議案の内容等に

つきましては、教育委員会会議に諮り、それを議会のほうに提案する前の段階として教育委員

会会議に諮るような案件もございます。時間的な問題等がございますので、どれぐらいの時期

かというのはちょっと今の段階では定かでございませんけども、できるだけ早い時期にそうい

うことで知らしめるような努力はいたしたいと考えております。 
○川上委員 
 例えば穂波の高田小学校とかで学校評議会とか作ったり、いろいろ工夫されてるでしょ。ま

あそれに対する評価はいろいろあるとしても、その発想としては教育という事業を一部の人た

ちだけで担うのではなくて、主権者である住民が支えていく、担っていくという発想だと思う

んですよ。そういった点からいうと、教育委員会の会議というのは非常に重要なわけですから、

ぜひ早めに審議テーマも公表されるように求めたいと思います。ホームページだけでは不足す

ると思うんでいろいろ工夫していただきたいと思います。質問を終わります。 
○委員長 
 次に、「奨学資金貸付について」、川上委員の質疑を許します。 
○川上委員 
 １５０ページの奨学資金貸付審議会委員報酬が６千円計上されています。２千円×３人とい

うことのようですけれども、追加資料の１１１ページに資料があって、貸付実績などがこれで

分かります。審議会構成メンバー７人ということで、市の職員の４名というのはどういう役職

の方ですか。 
○学校教育課長 
 まず委員報酬としましては資料に書いております高等学校校長会、それから中学校校長会は

これは職務の延長ということで置いていただいておりますので、謝金は学識経験者のうち１名

の分の謝金でございます。そして市の職員でございますが、旧町の各支所長においでいただい

ております。 
○川上委員 
 旧町の支所長。学識経験者３名のうち２名はこれ分かるんだけど、もう１名は誰ですか。 
○学校教育課長 
 旧飯塚市の元教育委員さんにお願いをしているところです。 
○委員長 
 次に、「教育委員会外部評価者について」、川上委員の質疑を許します。 
○川上委員 
 この教育委員会外部評価については年に一度評価書をもらってる、それを作っておられる方

というふうにお聞きしています。それを見ればだいたいその方の考え方は分かるんですけども、

これはどういうふうな位置づけになるんですか、外部評価書というのは。 
○教育総務課長 
 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の規定にございまして、規定の中で教育委員会事

業評価を実施するにあたりましては点検及び評価を行うにあたって、教育に関し学識を有する

者の知見の活用を図るものとするということで規定されておりますので、教育に関して学識を

有する方に意見を求めるためにこの評価をお願いしているものでございます。 
○川上委員 
 質問が悪かったですね。その意見は行政はどういうふうに活かしていくのか、市民はどうい

うふうに受け止めたらいいのか、そういうふうに聞き直します。 
○教育総務課長 
 この評価につきましてはＡＢＣＤ、４段階の評価、各事業ごとに評価をいただいているとこ



 46

ろでございます。またそれとは別に、講評といたしまして委員のほうから意見をいただいて、

こういうところを改善すべきだというような意見もいただいてるところでございますので、そ

ういった意見、並びに評価いただいた結果をもとにしまして、行政といたしましてはそれに基

づいて次年度以降の事業の改善に努めていくというようなことでとらえております。 
○川上委員 
 相当重要なことになるわけですね。ところがその割には謝礼金が安いかなと。どうしてこの

ように安いのかなという気がするんですけど、これはどうやって決められているんですか。 
○教育総務課長 
 ここで計上させていただいている１万５千円につきましては大学教授による評価を考えてお

りまして、大学教授の謝礼金ということでの金額をそのまま掲載いたしているところでござい

ます。 
○川上委員 
 あれを読みますと、１万５千円の謝礼金でやろうかなという感じの仕事かなと思うんですね。

あなた方がこの外部評価者の仕事を相当程度サポートしておるのではないかと思うんですけど、

そういうことはないですか。 
○教育総務課長 
 サポートということではございませんで、点検評価シートというのを我々の方で作成をまず

いたしております。というのは、まずは自己評価をそれぞれいたします。この自己評価をいた

したものを点検評価シートと呼んでおりますけれども、それをもとに外部評価者である教授に

それを見ていただいて、それに基づいて評価をいただいてるということでございますので、サ

ポートというような趣旨のものは何もないというふうに考えております。 
○川上委員 
 余り客観性は薄いというふうに私は思います。 
○委員長 
 次に、「教育委員会外部評価者謝礼金について」、安藤委員に質疑を許します。 
○安藤委員 
 続けて同じような内容ですけれども、私は１２月議会の一般質問の方で指摘させていただき

まして、今川上委員言われましたとおり客観性に乏しいんじゃないかなというところでご指摘

させていただいたというふうに思っております。その中で、骨格予算というところでございま

すんで、去年と同じような形での書き方しか出されてないのかなと思いますけれども、この点

について教育委員会としてやっぱりもう１人でやるんだというふうにお考えなのかどうなのか

っていうのをちょっと聞かせてください。 
○教育総務課長 
 確かに１２月議会の一般質問で、委員の方からいろいろ指摘なり要望なりを頂いたというよ

うに認識しております。評価の客観性を担保するという必要があるんではないかというような

ことでのご意見いただいておりまして、私どもとしましても、先ほどちょっと申しました点検

評価シート等につきましては、目標値の設定、あるいは目標値の数値化がなされていないとい

うようなことのご指摘もございましたので、これについては確かにそのとおりだというふうに

認識しておりまして、そこの部分への記載の変更あるいは課題や方向性がちょっとわかりにく

いというようなことですので、そういったものを明確化する、あるいは具体的な表現の方法に

変えることで、この点件評価を見てもらって、評価がしやすいような方向を考えているところ

でございます。またその外部評価を１人でするのかどうかということにつきましては、この件

につきましては、今他市の状況等もいろいろ調べさせていただいております。確かに、福岡、

北九州あたりは二人の方、複数名の方に評価いただいてます。あるいは久留米、大牟田直方と
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かこのへん近辺については１人の方ということで始めてまだ２年足らずの状況でございますの

で、それぞれが試行錯誤しながらやっているような状況等もございますので、私どもとしても、

これ実際評価する時にあたりますまでは、もう一度そこのところを再度検討さしていただきな

がら、また２人以上するということになりますと予算の関係等もございますので、関係部局と

も相談しながら再度検討協議させてもらいたいと考えてます。 
○安藤委員 
 それと私の論点というか、この間１２月議会で述べさせてもらった部分で言えば、行革のほ

うで１次それから２次の内部評価して、その後に外部評価やるというふうな形でお答えをいた

だいてる、それも２２年度中にできればやりたいというふうなことが出ておりました。そうい

う部分で言えば、整合性を持たせるといいますか、教育委員会だけで別だよということではな

くて、そういう仕組みを教育委員会の方でも使っていくようなことができれば一石二鳥といい

ますか、同じような仕組みの中でやっていけるということなんで、そこらへんを行革としてど

のようにお考えですか。 
○行財政改革推進室主幹 
 １２月の定例会でもお答えいたしております。その中でも試行期間、平成２２年度から行政

評価、１部、２部評価を行いまして、今度の予算に計上いたしておりませんが、できれば年度

内に外部評価、第３次評価をしていきたいというように思っております。平成２２年度は試行

ということでさせていただきたいと、それが終わった段階で早期に一本化いたしまして,教育委

員会も含めた中で統一した評価シートの作成、それから評価を行っていきたいというふうに考

えております。 
○安藤委員 
 ぜひそうやって取り組んでいただきたいというところですね。それで、その評価シートも教

育委員会でつくられる、それから行革の方でつくられる、それが同じような形でやっぱりリン

クしていかないと、本当に無駄だと思っておりますので、ぜひとも早急にやっていただきたい

というふうに思います。 
○委員長 
 次に、「小中一貫教育研究費について」、安藤委員の質疑を許します。 
○安藤委員 
 これは執行部の資料の方で、１５２ページというふうに書いてありまして、その中で小中一

貫教育研究費というのがあがっております。これにつきまして概要を先ずお知らせください。 
○学校教育課長 
 この研究費につきましては、小学校、中学校、それぞれ１校ずつ計４校を指定するものでご

ざいます。内容につきましては、研修会の講師謝礼金、それから先進地視察旅費、そして関係

図書購入費、消耗品費でございます。 
○安藤委員 
 昨年も同じような内容だったというふうに記憶しておりますけれども、これを２中学校区に

限定されてる、その理由はどういうことでしょうか。 
○学校教育課長 
 小中一貫教育の推進につきましては、市内中学校１２校、小学校２２校全てで現在進めてい

るところではございますが、特に調査研究協力校を指定をいたしまして、より進んだ取り組み

を実施し、それを実践発表や市場発表という形で市内全域に広げることを目的として、このよ

うな学校数で、調査研究事業を行っているところでございます。 
○安藤委員 
 その調査研究されたものを頴田でまず一体型の小中一貫校をつくろうとされてるというとこ
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ろであるわけでしょうけれども、実際限られた２中学校区というところでの研究の発表とかい

う形では実際にやられてるんですか。 
○学校教育課長 
 今年度の実績でいいますならば、まず市の校長研修会において頴田中学校のほうから頴田小

中の取り組みを実践発表という形で実施いたしました。また、教頭も集まります夏季管理職研

修会の中でも、先進地区であります宗像の日の里中校区の講師をお招きし、本市での取り組み

の報告と併せましてそのような実践発表の機会を設けました。菰田小中学校の発表につきまし

ては、それぞれ小学校長会、中学校長会の中で具体的にどのような授業づくりや研究や研修を

行っているのかということについて発表をお願いしたところでございます。 
○安藤委員 
 この小中連携には、一体型と連携型というのがあるというふうに聞いておりますけれども、

今の研究の対象といいますか、指定されてるところはどちらかというと一体型を頭に置かれて

るということなのかなと思ったりするんですけれども、小中一貫というのは、今後本市におい

て重要な政策のひとつになって行くんじゃないかと思ってるんですが、その部分で連携型の、

一体型じゃないという部分の研究も同時に進められているというところでしょうか。 
○学校教育課長 
 どうしても、全てを校舎一体型というようなことは難しい側面も多々ありますので、今ご指

摘のとおり小中の連携強化をもう１歩推し進めたところで小中一貫教育が実現できるというよ

うに認識をしておりますので、場所が隣接していない小中学校での連携についても併せて研究

をさせているところでございます。 
○安藤委員 
 それとこの小中一貫を考えるときに、９年をひとつの区切りといいますか、その中で今の６、

３とは違う形でのやり方というのもあるわけですけれども、そういう部分で言えばカリキュラ

ムというのがすごく重要になってくる。それがなくては、何のための小中一貫だというふうな

ことも思ったりするわけですけれども、そういうカリキュラムの面での進捗状況といいましょ

うか、そこらへんがわかりましたら。 
○学校教育課長 
 カリキュラムの中でも知識理解面、教育課程内におけます教科のカリキュラムと、それから

私どもが考えておりますのがもうひとつのカリキュラムが生徒指導、わかりやすく言いますと

子どもたちの自立に向けた生活指導のカリキュラム、この二本立てで小中一貫校を、例えば３

段階に分けてこの段階ではここまでの子どもの生活態度育成と知的理解育成を図ろうというよ

うなことをおし進めようと意図しているところです。現段階では、実は先進地区からその資料

を私どもが取り寄せてはおりますが、このようにやりなさいという方法ではなく、資料提供を

しながら指導助言はしますが、学校の主体性を生かしながら、その形をつくらせるという方策

をとるように進めているところでございます。 
○安藤委員 
 まさしく特色あるカリキュラムづくりが本当に重要になってくるというふうに思ってます。

後ほど質問をさしていただく建設事業についてでございますけれども、ある部分ソフト面がし

っかり充実してないとそのハードというのは多分つながっていかないと思うんですね。そうい

う部分では、この研究という部分がすごく大切になってくるというふうに思っております。先

ほども研修会や先進地視察というお話出てましたけれども、昨年宗像でシンポジウムといいま

すか。全国からこの小中一貫教育のシンポジウムというのが開かれて、本市からもたくさんお

みえになってましたけども、ぜひともいろんなところの情報を収集していただいて、より良い、

本当に失敗するわけにはいかないと本当に思っておりますので、そういう部分ではしっかりや
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っていただきたいということを要望いたします。 
○委員長 
 次に、「人権同和教育啓発事業について」、川上委員の質疑を許します。 
○川上委員 
 １５４ページ、人権同和教育費、この中に報償費が各種あります。それで、まず最初にお尋

ねしたいのは、先だって人権教育啓発基本指針が策定されました。今後の人権同和教育関係は、

この基本指針に沿って行われるということになるのかなと思うんですけど、そういった点で言

うとそのことがこの予算にどのように反映しておるか、お尋ねしたいと思います。 
○人権同和教育課長 
 今ご質問がありました、どのように反映しておるかということでございますけれども、予算

書につきましては今申されました１５４ページの報償費の中にそれぞれ列記してございますけ

れども、講師謝礼金に相当する事業でございまして、予算的には現要求部分で今回策定いたし

ました基本指針に沿った事業が展開できるものだと思っておりますけれども、なお今後作成い

たします実施計画に基づきまして、中身の精査を加えていきたいと思いますが、実質の事業に

つきましては、追加資料のほう１１４ページをお願いいたしたいと思います。その中の上段に、

人権同和教育啓発事業概要と実施状況ということであげておりますが、２,３ご説明させていた

だきますと、同和問題啓発強調月間の講演会、これは各地区公民館で実施いたしております同

和問題の課題解決のための講演会でございます。その他、いろいろ挙げておりますけども、中

ほどでは市民懇談会、市民講座。これは最小の自治会単位から各公民館のサークル等での講演

会等を開催いたしまして、広く市民の方の人権意識の高揚を図りたいというふうに考えており

ます。 
○川上委員 
 実施計画ができると本格的になるというようなことなんでしょうけど、もともと人権同和教

育だとか、教育だとか、啓発だとかいうのは非常に市民にとっては押しつけがましい。上から

目線といいますか、若い人たちの言葉で言えばね。名は体を表すと言うけれども、だいたい名

前のとおり非常に押し付けがましいことになっていないのかということを、やっぱり常に考え

ないといけないと思うんですよ。特に飯塚市の総合計画では、人権同和研修会に１３,０００で

すか、の参加をやるんだという数値目標を持っているんですね。この数値目標というのは、か

なり強力なんですね。それで、皆さん自身もそれに縛られるけれども、その市民が縛られてい

くというようなことではいけないと思うんですよ。ですから、この人権教育啓発基本指針につ

いては、また別の機会に質疑したいと思うんだけど、市民に強制をすると、あるいはそういう

ふうに受け取られるということはないようには、この報償費のところに書いてある各種の企画

が考えられておると思うんだけど、それについてはどういうふうにお考えですか。 
○人権同和教育課長 
 まず初めに、総合計画の目標の関係で申されておりました件ですけれども、総合計画の中で

は、人権同和教育啓発講演会研修会の開催目標を４００回、なお参加者の目標を今申されまし

た１３,０００人というような形で定めております。この計画がどうなのかということにつきま

しては、実績の回数につきましては、現在開催しておるものでは、到底追いつかないものでは

ございます。それから、その研修会の参加者数につきましては、ほぼ達成ができたというふう

に考えております。しかしながら、この参加者数１３,０００でございますけれども、内容的に

は繰り返し、同じ方においでいただいておるのかなと思う部分もございます。そして、委員、

質問の中で申されました、押しつけという部分でございますけれども、こういった私どもも現

在の状況を精査いたしまして、今後のまちづくりの中で、大きな研修会で来てくださいよとか

いう部分も当然あるかもしれませんけれども、まちづくりの中で本当に必要な研修会を、私ど
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もも各自治会に出向いて自治会の意思で開催いただくことを推進してまいりたいというふうに

考えております。 
○川上委員 
 １３,０００人というのは、１０人に一人があなた方の呼びかけに答えて研修会に参加する、

あるいは市職員の動員はあるわけですから、これはさせられるということになる訳ですね。１

０人に一人を目標にするということ自身が間違ってると私は思います。これは終わります。 
○委員長 
 次に、「解放子ども会講師活動補助金について」、川上委員の質疑を許します。 
○川上委員 
 解放子ども会講師活動補助金についてです。それで、講師謝礼金の算定はどのようになって

おるのか、お尋ねします。 
○人権同和教育課長 
 解放子ども会の実施箇所数が、失礼しました追加資料同じく１１４ページ、下の表をご覧い

いただきたいと思いますけれども、それぞれ地域ごとに子ども会の数を掲載させていただいて

おります。それから、その横に委嘱数でございますが、これは子ども会の推進の方々の委嘱数

でございます。２４カ所で、これを委嘱数では５９人、約６０人の方に各子ども会の運営をお

願いしておるところでございますけれども、開催状況は毎週１回を目標にしておりますので、

それをすべて合算しますと２,２２８人会と延べになります。それの単価３０００円の６８６万

４０００円、プラスの単発的な６万２０００円ございまして、合わせまして６９２万６千円と

いう算定をいたしております。 
○川上委員 
 この講師は時間給２０００円ということなんですね。 
○人権同和教育課長 
 質問委員おっしゃられるとおりになろうかと思います。 
○川上委員 
 子どもが来ない場合もあります。その場合は、やはり謝礼金が、その３０００円支払われる

わけですか。 
○人権同和教育課長 
 当然、子ども会には子ども達の参加人数が多い日も少ない日もございますけれども、開催で

きなかった場合につきましては、当然この謝礼についてはお支払いしないという形になります。 
○川上委員 
 それは、おかしいんじゃないでしょうか。その時間割いて、そこに見えるわけでしょ。最初

から今日は来なくていいというふうにいうんですか。最初から、その日に予定入れるんじゃな

いんですか。直前になって、子どもが来ないということで、やめるってことになるんじゃない

んですか。だから講師は来ているけれども、子どもは来ないという場合は謝礼金出すんじゃな

いんですか。 
○人権同和教育課長 
 個々のケースによる場合もあろうかと思いますけれども、基本的には開催日等は早め早めに

決まっております。その中で、年間５２週のうち、４０週前後をするわけでございますので、

日程が変わるケースがありまして、その場合については正式に決まった日程でございます。今

委員おっしゃられます、開催するようにしておって何らかの事故、大雪だとかいうようなこと

で中止することがあったとして、推進員の方が現場に行かれておったら、それは考慮しなけれ

ばいけないかというふうに思っております。 
○川上委員 
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 子どもはいないけれども、お金を払いましたというのは、例えば平成２１年度、どれぐらい

ありましたか。 
○人権同和教育課長 
 現に、今書類がありませんけれども、基本的にはないものだというふうに考えております。 
○川上委員 
 課長が考えてもそれが事実ではないわけですよね。だから、問題はあなた方が公金の管理を

厳格に行っていないということではないんですか。 
○人権同和教育課長 
 この解放子ども会の運営につきましては、推進員の方のみではなくして、私どもの担当者等

が出向いて、報告書等も上げてまいりますので、報告書等にあがっておる中ではそういったこ

とはなかったというふうに思っております。 
○川上委員 
 そうすると、調べてみるという姿勢がいるんじゃないですか。子どもはいなかったけども、

はいと渡されて領収証を書きますと。悪いと私は今あながち言ってないんですよ。そのことを

把握していないことが、おかしいんじゃないかというふうに言ってるわけなんです。だから、

今年度はやっぱり今までどおりのやり方で行きますか。今年度というか来年度。 
○人権同和教育課長 
 より確実に対応いたしたいと思っております。 
○川上委員 
 その確実というのは、よくわからんわけです。だから、あなた方、どうしても予算計上した

以上は、やるということでしょうから、私は認めたくないけど、あなた方ルールを示さないと

いかんですよ。新年度はこうしたいというのを。それで、おおむね週１回、異年齢の子ども同

士の活動の中で、人権学習活動、体験学習活動を通じて少年期における人権啓発の推進を目的

に行っています。同和教育と言っていない。人権一般を言ってますね。それでどうして、この

特定のわかりにくい解放子ども会という名前だけを対象に講師謝礼金を出すのですか。 
○人権同和教育課長 
 現在の解放子ども会には、今までの経過もございまして、現在の子ども会につきましては、

福岡県の補助金にのっとりまして事業を実施いたしております。その中で、ご協力いただきま

す推進の方には謝礼を払いますし、子ども会の参加対象も特別に地域を限って、募集しておる

ものではございません。 
○川上委員 
 そしたら、解放子ども会を飯塚市全域でつくるということで募集をかけたことがありますか。

ないでしょう。先ほど経過と言われましたけど、これは同和対策事業じゃないですか。もとも

と。それは、もうやめてるんですよ。やめているのに、福岡県がずるずると解放同盟と話をし

て、続けているだけじゃないですか。だから、続けるべきでない事業が、同和の名前を取って

続こうとしてるだけのお話でしょ。だから、あなた方は、福岡県が補助金を出さないというこ

とになるとどうします。もうやめざるを得んでしょ。だから、子どもを大事にしようというの

であれば、一般化して、予算を計上して仕事をする必要が、私はあると思います。それで、こ

の解放子ども会は、最近の状況は少しオブラートに包んだような形になってますけども、子ど

もを差別される側の子どもと、自分たちは。そして、他の子どもたちは差別する側の人間だと

いうことを教えこむ、刷り込むことを最初の目的として出発しているわけですよ。今本市が、

目指しているまちづくりと矛盾しているでしょ。憲法に矛盾してますよ。そういうことに、公

金をもって本市が荷担するというのは許されないというふうに思います。それで、いつまで続

けるつもりなのかお尋ねします。 
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○人権同和教育課長 
この子ども会につきましては、教育の中立性を確保しながら、人権問題の解決に向けて続け

てまいりたいと思っております。なお、当然今委員申されました県補助金の実施状況等も影響

することは、否めないものだとは思っております。 
○川上委員 
 今のニュアンスから言えば、県が補助金出さなきゃ続けられないということを認められたと

思うんですよ。いいことをやってるわけじゃないから、子どもを、いま言ったような２つの立

場に分けていくようなことを刷り込もうとしてるわけですから。だから事業替えをして子ども

たちが例えば勉強のことだとかいろんなこと、差別される側とする側とかそんな刷り込みじゃ

ない、本当に人権を大事にするというそういうことを集まってやるのであれば、特定の子ども

会だけじゃなくて、すべての子ども会を対象にやるべきではないかと。そのときあなた方も人

権係にならないといかんでしょうね。質問を終わります。 
○委員長 
 次に、「人権同和啓発事業と随意契約について」、川上委員の質疑を許します。 
○川上委員 
 １５５ページの委託料であります。２８７７万３千円が計上されています。何を委託するの

かお尋ねをします。 
○人権同和教育課長 
 人権問題に係わります市民への人権意識の高揚等の啓発活動、あるいは本市の実施しており

ます事業へのどう申しましょうか、定例的な会議等での助言等もいただくようにいたしており

ます。 
○川上委員 
 仕様書というのがあってかなりなボリュームの仕様書というのがあって、こういうことをお

願いしますということになってるわけですよ。それで先ほど人権意識の高揚だとか、市民にお

願いするということなんでしょうけど、これ百歩譲って市役所がしないといけないこともある

でしょう。しかしそれを特定のグループに紙を書いて、こういうことやってくださいという紙

を書いて渡してね、事業を委託すると、特定のグループに、というのはいかがかと。その特定

のグループというのは部落解放同盟が母体となってつくったＮＰＯでずっと来たわけですよね。

これは今年度は先ほど言った額だけども、旧飯塚市時代から平成１７年度から２２年度を入れ

ると、６年にわたってお金を使ったり、使おうとしたりしてるわけです。予算も含めるといく

らになりますか。 
○人権同和教育課長 
 １８年度につきましては範囲が旧飯塚市の中でも狭くありまして、１千万ずつで、１９年度

から旧飯塚市域全公民館の範囲といたします事業を委託いたしまして、総額で１億８００万円、

概数でございますが、という額になっております。 
○川上委員 
 それにあなた方は新たに２８００万つぎ込もうとしてるんですから、それを入れると１億３

６００万円ですよ。６年間で予算を含めると。このお金が何に使われたかということなんです

ね。あるいは予算でいえば何に使われようとしてるかということなんだけど、今年度の予算の

２８００万円でいえば基本的には何に使われるわけですか。 
○人権同和教育課長 
 委託契約に際しましては基本的には総額の契約になりますけれども、私どもが委託料を算定

する上におきましてはその内訳を考えておりますが、それについて多追加資料１１５ページお

願いしたいと思いますけれども、そのうちの大半が賃金あるいは健康保険関係の費用として算
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定いたしております。なお、その他の事業費、単発の事業費、あるいは消耗品等についてはご

くごくわずかとなります。なお、事業費につきましては追加資料１１５ページの一番下の段、

人権同和問題講演会等をお願いしておるものの費用でございます。 
○川上委員 
 消費税とは何ですか。 
○人権同和教育課長 
 失礼しました、算定上の賃金から事業費までの合計額に対します５％の消費税でございます。 
○川上委員 
 この委託料の内訳としては、その大半はそのグループの人たちの人件費に係わるお金であり、

事務経費はごくごく一部と言われましたかね、その他にばかにならない数字として消費税があ

りますね。これ今私が足せばいいんでしょうけど、これ足してますか。消費税いくら払ってま

すか。 
○人権同和教育課長 
 平成１７年度から今年度２１年度までで合計いたしまして５１４万円ほどになります。 
○川上委員 
 私はこういう委託があるのかと思ったりもするんですが、この賃金の算定基準は何ですか。 
○人権同和教育課長 
 これも従来の経過からご説明させていただきますと、このＮＰＯ人権ネットに委託する前に

つきましては各公民館に市直営の嘱託職員等を配置いたしておりましたので、委託料算定につ

いては嘱託職員相当を委託料算定上の根拠といたしております。 
○川上委員 
 青少年健全育成会に児童クラブの委託をしてますね、運営委託を。昨年、市職員の給料をカ

ットしたということでわざわざ補正まで出して委託料カットして職員の給料下げた。それでだ

めだと私は言ったんだけど。ＮＰＯ人権ネット飯塚は委託料を減額しましたか。 
○人権同和教育課長 
 お答えから申し上げますと減額をいたしております。なお減額につきましては私どもが算定

しております嘱託職員賃金は指導員賃金ということで考えておりまして、その賃金については

月額給与については変更がございませんでしたけれども、他の関係職員同様に期末率の引き下

げがあっておりますので、その期末率の引き下げに伴う職員であれば職員手当相当、また併せ

まして共済費相当を減額いたしております。 
○川上委員 
 その減額はどこで調整したんですか。補正にはかかってないでしょ。 
○人権同和教育課長 
 Ｈ２２年度本予算委員会に計上の予算から反映しておるところでございます。 
○川上委員 
 偽装請負ですね。だから嘱託職員がそのまま平成１６年以前続けておれば、この方たちの職

務はずーっとこのように継続的に仕事ができましたか。毎年毎年１年ごとにずっと指導員とし

ての仕事、公民館にいる指導員としてずっといることができたんでしょうか。 
○人権同和教育課長 
 特定個人が続けていられるかどうかということについては私もお答えできかねますけれども、

そういう人材が必要だということについては間違いないと現状では申し上げられるかと思いま

す。 
○川上委員 
 その特定個人が居続けられられるかどうか分からないというのはどういうことですか。何か
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ルールがあって同じ方がそこの指導員として１年２年３年以上おったらだめというようなこと

があるんですか。 
○人権同和教育課長 
 当然業務量の関係もございましょうが、また併せまして市直営であれば市の人事管理上の問

題があろうかと思います。 
○川上委員 
 このＮＰＯをなぜつくったのかと。これは部落解放同盟中央本部の方針が全国的に発せられ

て、そのもとでつくられておるというのは間違いないんだけど、同じ方が公民館にずーっと５

年も６年も７年もおりにくいでしょ。仮に少し移動したとしても。請負という形だったら民間

グループだからずーっといてもいいじゃないですか。だから、そういうような本当に人権啓発

事業の委託を受けてやらなければならない団体かというのに非常に疑問がある。そういう団体

にあなた方はずっと随契でほとんど人件費の委託料を渡し続けてきてるんですけど、なぜここ

とだけ契約するのか、なぜ随契にするのかお尋ねしたいと思います。 
○人権同和教育課長 
 人権ネット飯塚につきましては特定非営利活動促進法の規定によりまして、県知事より認可

を受けておる団体でございます。なお、その体制につきましては人権問題を熟知しかつ啓発業

務のノウハウを持っておる団体が他にないことから地方自治法施行令の規定によりまして随意

契約をしておるところでございます。 
○川上委員 
 そういう団体がほかにないことはないと思います。しかしないことはないけども、その市が

やるべき仕事を民間のグループに委託して投げ出すというやり方そのものが私はおかしいと思

いますので、それは意見を述べて質問を終わります。 
○委員長 

次に、「人権同和教育研究協議会について」、質疑を許します。 
○川上委員 
 １５５ページ、負担金補助及び交付金の下のほうに人権同和教育研究協議会補助金２６３万

６千円が計上されています。この額はどういう額なのかお尋ねします。 
○人権同和教育課長 
 この団体につきましては、人権啓発の実践とその調査研究をする団体でございまして、市補

助金交付要綱並びに、すみません、細かい補助要綱の名前が出てこないわけですけれども、そ

の要綱、要領に基づいて補助金を支出しておるところです。 
○川上委員 
 課長が最初に原案で、これだけ予算を計上したいということになるんでしょ。で、財政課が

必要性だとか無駄遣いがないかとか検討していくわけでしょう。それで、その額が明確でない

ということでもないと思うので、答弁を求めます。 
○人権同和教育課長 
 すみません、曖昧な答えをいたしました。この額につきましては、合併当初にさかのぼりま

すけれども、平成１８年３月から１９年度にかけまして、新市の飯塚市同和教育研究協議会を

立ち上げたわけでございますが、その際に旧１市４町の同様の協議会の事業規模を合算したと

ころで補助金の総額を決定しておるところでございますが、当初、新市の全域で８１１万円と

いう事業規模を算定いたしまして、それから１９年度の２割の行革に伴います減額、また２０

年度の１割の行革に伴います減額、合わせまして、平成２１年度につきましてはその補助金の

一部の旅費相当分を公費支出、公務とするということで減額いたしまして、現在のところ２６

３万６千円という算定をしておるところでございます。 
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○川上委員 
 わかりました。追加資料の１１７ページなんですが、２００６年というのは合併した年なん

ですね。で、収入の部の当初予算額を見ていただきたいと思うんだけれども、収入合計が８１

９万７千円なんですよ。これに対して市の補助金が７０４万６千円。丸抱え団体だったんです

ね。で、昨年度どうかというと、１２２ページ、本年度予算額を見ていただければわかります

ね。４０８万円ですよ、収入合計が。４０８万１,１６２円。これに対して市の補助金は２６３

万６千円と。同額なんですね。これ、丸抱え団体を脱していない。この丸抱えという点で言う

と、不思議なことがあるんですよ。このように少し調べたんだけど、市の補助金は少しずつ減

ってきてるんですよ。初年度の７０４万円、６４８万円、５８３万円、２６３万円、で、横ば

いの２６３万円だけど、途中でぐんと落ちるでしょ。ぐんと落ちるのはなぜか。先ほど少し答

弁があったけど、わかりにくかったので、この補助金がぐんと下がったのを少しわかりやすく

説明してください。 
○人権同和教育課長 

質問委員おっしゃいますとおり、この市同研の事業につきましては、もうほとんどが研修会、

講演会への参加旅費でございます。ついては、先ほど申し上げましたように、任意団体の出張

と申しますか、研修に職員は休み等を取って参加しておったというようなこともございまして、

本来のこの研修に参加することの位置付けについていろいろ疑義があったところでございます

が、平成２１年度にこの研修への参加については公務として取り扱うというようなことで、補

助金を公費に振り替えたというような経過がございます。 
○川上委員 
 そのために補助金が昨年から下がり、今年その額と同額を計上しているということなんです

ね。それ以前が、公務で行くのは不適当ということで、職員は休んで解放同盟などが取り組む

勉強会に行ってたわけですね、研修会に。ところが、２１年からは休んで行くのは不適当と、

給料もらいながら税金で公務として行くべきだということになったわけですね。そのような答

弁と受け止めましたけど、そういうことですか。 
○人権同和教育課長 
 この市同研と申しますのは、合併前はその団体のある町、市が統一的ではございませんでし

た。旧町のほうも、全てではございませんけども、こういった任意団体の取り扱いのところも

ございますし、ほとんど公務という取り扱いをしておるところもございました。合併当時はそ

ういうふうな取り扱いをメインとして補助金支出をしておったという流れがございますが、そ

れを精査、検討した上で２１年度の取り扱いになったところでございます。 
○川上委員 
 予算に近づいて質問しましょうね。従来は休暇を取らなければ行けなかったのと同じところ

に、平成２１年度からは公務で行けるということになったということなんですね。その理由は

ないでしょう。従来公務で行けなかったのは年月が変わっても公務で行くわけにいかないでし

ょう。平成１９年の４月１２日の総務委員会に報告があってます。公務出張中、福岡県人権同

和教育夏季講座実行委員会というのが行われたんだけど、これに公務出張した職員が交通事故

に巻き込まれている。こういったことになりかねない、今後、今年度以降は、ということだと

思うんですよね。それで、そこまでして公金を投入しようとしている団体がどういう団体なの

かということなんだけど、事務所はどこですか。 
○人権同和教育課長 
 この団体の事務局でございますけれども、会長が上穂波小学校長でございまして、その会長

が事務局を指定するという形になっております。その指定されました事務局長は現在、平恒小

の教諭でございます。 
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○川上委員 
 だから、違うんですよ、協議会の事務所はどこかと聞いたんです。ここに連絡を取る時、事

務所の電話番号があるでしょう。それはどこにあるのかということなんですよ。２６３万円、

振り込まないといけないでしょう。 
○人権同和教育課長 
 この団体の規約上は、先ほど申し上げました互選により選ばれます会長が指定するところに

事務局を置くというふうになっておりますので、ご承知のように年度が変わりますと事務局も

変わりまして、固定の事務所という形はございません。個人の連絡先で対応しております。 
○川上委員 
 ２６３万円を受け入れる事務所がないんですね。事務所、ないんですね。 
○人権同和教育課長 
 事務所という建屋、ハードは、特定のものがございません。 
○川上委員 
 じゃあ、この公金が適正に管理されてるかどうかは、どうやって確認できるんですか。 
○人権同和教育課長 
 特定の事務所ではございませんけれども、事務局を実質的に担当しておる学校に赴きまして

会計監査がチェックをいたしております。なお、私どもも補助金の窓口としてそれをチェック

をしておるところでございます。 
○副委員長 
 次に、「児童支援加配状況及び人権同和担当教員配置について」、質疑を許します。 
○川上委員 
 追加資料集に見にくいですけれども、１１２ページと１１３ページに児童支援加配及び人権

同和担当者出張状況一覧というのを出していただいています。それで、右の下のほうに、１１

３ページの下のほうに２００９年度の出張状況がありますけれども、今年も予算としてはこう

いうような人の配置にだいたいなりますか。 
○学校教育課長 
 人的な配置につきましては、今年といいますのが平成２２年度のことですかね、はい。本年

度、平成２１年度と同様の人的措置が予定をされているところでございます。 
○川上委員 
 ２００９年度の実績が出してあるんですけれども、例えば上穂波の方は６７回出張してるん

ですね。そして人権同和会関係の研修が３４回なんですよ。それから幸袋の場合は、中学校で

すよ、その場合は６６回、二瀬が７０回、三中は７４回で、学校にいることが非常に少ないで

はないですか。これは先ほど言った人権同和教育研究協議会の業務と重なってこういう出張が

出ておるんじゃないんですか、お尋ねします。 
○学校教育課長 
 まず、この担当者の研修会につきましては教育委員会におきまして毎月１度、研修会を実施

しています。また校区、中学校区の中から代表者１名を選出させまして、加えて毎月１回の研

修会を実施しております。それで計２４回でございます。それ以外にそれぞれのこの担当者は

人権同和教育担当者としてだけではなく、教務部に所属をしていたり、特別支援コーディネー

ターとして公務を持っていたりというように、それ以外の公務もありますのでこのような出張

回数になってる次第でございます。 
○川上委員 
 この方たちは担任を持っていて、小学校の場合は授業をずっとするという状況の方々ですか。 
○学校教育課長 
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 このほとんどの教員が担任を持っていないという状況でございますが、資料の上の方にあり

ますとおり支援過配配置として配置されてない学校もありますので、その分につきましては学

校の中での余裕教員が授業に入り自習にならないような形で出張の時間数確保をしているとこ

ろでございます。 
○川上委員 
 これは逆立ちしてるんじゃないですか。児童生徒支援加配というのは人権同和の仕事をする

ために配置してないでしょう。その方々も含めて出張するときに自習にならないように、いろ

いろ工夫しているというような話は逆立ちだと思いますね。それで小学校でクラス担任をして

る人もおるわけでしょ。そうしたらそのクラスはどういう状況になるか想像がつかないですか。

教育委員会でも、市長部局でも、議会でも、これだけどの子も学校でいきいきと明るく過ごし

て基礎学力も伸びると、そのために子どもを真ん中にして先生も地域も行政もみんなで頑張ろ

うと言ってるんだけど、子どもの目の前の先生が忙し過ぎて大変じゃないかなと思いますね。

質問終わります。 
○委員長 
 次に、「少人数学級教員配置事業費について」、安藤委員に質疑を許します。 
○安藤委員 
 予算資料の１５ページにございますけれども、少人数学級教員配置事業費ということで出て

おります。まず、この少人数学級教員配置ということは、いま小学校３年生までやられてるわ

けですけれども、これが学力アップにつながっていくというところで、いつも語られておりま

すけれどもその点の認識をまずお聞かせください 
○学校教育課長 
 まずは生活面での成果が出てきます。これは子供と教員が細かにかかわることができるため

でございます。そのせいで子どもたちの学習規律ができ、生活ルールが定着できはじめます。

その上で日常の学習において、子どもたちのつまずきに応じて担任がきめ細かに指導ができる

ようになった成果であるというように捉えています。 
○安藤委員 
 本市の教育の状況といいましょうか、全国統一テストの結果だけ伺いましてもなかなか厳し

い状況であるわけです。次年度３人増と、３人増えるというところでございましょうけれども、

そこで１５００万円というお金があって使われるわけですがこれは３学級ふえるということで

考えてよろしいですか。 
○学校教育課長 
 そのとおりでございます。 
○安藤委員 
 その学校名を教えていただきますか。 
○学校教育課長 
 鯰田小学校が２学年、立岩小学校が１学年飯塚東小学校が３学年、伊岐須小学校が１学年、

蓮台寺小学校が１学年、上穂波小学校が１学年若菜小学校が１学年分ということで１０学級こ

れが平成２２年度の少人数学級編制予定の学級数でございます。 
○安藤委員 

３人増というところでの予算がついてますんで、３学級増えるというところだったんですが

それは新たにどこがふえるんですかと聞きたかったんですけれども。 
○学校教育課長 
 新たにふえる・・・学校ですか、すみませんもうちょっと時間ください。 
○委員長 
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 暫時休憩いたします。 
休 憩 １７：１０ 
再 開 １７：２０ 
 委員会を再開いたします。 
○学校教育課長 
 少人数学級編成の本年度ですが立岩小学校、飯塚小学校、上穂波小学校が新たにその編成と

なっておりますし、飯塚東小学校が新１年生が対象となり１年２年３年というように昨年度よ

りクラス増になってプラス４でございます。少人数学級編制が今年なくなった学校が大分小学

校でございますので差し引きましての３校増ということでございます。 
○安藤委員 
 それで今回これは骨格予算というところでございますけれども常々言われてますのがその中

学校での学力アップの課題と中１ギャップの解消というのがよく言われておりますけれども、

例えば周辺市の中でいってもですね、何といいましょうか少人数学級を中学校１年生に取り入

れるというようなお話もあったりします。そこら辺でできてきたらどんどん広げていただきた

いんですけれど、もちろんその予算のからみというのもあるわけですが。小学校、今３年生前

までですけど、それを４年生にまで広げる考え方と、それからそうじゃなくて中学１年生にそ

の手当てをするというのは、そこら辺の考え方はどうなんでしょう。 
○学校教育課長 
 少人数学級編制の効果につきましては教育委員会としても認識をしているところでございま

すので、できるだけ学年を広げることができればとも思っております。小４と中１ということ

で考えますと、それぞれに小中学校とも学校現場努力はしているものの学力向上の面でもアッ

プはしているものの中学校でのアップ率がなかなか思うようにないという現状もありますし、

不登校の課題も小学校から中学校に進学するときに３倍になるという現状もありますので、ど

ちらか１つを選ぶということになりますと現状からすると中学校１年生で措置することが本市

として急務であるとは思いますが、中学校におきましてはただ単なる学級増ではなく配当教科

教員の持ち時間数の増加も考慮しなければなりませんので、細かな検討が必要になってくるも

のとも認識をしております。 
○安藤委員 
 ぜひそこらも検討していただきたい課題だなというふうに思っております。ちょっと外れて

申しわけないんですが、こないだの一般質問の中で教職員の病欠のお話がございました。多い

年で１％、少ない年で０.６％というところでございましたけれども、例えば学期途中で欠員が

生じたら、そういったときの措置といいますか、それは何かあるんでしょうか。 
○学校教育課長 
 病休が２週間を超えますと代替の教員を配置するように対応いたします。当然、休職者とな

るとすぐにでも代替の教員を配置することになりますが、年度途中ですのでそのような有資格

者でその時期働いていらっしゃらない方がなかなか存在せずに人探しに毎年苦慮している状況

でございます。 
○安藤委員 
 その点でもですね、子どもたちが授業が受けられない状況ができるというのも一番憂慮する

べき点だというふうに思っておりますんで当然その単費の中で考えてもできない政策なのかな

というふうに思ったりするしますんで今後たぶん県とかに要望していくことなのかなと思って

おりますんで、県全体でそのようなですね仕組みというのを考えていただけるようにぜひ要望

したいと思います。 
○委員長 
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 次に、「小学校中学校特色ある教育活動費について」、安藤委員の質疑をします 
○安藤委員 
 同じく資料１５ページへ下から３番目に小学校特色ある教育活動費と１６ページになります

でしょうか。中学校特色ある教育活動費ってのが２つ上がっております。まず、この概要につ

きましてお示しください 
○教育総務課長 
 この特色ある教育活動費でございますけども、これは各小中学校が創意工夫の上自校が持つ

味特色を生かした教育活動や取り組みを行おうとする意欲のある学校に対しましてそれを支援

するために必要な予算措置を行うための特別事業費として計上しているものでございます。 
○安藤委員 
 意欲のある学校がというところでございますね。これは逆に手を挙げればこの予算をいただ

けるというふうな、もちろんそこら辺で精査もされるんでしょうけれども、逆に、思うのは例

えばです、１３校と８校でしょうかこの学校名上げることはできますか。 
○教育総務課長 
 小学校でございますけれども鯰田小学校、飯塚東小学校、飯塚小学校、片島小学校、幸袋小

学校、八木山小学校、頴田小学校、庄内小学校、内野小学校、上穂波小学校、大分小学校、楽

市小学校、平恒小学校。中学校につきましては第二中学、第三中学、それから二瀬中学校、幸

袋中学校、頴田中学校、庄内中学校、筑穂中学校、穂波西中学校でございます。 
○安藤委員 
 逆に手を上げられなかったところどうかって聞いた方がよかったのかなと思っておりました

んですけれども、やる気があるといいますかこれを補助金をもらうためにはやはりいろんなも

のを出さなきゃいけないでしょうし、実績としてつくらなきゃいけないというところでござい

ましょうが、実際にこの予算を使われて具体的に、どんな事業をされてるというところをお示

しください。 
○教育総務課長 
 この２２年度におきましては、先ほど言いました学校からそれぞれ出ておりますけども、そ

の事業内容の主なものといたしましては、小学校におきましては職場体験や農業体験、野外活

動体験などの他基礎学力の向上を図るための計算チャレンジとか漢字検定とかを行うための冊

子の作成、あるいは通常の体育事業では使用していない教材を用いての外遊びを行うことで体

力アップ推進を図るといった内容の事業がございます。また中学校におきましては社会体験活

動のほか留学生との交流や国際車いすテニス大会へのボランティア参加による国際理解教育の

推進事業あるいは体力向上等忍耐力を養うための登山の実施など、さまざまな事業等がござい

ます。 
○安藤委員 
 ありがとうございました。ある部分ですね、ほんとうにそういった何ていいますかやる気の

あるところはしっかりサポートしていくというのが重要だというふうに本当に思います。よく

今言われている補助金の部分もそうなんでしょうけれども、仕組みとしてこれからは自分達で

こうやりたいからこの補助金をいただけませんかというような、仕組みづくりもされていくと

いうふうにも聞いておりますので、今まではどちらかというと上から予算を落としていって、

それを皆で使っていくという仕組みだったかも知れませんけれども、そうじゃなくて、自分た

ちがこんなことやりたいんだからお金をおろしてくださいねという、そういう仕組みの１つ、

よい例だというに思ってますので、ぜひ今後とも続けていただきたいというふうに思います。 
○学校教育課長 
 次に、「就学援助について」、川上委員に許します。 
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○川上委員 
 私は１６０ページと１６１ページにある小学校費、扶助費さらに１６５ページにある中学校

費、扶助費、就学援助についてお尋ねをしたいと思います。追加資料がありますが、１２６ペ

ージにあります。この資料と来年度の予算を見ておりますと相当に予算が伸びております。そ

れでどういう判断での予算計上かですね、まずお尋ねしたいと思います。 
○学校教育課長 
 大きく２点でございます。まず１点目はこの経済状況の厳しさを受けて就学援助を受けられ

るお子さんの数が、一昨年の１０月から急増しておりますのでそれを想定してのことでござい

ます。もう１点は、給食費の値上げによる費用負担の分でございます。 
○川上委員 
 一昨年の１０月から急増と、リーマンショックにもかかわらず本市が鯰田工業団地の造成工

事を臨時議会で可決した、ちょうどまさにそのころはですね。私はそういう予算を計上してお

るというのは大事なことだと思います。同時にですね、我が党の楡井議員が質問、質疑応答が

あったんですが、３つ質問したと思うんですよね。１つは生活保護水準、基準の１５０％とい

うのが上限というふうに受けとめられてはいけないということなんですね。上限ではなくて、

いわば目安なんだと、実際に苦しい状況にある実情をね、把握するというところが大事なとこ

ろではないかと思うんだけど、それについてどのようにお考えですか。 
○学校教育課長 
 まず、確かに子どもたちを取り巻く経済的状況を把握することが第一だと考えておりますの

で、本年度からは就学援助の申請書につきましても全世帯に配布をしてお知らせの徹底を図り

ました。次に、校長会議、教頭会議、それからさまざまな担当者会議の中でも、学校で子ども

の家庭の状況が気になるようであれば家庭訪問をして家の様子を実際に見て、これは子どもの

就学に経済的不安があるというときには学校の方から就学援助申請についてお進めをする、も

しくはそこまでが難しいならば、教育委員会の方に相談にお出でいただくようにお薦めをする。

そのような取り組みをこの１年間推進してきたつもりでございます。 
○川上委員 
 わが党は、この１５０％というのは飯塚市が近隣のね類似団体の中で比較的緩和しておると

いうか対象枠広げて努力しておることは承知しておりますけれどもさらに柔軟に引き上げると

いうことを考えとりますけれども、それは当面今のままでという答弁のようですけど、ただ１

５０％が上限だという考え方についてはきちんと整理しておく必要があるんじゃないかなと思

うんですね。それから２点目は就学援助と生活保護が違う、一番大きな違いは生活保護は基本

的には申請主義なんですね、それでも急迫事態になる場合は緊急保護ということありますけど、

基本的な申請主義。申請したいと、口頭でもいいわけですよね、生活保護は。就学援助は規定

によって申請がない場合でも行政の側が就学援助するべきだという判断をすれば、申請がなく

ても援助することはできるんですね。そう思っていますけど違いますか。 
○学校教育課長 
 学校教育法及び施行規則、そしてそれに附則する条例によりまして申請という形は取るけれ

ども申請主義であるものではないということになっておりますので、そのように認識をしてお

ります。 
○川上委員 
 実は申請用紙を全世帯に関係の保護者に配付されたというのは、私は非常に大事なことと思

います、歓迎します。同時に、申請がない場合でもですね、いろんな理由で申請されない場合

もあるんですね、この間も話聞いたらなんとなく恥ずかしいとかね、２５％のご家庭でお子さ

んが就学援助もしくは生活保護を受けている状態の中でもそういう気分の場合があるんですね。
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そういう意味では法律で認めた権利だということをきちんとお伝えしながらも学校現場が一番

大だと思うんだけど、その申請がない場合でも適用するんだということをよく先生方に理解し

てもらう必要があるんではないかと、必要な場合はですよ。それで、３点目は私は市としてあ

るいは教育委員会としては国にしかるべきお金を出すように他の関係自治体あるいは教育委員

会との連携もあると思いますけど、国にきちんと意見を言うべきだと思うんです。それで、来

年度予算案について言うと、小学校が８４８１万９千円とそれから中学校は８１７３万１千円

と合わせますと１億６６５５万円予算計上となっています。これは費目が少しずつ違うのもあ

るんだけど、そこの財源がどうなっているのか概略でよいのでご紹介ください。 
○学校教育課長 
 修学旅行扶助費につきましては国の方から２分の１を上限とする補助がありますが、それ以

外のものにつきましては市の単費の支出でございます。 
○川上委員 
 それで従前はどうだったですか。 
○学校教育課長 
 ２００４年度までは国の方からの補助があっておりましたが、２００５年度から通知があり

まして市単費ということになっております。 
○川上委員 
 財政課のほうにお尋ねします。交付税措置はどのようになってますか。 
○委員長 
 暫時休憩いたします。 
休 憩 １７：３９ 
再 開 １７：４５ 
 委員会を再開いたします。 
○財政課長 
 一般財源化された分が交付税措置されてる分ですが、児童数が７２０名に対して７７万１千

円が交付税措置されております。うち、飯塚市が６,７７７名、小学校の生徒数がありますので、

それに換算しますとだいたい７２５万円ほどになります。これは小学校の分です。 
○川上委員 
 １０分の１以下ということなんですね。入っておるとした場合でもですよ。だから、三位一

体がいいと言った人たちもいたんだけど、その破綻はもう明確なんですね。それで、国に対し

て、やっぱりきちんと補助金という形でこういう性質のお金は出すように、と。交付税算入を

増やしてくれというよりは、直接補助金で出してくれくれというほうが大事じゃないでしょう

かね。質問を終わります。 
○委員長 
 次に、「頴田小中学校建設工事地盤調査委託料について」、道祖委員の質疑を許します。 
○道祖委員 
 １６１ページの教育費、小学校費、委託料の頴田小中学校建設工事地盤調査委託料、これと

関連しますので頴田小中学校建設工事設計委託料に関連してお尋ねいたします。まず、頴田小

学校・中学校が一貫校と決まったのはいつで、どのような手続で決まったのか確認させてくだ

さい。 
○学校施設等再編整備対策室主幹 
 まず、委員さんご存知のとおり、平成２０年３月に飯塚市公共施設等のあり方に関する基本

方針が策定されまして、２１年２月に飯塚市公共施設等のあり方に関する第１次実施計画を策

定しております。その中に、小学校については１０ページ、中学校については１６ページに記
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載がありますが、頴田小中学校につきましては平成２０年度末までに小中一貫教育校を設立す

ることを決定し、平成２３年度より改修工事を実施するというふうにうたっております。この

ことにつきましては、教育委員会内部では教育委員会会議等で予算審議のうえ決定しておりま

すし、平成２１年２月の本会議場におきまして、市長が施政方針において小中一貫校を実施す

るというように表明しております。 
○道祖委員 
 再確認。それは本会議で、市長が表明したことによって決まったんですか、今のご答弁では。

確かに頴田小学校については頴田中学校と小中一貫校設置を検討し、平成２０年度末までに決

定を行い平成２３年度から改築工事等を実施すると公共施設等のあり方に関する第１次実施計

画の９ページには記載されております。今のご答弁では、それは市長が施政方針の中で決めた

ということですね。 
○学校施設等再編整備対策室主幹 
 教育委員会内部におきましては、同年の１月に開催されました教育委員会会議のほうで、予

算審議を行う過程の中で決定を見ております。その結果を市長に申し上げまして、最終的に決

定し、市長が先ほど申しました施政方針の中で皆様方に申し上げたという形になると思います。 
○道祖委員 
 市長の言った言葉を手元に持ってきておりませんので、そこで頴田小中学校は一貫教育校に

するということを市長が決めたということですね。それは、決めたということはそういうこと

でしょう、主幹。その決めたことについての同意は、どこでもらったんですか。議会に対して

は、同意はどこでもらいましたか。 
○学校施設等再編整備対策室主幹 
 議会に対しての同意ということは、特別委員会等でお話しして了解を得たかという趣旨でご

ざいましょうか。そういう意味からすれば、今まで特別委員会のほうでかなりの長い期間、第

１次実施計画の検討をしていただいた中でいろいろ私のほうからも小中一貫教育校を頴田のほ

うはしたいというふうな話をさせていただいておりますが、最終的にその決定につきましては

教育委員会のほうでいたしましたが、直接的に改まって「こういうふうになりました」という

ようなことはしてないのではないかと考えております。 
○道祖委員 
 頴田小学校・中学校を一貫校とするということを議会には諮ってないということですよね。

それは、あり方特別委員会にも諮ってない、了承されてないと思いますし、市民文教委員会で

もそういうことが諮られてない、確認されてないということですね。これは確認しておきます。

間違いないですね。 
○行財政改革推進室主幹 
 この第１次実施計画につきましては、平成２１年の２月２日に行財政改革の推進本部会議を

開きまして最終的に策定をいたしております。その後、２月９日の特別委員会の中で報告をい

たしております。了承を受けたということではございません。報告をさせていただいておりま

す。 
○道祖委員 
 報告を議会は受けたけれど、それを了としたということはないわけですよね。確かに今、主

幹がおっしゃいました２１年の２月２日、行財政改革推進本部会議の中で決定し、２月９日の

資料としてここに手元にあります。その点は私も認識してます。ただ、今さっきから言ってお

りますように、報告は受けたけど議会の了承はもらってないというふうに理解いたしますけれ

ど、それは間違いないでしょって言ってるんです。それを確認しながら質問させていただきま

すけど、頴田小中学校の建て替える場所はどこなんですか。いつ、どのような手続で。なんで
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かと言ったら、地盤調査をするということは、場所が決まってるから地盤調査するんでしょう。

そのように理解を私はするんですけれど、違うんでしょうか、どうでしょうか。 
○学校施設等再編整備対策室主幹 
 頴田小中学校の建て替えについては、先ほどから言ってますように、施設一体型の小中一貫

教育校を建設することとしているところでございます。そのために、その施設一体型の一貫教

育校が設置できます土地につきましては、第一次的には現在の小学校・中学校が建ってる場所、

それ以外にも当然、検討をさせていただいております。まず、その辺のところから申し上げま

すと、小中一貫教育校は、簡単に言いますと小学校と中学校を一緒にして一つの学校にしよう

ということでありすが、当然のことながら小学校用のグラウンドとか中学校のグラウンドとか

が必要ですので、それなりの面積が必要になってきます。そのため、ほかに民有地を新たに探

すとなりますと、４万から５万㎡になると思いますが、それなりの広い建設用地が必要になっ

てまいりますので、特例債等を活用しても単費の持ち出しがかなりあるということもございま

したので、市有地を中心に頴田の中心の便の良い、子ども達が通いやすいようなところを検討

させていただきましたけれども、一部問題等がありまして断念した経緯があります。その中で、

先ほど申しましたように頴田の小中学校敷は既に建ってる敷地でございますので、そのままの

形で、高低差等はございますが、小中一貫教育校の施設として決定する土地としては適地でな

いかということで、一時的にはそこを第一候補と考えておりますが、現在、頴田地区で頴田小

中一貫教育校の建て替えに関する市民会議を立ち上げていただきまして、地元の自治会やＰＴ

Ａ会、その他関係者に寄ってもらいまして、無報酬の市民会議を立ち上げていただきまして、

昨年１０月から複数回検討を願っているところでございます。まだ最終的に提言等も頂いてお

りませんし、質問委員もご存知のとおり２月に住民のアンケート調査を実施しておりますので、

現在集計中でありますが、その結果等を踏まえまして最終的に建設する位置を決定したいと考

えております。 
○道祖委員 
 場所は現有地を基本として考えておるということですね。いや、それはそれで結構なんです

よ。僕が言いたいのは、教育委員会としてしっかりした考えを持って取り組まないと、今あな

たがおっしゃったようにまちづくりとか、そういうものはできないと思ってるからこの質問を

してるんです。その点はご理解いただいて質問を続けさせていただきますけれど、委員長、取

り計らいをお願いいたします。私、公民館費のところで頴田公民館新築工事設計委託料につい

て質問するようにしておりますが、これも関連いたしますので、この際、関連して質問させて

いただきますよう、よろしくお願いいたします。よろしいでしょうか。 
○委員長 
 はい。 
○道祖委員 
 それで、今回は頴田公民館の新築工事設計委託料が載っておるわけです。じゃあ、これはど

こになるんですか。 
○中央公民館長 
 今、学校施設等再編整備対策室主幹が答弁いたしましたように、公共施設等のあり方に関す

る実施計画におきまして頴田公民館につきましては小中学校の改築工事等の際に複合施設化に

ついて検討を行い決定するとありますことから、頴田小中学校の建設に合わせて頴田公民館を

併設したいと考えておるところでございます。従いまして、ご質問の頴田公民館をどこに建て

るのかということにつきましては、現在、頴田小中学校等の建設についてのアンケート調査も

行っており、建設場所等も含めた中で頴田地域教育会議や教育委員会内部において検討してい

るところでございます。 
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○道祖委員 
 頴田小中学校の建て替えの場所については、アンケートが出てこないとわからない。従って、

公民館についても今の段階ではわからない。しかし、先ほどの学校施設の主幹のご答弁では、

現有地と、今の場所だということですね。それでちょっとお尋ねいたしますが、ちょっと飛び

ますけれど、お許しいただきたいんですけど、委員長。昨日民生費のほうで、頴田児童センタ

ー新築工事の地盤調査委託料について質問があっておりますね。これについても現在検討中と

いうことですけれど、これも基本的に児童センターは小学校の敷地内に併設したほうが望まし

いということで、小中学校の場所が決まらないとはっきりしませんということだろうと思いま

すけど、そのとおりですよね。 
○学校施設等再編整備対策室主幹 
 いま質問委員の言われるとおりで、現在の学校施設を活用しながら児童クラブ事業を実施し

ているところでございまして、この件につきましても学校再編整備複合化多機能化等検討委員

会の中でも議論しながら、できましたら、同じ敷地内に建設したいということにしております。 
○道祖委員 
 敷地が現有地ということであるならば、形は決まっておるわけですね。それで、あなた方が

いま言ったものは小学校中学校一貫校のものを建てたい、公民館を建てたい、児童センターを

建てたいということですね。その敷地の中に立てられるんですか。どういうような複合施設に

なるんですか。 
○学校施設等再編整備対策室主幹 
 現在設計業者のほうに基本設計の依頼を行って、今の現有敷地の中で収まるような計画を何

プランか練ってもらっております。基本的には共有できる部分は共有しながら、できない部分

は別棟とか、そういうことで現在の小学校敷、中学校敷をすべて活用しながら収めていく計画

としております。 
○道祖委員 
 公民館と支所の関係はどういうふうになります。頴田のまちづくりをするときに公民館を中

心としてまちづくりをしていくというふうに、一般質問の中でも公民館を中心にまちづくりを

していくんだというようなお話、ご答弁だったと思うんですけど、そうした場合、支所と公民

館との関係はどうなります。 
○中央公民館長 
 公民館につきましては学校との併設ということで、方向性を打ち出しておりますので、現在、

地元協議、あるいは教育委員会内部、あるいは行革の検討委員会等で協議しておるところでご

ざいますが、頴田支所につきましては現在のところその会議の中に十分に入ってない部分もご

ざいますので、地元の協議等の中、あるいは行革の検討委員会の中で検討してまいりたいとい

うことでございます。 
○道祖委員 
 各旧４町には支所がありますよね。ありますけれど、穂波支所については活用されておりま

す。教育委員会と上下水道局が入って。旧筑穂町の支所についても、筑穂支所についてもこれ

は活用がなされていっておると思います。それでだいたい分かるんですけれど、庄内について

は建物が古いから、支所そのものの建物が古いから、公共施設まとめていくからその中に公民

館と支所機能というのが一緒になっていくんではないかというのが想像できるんですけれど、

頴田については支所と公民館との関連が今おっしゃった現有地で小中学校を建て替える、公民

館を造る。すると、支所と小中学校の距離って結構あるからですね、町の中心部の形成ができ

ないんじゃないかと思うんですけれど、だからお尋ねしてるんですけれど、どういうまちづく

りをしようとしてるんですか。公民館を中心としたまちづくりをしていくということは、人が
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集まる場所、いろいろなことを旧飯塚市の内容を見ていますと、例えば自動発券機とかいろい

ろありますね、市民課の関係する。そういうものが２カ所に置かれるとかそういうことになっ

ていくんでしょうか。何を言いたいかというと、合併して行財政改革をやっておるんですよ。

できるだけ機能の集約っていうことを考えていかなくちゃいけないと思ってるんですけれど、

本当にあなた方が今考えられている小中学校に、児童センターは私は構わないと思いますけど、

公民館を一緒に併設することが頴田のまちの将来のためになるんでしょうか。そういう判断で

いま進んでおるんですか。 
○行財政改革推進室主幹 
 支所につきましては第１次実施計画の中で記載をいたしております。その中で庄内庁舎、そ

れから頴田庁舎、これにつきましては庄内庁舎が昭和３２年、頴田庁舎は昭和５５年に建設さ

れたものであり、老朽化が著しく市民サービスの提供に支障を来すことが予想されることから、

近隣の公共施設への移設等も含めて、地域住民等の意見を聞きながら検討を行い、平成２１年

度までに決定するというふうに記載をいたしております。こういう中で庄内支所、それから頴

田支所につきましても内部で検討を進めております。同じく小学校の実施計画の中で、その具

体的な内容の中でこの小学校、中学校も同様でございますが、学校、家庭、地域との連携が期

待できることから、児童の安全面等を十分配慮しながら教育的な効果が期待できる施設、また

学校の特長を活かせる施設等については改築工事等の際に複合化、多機能化を図るというふう

に記載をいたしております。このようなことから、当然、学校につきましてはその地域の利便

性の高い場所に立地しております。また、地域コミュニティーの拠点施設ともなっております。

いま委員が言われましたことは十分に認識いたしております。そういう中で現行ではこの小学

校に記載いたしておりますように、教育的な効果が期待できる、また特長を活かせる施設とい

うことで、公民館、それから児童センター等を複合化するような計画で進んでおりますが、将

来的には支所につきましても検討すべきであるというふうには認識いたしております。 
○道祖委員 
 主幹、今の答弁は分からない。庄内については公共施設を集合すると言って、そのときに頴

田についてもと言ったような気がしますけど。だから、別に支所機能を公民館に入れるという

ならばそれで構わないんですよ。いいですか。古いから今ある昭和５５年に建った支所に公民

館を入れる考えではないということですね。ということですね、今の答弁は。公共施設は利便

性を考えて集約化していくと。支所のあり方については今後検討するということは、支所は廃

止することもあり得るということでしょ。支所機能を公民館に入れれば支所の役目は無くなる

んだから、ということでしょ。そういうふうに理解しますけど、それでいいですか。 
○行財政改革推進室主幹 
 この実施計画では、支所は存続するというふうに記載をいたしておりますので、現行どおり

支所につきましては存続をすることになります。 
○道祖委員 
 分かるんですよ。ただ、行革をやってて思うことは支所の何を残すんですか。建物を残すん

ですか。支所が必要なのは機能じゃないんですか。支所の建物が必要なんですか。私は支所を

廃止しろとか言ってないですよ。 
○行財政改革推進室主幹 
 支所につきましては支所機能を継続すると。それに加えまして、当然その機能を果たすため

のスペースなり、箱物はいるということでございます。 
○道祖委員 
 それは新しく建てる公民館にその機能は移っていく可能性は大であるというふうに理解しま

すけど、それでいいですか。 
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○行財政改革推進室主幹 
 現時点では公民館と児童センターを複合施設化ということで考えておりますが、将来的には

そのようなこともあるかとは思っております。 
○道祖委員 
 であるべきだと思います、私も。であるならば、支所の跡地をどういうふうに開発するかと

いうことを小中学校の一貫校をつくるだけじゃなくって、頴田のまち旧頴田町全体を見たまち

づくりをしていかないと、おかしくなるんじゃないですか。そういう計画をやはり市民に示す

べきじゃないですか。そう思いません。それが５年先か１０年先かは分かりませんよ。そうい

うものを示すことによって頴田が合併してよくなった、将来的に発展するんだということが言

えるんじゃないんですか。私はそう思いますけれど、どうですか。 
○行財政改革推進室主幹 
 いま言われますように、地域のまちづくりというのが今後重要な課題だと思っております。

いま言われましたことも踏まえた中で、内部で慎重に検討を行ってまいりたいというふうには

思っております。 
○道祖委員 
 結果として、アンケートのとり方についてもあなた方正直に書いてるんですよ。頴田小学校

については頴田中学校との小中一貫教育校設置を検討し、と書いてるんですよ。決めましたと

書いてないのよ。何でこのアンケートのとり方するのというのが非常にあいまい。アンケート

の結果によってはやめるんですか。やめるようなはっきりしないような予算を載せるべきじゃ

ないでしょ。やるならやるということをきちんと予算に載せないと。どんなものをつくるのか

分からないものを予算に載せますか。普通こういうやり方をやりますか。いいですか。あなた

方は２月９日の公共施設等のあり方に関する調査特別委員会に提出した資料の中に、頴田小中

学校建て替えに伴う複合化多機能化施設、これについてちゃんと出してるんですよ。協議をし

てきてるんですね、いま私が言った内容については。だから予算には載せてるんでしょうけれ

ど、決まってないでしょと言ってんの。決まってない、形が決まってないものを予算書に載せ

られるんですか。現在基本設計発注に向け、頴田小中学校建て替えに関する地域教育会議の意

見等の整備を行っている。これ、意見整理ができて、伊藤課長がご答弁なさいましたけど、基

本設計を行ってるんですか。ちなみに言いますけど、当初予算の中で、頴田小中学校建設工事

基本設計委託料が２１年度には計上されておりました。３月３１日までにこの基本設計ができ

上がるんですか。 
○学校施設等再編整備対策室主幹 
 今の基本設計委託料につきましては１２月の補正によりまして繰越予算とし、２１年度にか

けて実施するようにしております。すみません、２２年度ですね、にかけて実施するようにい

たしております。 
○道祖委員 
 ということでしょ。基本設計もできてないやつを何で骨格予算のこの時期に載せるんですか。

基本設計ができて政策予算でも結構だし、９月議会もいいし、そういう形をするべきじゃない

んですか。こういうやり方が正しいんですか、どうですか。これは財政関係だから財務部長、

答弁できますか。 
○財務部長 
 昨日の児童センターの委託の中でも答弁させていただきましたけど、この設計計画なり地盤

調査するについては、まだかなりの振動とかそういうこともしますので、夏休み中に実施した

いという考えの中で、いま申されますように基本設計が先になってまだでき上がっていないと

いうところで、どこに配置するか、そういうのが決まってない中での予算計上になっておりま
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す。調整を取りまして夏休みに調査委託実施ができるという形の中で作業を進めてまいりたい

ということでございます。 
○道祖委員 
 あのですね、分かりましたけれど、だけど複合化の案が提示されないで、いつ提示されるか

分からないで、夏休み間に合うんですか。今提示されてないということは６月議会になる可能

性が十分でしょ。６月議会でいま言ったような複合施設、それとかまちづくりの話とかそうい

うのがきれいに整理されて６月議会で議案として出されて、きちっとまず出されて来るのかど

うかということですよね。そこで出てこないとあれでしょ。やりますとか言ったって場所もは

っきりしてない所に、もう先に承認もらってますから予算執行しますとかいう話にはならんで

しょう。だって地盤調査をやったとしても、そこにＯＫになるかならんか分からんでしょうも。

６月に出ればぎりぎりかもわかんないけど、もしかしたら９月でしょうも。だから、やり方と

してやっぱり後先違うんじゃないですか。そう思いません。 
○学校施設等再編整備対策室主幹 
 スケジュールの件でございますが、先ほどもご答弁申し上げましたが、地域市民会議におい

て公民館の併設等も含めまして、自治会長、ＰＴＡ会長、公民館利用者、児童センターの代表

者等々とかなりご意見を活発にいただきながら検討しております。それと、先ほども、これも

言いましたが、アンケートの集計が今月一杯でまとまるような形でいま作業をかなりの件数で

すが必死で進めておりますので、その結果頴田地区の住民の方の意見等々がかなりはっきり見

えてまいりますので、できる限り速やかに議会サイドのほうにもご報告し、そういう形の見え

るような形でご報告し、できましたら夏休みの地盤調査等が間に合うような形で実施していき

たいと思いますので、よろしくお願いいたします。 
○道祖委員 
 これは夏休みに地盤調査しないと、絶対その後のスケジュールが狂ってくるんですか。とい

うのは、これができあがったら一貫校として、頴田の一貫校がモデル校として全体の絵が出て

きて、他の地域に影響を与えますよ。与えるんですよ。あこがれるような施設ができるかわか

らん。じゃあ、それならそれで他のところも一貫校を公民館を併設して頴田ができるなら他の

ところもしてくれというような話になってくる。であるから、あるから、早くして２７年度ま

での合併特例債が使える内容まで押し込んでいかなくちゃいけないという見地で言われてるん

ですか。 
○学校施設等再編整備対策室主幹 
 いま言われますとおり、頴田地区だけの問題じゃなくて、教育委員会としましては他に公共

施設等のあり方に関する第２次実施計画に向けて、教育委員会サイドでの整備計画を検討いた

します。当然、スケジュール的にも２７年の合併特例債をできる限り活用するというスケジュ

ールがありますので、他の地区、他の学校の今後の方向性あたりも、先ほど言いましたが、で

きるだけ速やかに市民の方にお示ししたいと考えてるところでございます。 
○道祖委員 
 正直言って、私はあなた方のやり方がよく分からない。黙って印鑑を押せと言われてるよう

な感じがするんですよ。あなた方は、先ほど言いましたように、基本計画を当初予算で去年載

せてるわけですよ。３月３１日までということで。しかし１２月に繰り越してるんですよ。そ

ういうことをやっていくから、目標をずらしてしまうからすべてがずれてくるんじゃないんで

すか。そういうやり方をやると、すべて狂ってくるんじゃないんですか。２７年度までしか合

併特例債を使えないんですよ。そうであるならば、本来なら仕事はきちんと予定どおりやって

おかないといけないんですよ。そういうことでしょ。そういうやり方をするから私は理解でき

ないと言ってるんです。場所もはっきりしない、建物も大きさもどんな形になるかも分からな
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い。だけど工事設計費は認めろ、地盤調査は認めろ、それはちょっといかがなものかと思いま

すよ。私が言ってることがおかしいですかね。普通は違うんですよ。基本計画ができて、そし

てしっかりとしたものを皆さんに見せて、市民に提示して、それからここに書いてるような地

盤調査なり工事設計に入っていくんでしょ。それが普通の手順でしょ。その手順を崩したら、

今後も崩すということになりますよ。それでいいんですか、行政として。 
○教育長 
 頴田の小中学校の問題でございますけれども、教育委員会の内部で会議の中で、先ほど主幹

が言いましたように、頴田の小中学校を一貫校としてつくるということは教育委員会の内部の

中で話し合いをしました。そしてそういう方向で進むということで、そのことが結果的には第

１次実施計画を作る段階で、教育委員会内部で検討してああいう形で第１次実施計画を出すと

いうことについては了解を取りながら第１実施計画に進んだところです。第１次実施計画につ

いては議会のほうに、特別委員会に出して、一応報告をして了解をとったというふうに判断を

しながら、その方向で教育委員会としては今まで進んできたところです。場所につきましては

第１次実施計画後に現地を中心にしながら、他のところについても、先ほど主幹が言いました

ように、内部で検討はいたしましたけれども、最終的に教育委員会内部でも現地を中心にして

やっていこうということで、そこでやるとするならば当然地元の人たちの了解もとらなくちゃ

いけないということで、先ほどやっぱり主幹が言いましたように、地元の人たちの意見を聞き

ながら、そしてその場所で入れていくということで話を進めてきたということなんで、今委員

の言われるような特別に全然違う形で進んだというふうには自分では思ってません。段階を踏

みながら進めてきたというふうに思っております。それから公民館併設につきましては、第１

次実施計画の中で、複合化、多機能化という形で当然提案をして、第１次実施計画のご了解を

得たというふうに思っておりますので、私自身も行革という立場からの複合化、多機能化、さ

らに教育的配慮からやって、複合化、ないし多機能化というのが、教育的にも十分メリットが

あるというふうな判断をしておりますし、そのことについても教育委員会会議の中でも話をし

ながら、そういう方向でいきたいということで、話も今まで進めてきたつもりでございます。

そういう形で決して今までやってきたことをベースにして、今度の地盤の調査、いわゆる現地

を目標として地盤調査をしていくということでございますので。ただ基本設計が若干遅れたこ

とは、これは事実です。それについては繰越になったんで申し訳ないと思いますけども、一応

２５年度建設に向けて逆算していきながらそれに間に合うような形で、頴田の小中学校につい

ては話し合いしながら進めてきたし、これは教育委員会として最終的に、いわゆる学校の設置

については決めていかなくちゃいけない役割があるというふうに思ってますので、そういう方

向で進んできたし一応内容等については特別委員会との中でいろいろ話し合いがいろいろこう

原案として基本設計も基本設計費についても昨年度の予算で了解を得ましたし、それから第１

次実施計画の中でそういうような方向性も了解を得たと思ってますし、その後も報告をしまし

たし、ですからそういう面では一応段階を追いながら進めてきたというふうに思っておるとこ

ろで、大きくぶれているというふうな気持ちは思ってません。ただ先ほど言いました、基本設

計が若干遅れるなというふうことは考えております。さらにそれに肉づけするといいましょう

か、そういうこともあってアンケート調査の意見等についてはまた十分参考にさせてもらいな

がら、そのことも踏まえてできる限り早い時期に場所の決定、さらには公民館の併設等々につ

いては考えていきたいというふうに思ってます。支所については今後の重要な課題だというふ

うに思っておりますけども、その話し合いは、支所の併設は今後さらに詰める中で考えていき

たいというふうに思っております。 
○道祖委員 
 よく聞いてください。私がここで、頴田小中学校の一貫校をつくることに反対ですって一言
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でも言いましたか、この時間帯で。複合化についても反対と言いましたか。地元の住民の皆さ

んとお話してくることが悪いって言ってますか。ただあなた方はどこで一貫校をすると決めて

議会に諮ったんですか。あなた、報告で何でも了とするんですね。教育委員会は報告すれば議

会が全部納得してくれるというふうに理解してるわけですね。ということは議会の承認とかい

らないということですよ、あなた、いま言ったのは伝えたから議会は不要だということですよ。

議会の議決権を不要ということまで言ってる可能性ありますよ。それと、言っときますけど基

本計画は私ども議会は承認してるんです。頴田の一貫校の基本計画の予算については、議会は

承認してるんです。承認した以上は３月３１日までに責任持って教育委員会が議会に提示する、

議会に提示するというのは市民の皆さんに提示するということなんですよ。それを自分たちの、

悪いですけど、仕事の進め方で遅れましたということでちゃんとやってると、遅れたんですよ。

遅れてごめんなさい、そして今度の新年度の当初予算では基本計画がはっきりしてないけれど

工事設計認めてください。どんなものをつくるか分からないんですよ、今の時点で。複合化だ

っていろいろあるんですよ。ご答弁されてるでしょ、担当課長が。同じ敷地の中でどういうも

のをつくるかということが、小中学校が、校舎がどういう形で並ぶんですか。児童センターが

どういうふうに並んでくるんですか。並ぶんですか。一緒に縦になるんですか、横になるんで

すか。見えないじゃないですか。なるほどというものを示して、示すために基本計画の設計費

を認めてるんですよ。それから、それを片づけてなるほどということで、そして工事設計費を

出すんでしょ。工事設計費、委託料を出してるんだったら、基本計画を示しなさいと言ってる

んですよ。示すのが本来の姿じゃないですかって言ってるんです、私は。 
○委員長 
 暫時休憩いたします。 
休 憩 １８：３４ 
再 開 １９：０３ 
 委員会を再開いたします。 
○教育長 
 時間を取らせてすみませんでした。先ほど道祖委員が言われまして、私も道祖委員がこのこ

とについて反対してるとか、そういうつもりで話したつもりでございませんので。ただ一つは、

結局、基本設計が遅れたもんですから、そのことが結果的に道祖委員の指摘になったというふ

うに自分でも思ってます。そういう意味ではできるだけ早い時期に基本設計を上げてもらうよ

うに、姿が見えるような形にして説明会等を進めたいというふうに思っております。気持ちの

上で、２５年の３月いっぱいにでき上がるということをこう思っておるもんですから、気持ち

のほうが先に走ったのかもしれません。さきの市民文教委員会の中でも指摘を受けておりまし

たので、そのことも含めまして８月に地盤の調査をしていくという形で予算を上げているわけ

でございますので、その前には当然その場所をここで調査をするということが分からなくちゃ

いけないわけでございますので、遅れた分をできるだけ早く取り戻して、皆さん方のほうに報

告できるような形で進めたいというふうに思っておりますので、ご理解いただきたいと思って

おります。よろしくお願いします。 
○道祖委員 
 言葉というのはやはりいろいろな取り方ありますもんね。できるだけ早くと言うならきちっ

といつまでということを明言しないとだめなんじゃないですか。あなた言っておきますけど、

本来なら３月末に出す基本設計が遅れるから工事設計ができないということを言ってるんです

よ。３月まではできないと。それは１２月で分かっとった話ですからね。であるんだったら、

予算載せた以上は、予算を通すんだったらば、４月いっぱいには議会に提示しますとか、市民

の皆様に提示しますぐらいの確約をしないと。結果としてがんばりますがんばりますっていっ
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てから６月７月になったら、ものはできませんよ。もともとこれはちゃんと尻が決まっとった

んですよ。それをあなた方の都合で伸ばして、こういう場面になってるんですから。だったら

きちっと早い段階でこの当初予算が施行できるように、実施できるように、早めにやっぱりき

ちっと時間を言わないとだめですよ。今の答弁だったら６月になるかも分からないじゃないで

すか。６月に出されて、そして承認もらわなくちゃいけないんですよ、今度は。本会議で提案

してからするんですか。基本設計を本会議で出してからそれから審議し始めるんですか。市民

文教委員会でどういう話があったか、やりとりがあったか知りませんけれど、本来ならやはり

６月議会までその前までにできるだけ早い時間の中で市民文教委員会に案を提示する、基本設

計の内容を提示し承認もらうとか、公共施設等のあり方に関する調査特別委員会にきちっと出

して承認もらうとかしないと次に進めませんよ。私はそう思いますよ。違ってますか。 
○委員長 
 暫時休憩いたします。 
休 憩 １９：０８ 
再 開 １９：１２ 

委員会を再開いたします。 
○教育長 
 すみませんでした。５月いっぱいには平面図といわゆる議論ができるやつは出したいという

ことを考えてますので、よろしくお願いいたします。 
○道祖委員 
 １日も早く基本設計を示して、皆さんの了解をもらって、そしてやはり夢のあるまちづくり

をしていかなくちゃいけないと思いますよ。だから、いま言ったように５月いっぱいと言って

ますけれど、それよりも早く出せるものは出して、やはり市民の理解をもらって、議会の理解

をもらってですね、がんばっていただきたいと思います。これで終わります。 
○委員長 
 次に、「庄内小学校庄内中学校大規模改造工事設計委託料について」、道祖委員の質疑を許し

ます。 
○道祖委員 
 庄内小学校庄内中学校大規模改造工事設計委託料については同僚委員が質問をすると言って

おりますので、私は取り下げたいと思います。 
○委員長 
 それでは同じ「庄内小学校庄内中学校大規模改造工事設計委託料について」、原田委員の質疑

を許します。 
○原田委員 
 私が質疑のほうが優しいかもしれないですね。それではちょっとお尋ねいたします。先ほど

道祖委員も言っておりましたけれども、これは昨年の公共施設等のあり方における調査特別委

員会におきまして、小中学校の耐震工事という問題に絡んでときの教育部長がこれは何でこん

なふうにそれぞれ小学校中学校で時期が違うのかということをお尋ねいたしましたらば、小中

一貫校を検討しておりますと。まさにあのときは寝耳に水のことでございまして、私はそうい

うのは初めてお聞きいたしましたというような質問をした記憶がございます。その後当然委員

会での発言でございますので、これはただその時に口が滑ったという話ではないと思うんです。

その後どのような検討がなされて、今回このような大規模改造にという経緯に至ったのか。経

過報告をお願いしたいと思います。 
○学校教育課長 
 庄内小中学校におきましても小中一貫教育を校舎一体型で実現できるのではないかというこ
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とももちろん私どものほうで検討いたしました。基本的に小学校敷に持っていくのか、中学校

敷に持っていくのか。そして面積を確保できるのか。給食センターをどうするか等々も含めま

して検討いたしましたが、現在の場所でそれぞれ小学校中学校という形をとり、校舎一体型で

はありませんが、その中で現在地においての小中連携や小中一貫の教育活動を展開するほうが、

ここでは良いだろうというように判断をしたところでございます。 
○原田委員 
 この次世代育成支援対策行動計画の後期計画に載っているのが、よろしいですか、この６７

ページ、今は皆さんお持ちではないと思うんですけど６７ページに載っておりますが、「子ども

の生きる力の育成に向けた教育環境等の整備」ということで、「確かな学力向上」という中で、

こういうタイトルが載っておりましてですね、小中一貫教育研究事業と、この中に、「義務教育

９年間を見通した効果的な教育のあり方を調査研究し、これからの飯塚市における小中一貫教

育の方向性を明確にするために行っています」と述べてあるんです。で、先日の厚生委員会に

おきましても、この報告がなされておりました。実施目標といたしまして、小中学校１組×２

校区、頴田地区、菰田地区、このように書いてあります。実績、平成２０年度で、目標、平成

２６年度には小中学校１組×１校区と書いてあったんです。ここで物議を醸しまして、結局は

教育部長、これ、ご記憶があるかと思います。小中学校全域というふうにご訂正なさいました

よね。そういうことを突き詰めて言いますと、飯塚市はこの方向に向けてやるということと私

どもは受けとめるわけなんです。で、先ほどからるるご説明があっておりましたが、頴田地区

がモデル校ということを今、述べられてあるわけですよね。モデルっていうのは、あそこはモ

デル、こっちは、こっちか、という話じゃないでしょう。その成果を見極めた上で、この飯塚

のまちの教育の方針が決まっていくんではなかろうかと私は思うんです。教育部長、これ、全

域ということでご訂正されましたよね。訂正いたしますということを明言されました。どんな

ふうにお考えですか。 
○教育部長 
 小中一貫教育は一体型と連携型との両方を、全中学校、１２校区全てで今、研究中でござい

ます。で、頴田がモデルといいますのは、一体型のモデルとして考えております。ただ、平た

くという言い方はおかしいですけど、わかりやすく言いますと、中学校は１２しかございませ

んで、仮に全部小中一貫校にしますと、小学校も１２にしてしまおうという形になりますから、

そういうことは物理的にあり得ないことでございますので、どうしても地域によっては連携型

ということは考えられております。その中で、例えば第一中学校であれば立岩小学校とか片島

小学校とか飯塚小学校、そういったものを参考の中で、９年間を見通した一体教育の推進とい

いますか、研究、あるいは内容的な拡充を図っていくという考え方を持っておりますので、全

地域というふうな発言をしております。 
○原田委員 
 今のご答弁では、明確な意思が見えないんですよ。それともう一つ、一体型と一体型じゃな

い、連携して、と。今までそれでやってきてるんじゃないんですか。それぞれ小学校、中学校

が連携して。少なくとも庄内地区とか頴田地区はそれで今までずっとやってきてるはずですよ。

要するに、名実ともに、じゃなくて名前だけのことじゃないですか、あなたのおっしゃる小中

一貫校というのは。このあたりの整合性がですね、もう少しきちっと丁寧に説明いただけませ

んか。 
○学校教育課長 
 まずは、頴田につきましては校舎一体型の小中一貫教育校でございます。現在のところ、そ

れ以外の学校につきましては校舎は隣接、もしくは隣接していない小中学校でも、まずは小中

連携を強化する。確かに質問者おっしゃいましたとおり、何らかの形でそれぞれの小学校・中
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学校が現在も連携の必要性を感じ、特に子どもの情報交換を中心として連携をしておりますが、

それ以外の教員の交流や子どもの交流も入れた連携をまずは進めていきます。次に、先ほどか

ら質問をいただいてますとおり、子どもの生活指導、それから学習指導にかかるところまでを

いくつかの段階に分けて、着実に子ども達に力が９年間で付けられるような教育のシステム化

を図り、小中一貫教育を市内全域で実施することが今の飯塚市の家庭や子ども達の状況を見た

ときに必要であるというように考えておる次第です。 
○原田委員 
 今のご説明だけでは、どうも満足というか、納得できない部分というのがあるんです。例え

ば９年制というところまで考えてやると。今、よく言われてるのは１年生から４年生までだっ

たですかね、５年生までか。で、５年・６年と中学１年と。残り２年・３年というような、要

するに８年制・９年制というような。そういう取り組みが確か今、行われてますよね。そうい

ったものを例えば実験的に考えて、こういうケースも今のところ検討いたしましたとか、そう

いう具体例を挙げてですね、やっぱりもっとこれは非常にこう、綿密にやる必要があると思う

んですよ。ただ土地がなかったからできませんでしたとか、そういう問題じゃないと思うんで

すね。私は別に、何が何でも小中一貫校をやってほしいと言ってるわけでもないんです。まだ

どちらがいいか私もわからないんです。ただ、今現在、頴田地区がモデル地区と、これ一体型

のですよ。そういうのであれば、一体型でないのであれば、そのときにはカリキュラムをこん

なふうにやりましょう、例えば生徒を５年生になると中学校のほうに移してみたりとか。そう

いった、やっぱり具体的な方策を示していただいて、諸々、それで例えばアンケートを取るな

りとか、そういったやっぱりきめ細かいことが私も必要ではなかろうかと思うんです。ただ土

地がないから、これはできませんでした、だから、もう大改造いたします、ということは、大

改造して経費、お金をかけるわけですからね。もう一貫校はないってことですよ、現実的問題

といたしまして。ですから、そういった細かい検討までやはり、この中でされてあったのかど

うかなと私はお聞きしたかったんですが、課長のお顔を見ていると、とてもその話はなかった

んですよね。あったんだったらぜひご紹介ください。 
○学校教育課長 
 まずは、質問者が二点お尋ねいただきました後半の部分の、このようなこともできるんでは

ないかという一つの提言を頂きましたが、そのような取り組みを仮説を立てて実際にやってみ

て、そしてそれを本当にそのことが効果的であったかどうかということをチェックしながら次

に生かすということが、実は調査研究事業のねらいでございますので、そのことは今後もぜひ、

市として推進していきたいと思います。それから、庄内小中学校におきまして、事務局の中で

話したときに一番悩みましたのが、耐震も急がなければならない。そして、先ほどからいろん

な質問が出ておりますとおり、まずは平成２７年度までには形づくりをしなければならない。

そんな中で頴田が実際にモデルとしてでき上がるのが平成２５年の春でございます。それから

実際に実践をして、恐らく、本当に効果があるのかどうか、２年か３年かかるだろうと思いま

す。それから、じゃあほかのところにというようなことは、耐震の問題だとか合併特例債の期

限の問題だとかで、できないということで、今回の耐震と大規模改造というところに至ったよ

うな検討もいたしました。 
○原田委員 
 先ほどの道祖委員じゃありませんけど、こういったものが委員会で発言をされたわけですね、

小中一貫校も検討入れてると。その報告というのは、それはどこにも出されてないんじゃない

かと思うんですけども、いかがですか。 
○学校教育課長 
 これまで、庄内におけますそのようなことでの検討結果について、報告したことはございま
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せん。 
○原田委員 

これを詰めていきますと先ほどと同じことになりますので、そんなには言いませんけれども、

ただ、やはり私ども議会は、市民の負託を受けて上がってきてるんです。地元の、やはり子ど

もさんを抱えた親のご意見などいろいろ、それぞれが持ってここに来てるんですよ。それを無

視、という言葉は悪いのかもしれない。無視をしたつもりはございませんとおっしゃるでしょ

う。しかしながら、結果としてはそういう形になるかと思うんです。やはり、こういったもの

はきちんと報告をいただいて、そして、こういう経過もたどってこうなりましたということに

なれば、私どもも説明できるんですよ。何も市報に流すだけが行政の説明責任ではないんです。

これをぜひ、私は念頭に置いていただきたいと思います。今からこういった小中一貫の問題に

しても、これもここに後期計画で出ている以上、目標として小中学校全域で考えてやっていく

と、今から。ということであれば、やっぱりもう少しきめ細かな報告なり、途中の経過報告、

こういったものをぜひ、委員会でも結構でございますけれども、お願いをしたいと思います。 
 それではもう一つ、この大改造において、これは多分そういうことであれば、小中一貫の云々

じゃなくて、もう載ってるということは、もう大規模改造やりますよ、と。明確な意思なんで

すよ、これ。いくら骨格予算であろうが。そうなりますと、具体的にもし、例えばこれをやっ

た時に一つ問題点がありまして、小学校の、行かれた施設課長がわかるかと思うんですけれど

も、給食室横の休息室が白蟻の巣になってるわけですね。で、設計委託料等に白蟻の調査費と

か、こういったものを含んでおるものか、まずそれをお尋ねをいたしたいと思います。 
○教育施設課長 
 お尋ねの白蟻駆除の調査につきましては、今回計上いたしております大規模改造の実施設計

の委託料には入っておりません。白蟻につきましては別途調査を行いまして、そういう状況が

確認できましたら駆除工事は行いたいと思います。 
○原田委員 

この学校も、前回の大規模工事がありましたときに、柱等に防除剤というのを塗っていたん

ですけれども、やはり２年目には腰板とか、そこら辺が白蟻でぶかぶかになってしまったわけ

ですね。そういった教訓をぜひ生かしていただいて、今後も大規模改造、耐震を伴う改造がい

ろいろ今から毎年のごとく出てくるかと思うんですけれども、こういったものもぜひ生かして

いただいて、やっぱり白蟻調査っていうのは欠かせないものではないかと思いますので、ぜひ

併せてそこのところをきっちりやっていただきたいと思います。これは要望ですね。そういう

ことで、終わります。 
○委員長 
 次に、「頴田小中学校建設事業費及び頴田公民館新築事業費について」、安藤委員の質疑を許

します。 
○安藤委員 

先ほど道祖委員のほうからいろいろと出ましたので、一言だけ言わせてもらいます。この基

本設計がベースになるわけですから、これが遅れてしまったというのは、ほんとにまさしく道

祖委員が言われるように、それなくして何ができるの、と。ある分、怠慢じゃないかなという

ことまで言わせていただきたいなというふうに思っております。それで、今後なんですけれど

も、先ほどもソフトの面をハードに活かしてくださいというふうに要望しましたけれども、当

然、そういうものが活かされたものが基本設計だというふうに私自身思っておりますので、と

にかく、先ほどもいつの段階で示せるのかというところでいえば５月中に、それもできるだけ

早い時期に示してくださいという要望も出ておりますので、まさしくそのとおり、それがあっ

てからこそ次の段階での議論ができるというふうに思っておりますので、よろしくお願いしま
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す。 
○委員長 
 次に、「中学生海外研修事業について」、原田委員の質疑を許します。 
○原田委員 
 毎年のことでございますので、皆さん方もよくご記憶かと思います。これにつきましては生

徒、確か２５人ぐらいを対象として１２００万円もの経費をかけて海外研修に行くという事業

でありますけれども、私が例年申し上げてまいりましたのは、対象が二十数名の中学生には、

もう少しもっと底辺を広げて、もっと多くの生徒さんたちにその体験を味わわせる場所とか目

的を少し考え直していただければいかがかということで言い続けてまいりました。これ、確か

ご家族の負担もかなりあったかと思います。ということは、割と余裕のあるご家庭しか、やっ

ぱりやれないんですよ。やっぱりかかるんですね、経費が。私はそれを含めて申し上げてきた

つもりですが、今年はどのようになっておりますでしょうか。お尋ねをいたします。 
○生涯学習課長 
 今、委員が指摘されましたように対象生徒数に対する募集者の割合や、一般家庭においても

昨今の経済情勢の悪化など、本事業に対する負担は決して少なくないことから、生涯学習課と

してもその点は大きな課題であると考えております。このような状況を鑑み、多くの中学生が

参加・体験でき、保護者の負担が少なく事業費の軽減につながる海外研修事業として見直すこ

とができないか検討を行いました。旅費の安価な東南アジア等についても検討いたしましたが、

安全衛生面、医療面に対する不安があり、研修先を変更するには至りませんでした。また、一

時中断して事業内容の見直しを図ることも検討しましたが、平成２１年度についても新型イン

フルエンザの発生により事業を中止したこともあり、２カ年続けて事業を中止することはこの

時期に在学する中学生に対し、人材育成事業にかかわるチャンスを奪うことになるのではない

かと判断し、２２年度については派遣実績のあるオーストラリアで研修を行うようにしました。

今後は国外での研修事業とあわせ、例えば市内在住の外国人やその家族を活用した国際交流、

コミュニケーションの育成など総合的な人材育成事業として、国内での研修が可能かどうかに

ついても学校や関係各課などからも意見を聞きながら、２２年度中には結論を出すように考え

ております。 
○原田委員 

何点か気になるご答弁がございました。まず、東南アジア云々というのは、東南アジアの方

に失礼ですよ、それは。まるで危ないとこに行くみたいなおっしゃりようでありましてですね。

例えばお隣の韓国とかいいますと、これは英語教育とかＩＴ教育とか素晴らしいものがあるん

です。だから、中学生・高校生がもう英語をしゃべれるんですよ、現に。そういったものを間

近に見るっていうことも私は素晴らしいことではないですかと、確か昨年もこのようなことを

申し上げました。当時、同席してました同僚議員もそのようなことを発言された記憶もござい

ます。結果的に見ると、もう２年行ってないから、一番最後に「もう１回だけ行かせてくれ」

みたいな言い方なんですが、来年以降はどう検討して、ということは、今度で最後ということ

をおっしゃったんですか、今。ちょっとそこだけ確認してください。これが最後ですか。 
○生涯学習課長 
 先ほども言いましたが、今後は国外での研修事業と合わせて国内での研修事業も検討してい

くということでございます。 
○原田委員 
 検討するということは、これが最後じゃないということでしょ。最後なんですか、最後じゃ

ないんですか。そこをちょっとお聞かせください。 
○生涯学習課長 
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 人材育成事業については、今年が最後になるというふうには考えておりません。 
○原田委員 
 「考えておりません」と言われたんですよね、今。ということは、検討しますということは、

今後続けますということと変わらないじゃないですか。毎年毎年やってきて、それを世間じゃ

「おためごかし」というんですよ。何を言ってるんですか。いいですか、今、さんざんこれだ

け言ってきて、ご自分が今、課長、言われたじゃないですか。昨今の経済状況の中、ご家族も

負担が大きい。ご家族はいくら負担ですか。お尋ねします。 
○生涯学習課長 
 事業費がだいたい４０万円でございますので、それの３割、１２万円程度が保護者の負担と

いうことになります。 
○原田委員 
 今、この厳しい時代に１２万円出さなきゃいけないんです。子どものためだから、出すとこ

ろは出すでしょう。普通のご家庭でも、もっと広く行けるところに変えませんかと私は言って

るんですよ。４０万円かかるんでしょう。お隣だったらいくらありますか。１０万円もあれば

何日滞在できますか。そしたら何人行けますか。どちらがより多くの子ども達の海外体験の場

になりますか。誰でもわかることじゃないですか。どう思われますか。 
○生涯学習課長 
 ちょっと誤解が生じているようですけど、続けるといいますのは、今、オーストラリアで実

施している海外研修については改めるということで、委員が言われるように対象生徒数に対す

る募集数が少ないとか、費用がかなりかかっておりますので、そういうものを改善した中で、

海外も検討しますし、国内も視野に入れて研修内容を変更することも考えているということで

ございます。 
○原田委員 
 ここ、大事なところですので確認させてくださいね。じゃ、今４０万円にかかってます。家

族からも３割の１２万円負担している。これが今年で終わるということですね。来年からは検

討とかではなくて、もう別なことをやります、と。もっとほかの国を見たり、国内を検討した

り、今やってる４０万円、家族負担の１２万円のこの事業について、対象２５人のこの事業に

ついては今年で最後ですと、これ明言されたと私は受け止めてよろしいでしょうか。 
○生涯学習課長 
 平成２１年度においてもオーストラリア以外の安価なところ、先ほど言いました東南アジア、

韓国についても検討いたしました。そういう中で、やはり多くの子ども達を、この体験できる

ような事業に参加させるためには、費用が少なく済んで多く済ませるということで、幅広い事

業に変えたいということで国内も含めてという形で考えております。 
○原田委員 
 もう少しリラックスしてくださいね。そんなこと聞いてなかったんです。私は、だから、オ

ーストラリア行きは今年で終わるんですね、それでよろしいんですねということです。で、来

年からは、今、課長がおっしゃったようなことが行われるということなんですよ。だかた、オ

ーストラリア行きは今年で終わります、終わりません、と。だから、「終わります」なんでしょ

う。そこの確認を私はさせていただきたかったんですよ。どうなんですか。 
○委員長 
 暫時休憩します。 
休 憩 １９：４０ 
再 開 １９：４１ 
 委員会を再開いたします。 
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○生涯学習部長 
 オーストラリアに行かないということではございません。先ほど課長が答弁いたしましたよ

うに幅広く中学生に行ってもらうために、また、費用がかからないために、渡航先の期間の問

題とか、そういうところを見直して、渡航先はオーストラリアになるかもしれませんし、また

近くの韓国になるかもしれませんし、そういうところを一応、２２年度中に見直させていただ

きたいということでございます。 
○原田委員 
 部長、オーストラリア大好きなんですか。私が言ってるのはそういうことじゃないんですよ。

今言われたのは十分理解しております。だから、今後は例えば日程を短くするとか、私はオー

ストラリアとかにこだわって言ってるんじゃないですよ。現行の体制、いいですか、現行でず

っと続いてきた、これについては一旦打ち切って、またオーストラリアかもしれないけれども、

韓国かもしれないけれども、国内かもしれないけれども、今後はもっと幅広い人員を連れて行

けるように来年度からはやりますということの確約を、今、お聞きしてたんです。だから、そ

こは間違いないですか。だから、何度も言ってるじゃないですか。現行の４０万円かかってご

家庭が１２万円負担するようなのは今年で最後だということですよね。確認させてください。 
○生涯学習部長 
 先ほども答弁しておりますように、中学生の人材育成という事業でございますので、幅広く

中学生に行っていただきたいという意味から、お金のかかる派遣事業については、もう今年で

終了したいと考えております。先ほど申しましたように、お金のかからない渡航先とか、そう

いうことを考えて、幅広い人材育成に努めていきたいと考えております。 
○原田委員 

私が一番問題にしたいのは、対象者が２５人ということなんです、１２００万円使って。だ

からそれを、いいですよ、部長、幅広くと。５０人連れていく、１００人連れていく、今の体

制じゃ２５人しか連れていけないじゃないですか。私はそれを言ってたたんです。そうすると、

先ほど、期間を短くしてでも変えていきますということを明言なさいましたよね、部長。言わ

れたでしょう。それをちょっと、言われたことを私、今、繰り返して確認をさせていただいて

たんです。ちょっと待ってくださいとか言って、手のひらころっと変わったんじゃどうしよう

もないんで、間違いないですね、私の言うこと。これ、議事録に残りますよ。大丈夫ですね。 
○生涯学習部長 
 そのように進めていきたいと考えております。 
○原田委員 
 この事業につきましては、一度やっぱり私は、冒頭から申し上げました、やっぱり対象が２

５人という、あまりにも少な過ぎる。２５人なら５０人、５０人なら１００人、もっと多くの

方にこういう経験をしていただきたいと思っております。今までのやり方が今年まで続くよう

でございますけれども、できれば、もし計画に変更ができるんであれば少しでも、５０人でも

７０人でも８０人でもできるような企画立案をやっていただきたいと思います。今日はいいお

返事をいただけたなと思って、楽しく帰ることができます。ありがとうございました。 
○委員長 
 次に、「市立図書館指定管理委託料について」、川上委員の質疑を許します。 
○川上委員 
 予算書１７５ページですね。図書館費の市立図書館指定管理委託料についてであります。こ

れについては追加資料もよく読ませてもらいました。それで、３館、指定管理になっているん

ですけれども、現在何人働いておられるのかお尋ねします。 
○生涯学習課長 
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 職員の配置でございますけど、飯塚図書館に１５名、筑穂図書館に５名、庄内図書館に６名

の合計２６名となっております。 
○川上委員 
 全員正職員ですか。 
○生涯学習課長 
 全員が指定管理者の職員として雇用されております。 
○川上委員 
 正式雇用ですか。 
○生涯学習課長 
 管理監督者、館長、館長代理以外の職員の雇用は１年更新の契約社員でございます。ただし、

指定管理移行時の図書館職員への説明会では、自己都合による場合を除き、意に反した契約切

れとか雇用止めはない旨を確認しております。 
○川上委員 
 その方たちの多くは、もともと市の職員でしょう。市の職員のときの給与と比べると、どう

いう状態にありますか、給与水準は。 
○生涯学習課長 
 給与の水準でございますけど、指定管理者が雇用する司書の処遇につきましては指定管理者

の権限に属する事項でございますので、詳細については把握しておりません。ただ、指定管理

者に移行する際、現行の給与額を下回らないようにということでは指定管理者に求めておりま

す。個々の方々の処遇につきましてはわかりませんが、年間の勤務日数は増えたものの福利厚

生とか研修機会が多くなったとか、仕事に関して権限と責任が付与されることで意識が向上し

たなどの意見もございまして、特段、指定管理者に雇用されてからの不満、不評等については

聞き及んでおりませんし、辞められた方もおりません。 
○川上委員 
 ２６人全員、１年雇用なんですか。 
○生涯学習課長 
 先ほども言いましたけど、館長と館長代理以外の職員ということで、２４名というふうにな

ります。 
○川上委員 
 この質問を終わります。 
○委員長 
 次に、「図書購入費について」、川上委員に質疑を許します。 
○川上委員 
 図書購入費を削りたいということで頴田図書館の図書室化を図ろうとしたんだけど、予算計

上では横ばいになってますね。この図書費については、交付税措置額を上回る予算計上にして

おると、私から言わせれば当たり前のことをこの間、聞かされてきたんですが、類似団体と比

較するとかなり上回ってる予算計上ですか。 
○生涯学習課長 
 類似団体ということで、県内の人口１０万人前後の市との比較でございますが、図書館費の

総額ではなく、２１年度の人口１人当たりの図書購入費ということで比較させていただきます

と、本市が１人当たり２５５円になっております。それ以外の類似団体として、大牟田市が１

１１円、筑紫野市が２２８円、春日市が１４０円、大野城市が３０８円、宗像市が２１８円と

なっております。 
○川上委員 
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 大牟田のことはよくわかりませんけど、ほかのところは、ずっとこれまで図書館行政を充実

させてきているところですね。その蓄積の上にこの額があるということだろうと思います。そ

れで、飯塚の場合は、私は、飯塚の図書館をどういうふうにしたいのかというイメージを持っ

て図書費を計上していってもらいたいな、と。漫然と横滑りということでなくて、イメージ持

って充実を図ってもらいたいと思います。質問を終わります。 
○委員長 
 次に、「教育文化振興事業団運営費補助金について」、川上委員の質疑を許します。 
○川上委員 
 これについては追加資料を頂いておりますので、質疑については取り下げたいと思います。 
○委員長 
 次に、「保健体育費について」、柴田委員の質疑を許します。 
○柴田委員 
 １８２ページ保健体育費、８節「報奨金」ということで、スポーツ教室講師謝礼金６８万７

千円とありますが、どのようなことが行われているのかお尋ねいたします。 
○スポーツ振興課長 
 スポーツ教室講師謝礼金６８万７千円の内訳でございますが、これにつきましては穂波Ｂ＆

Ｇのプールを利用いたしまして水泳教室を行っております。この教室は３教室行っておりまし

て、小学校低学年、小中学生、一般という形で行っております講師謝礼金が３教室１０回分と

いうことと、各３０名を定員といたしておりますので、１回当たり５名程度のインストラクト

ということで、これが４５万円。それと、水中エアロビクス教室講師謝礼金でございますが、

これを２教室、１教室３０名程度でございますが、大人の女性を対象にしたものでありまして、

これが５千円の１０回教室ということで１０万円。それとマリンスポーツ教室を行っておりま

して、この講師謝礼金としまして、これは小学校の３年生以上が対象なんですが、これが１３

万２千円。あと、スポーツレクリエーション講習会を行うということで、この講師謝礼金５千

円ということで、総計６８万７千円でございます。 
○柴田委員 
 先日も新聞に載っておりました。子どもの体力が随分落ちてきてるということであります。

クラブ等に入っているお子さん方はほんとに体力ができてきてると思いますが、入っていない

子どもさん達は家庭に帰って、昔のように外で遊ぶとかいうこともなく、ゲームをしたりテレ

ビを見たりという状況が多いんではないかなと思います。そういう、今、体力づくりが本当に

必要視されております。市として今後、この取り組みをどのようにお考えになっているのかお

尋ねいたします。 
○スポーツ振興課長 
 子どもの体力づくり、スポーツの楽しさを子ども達に教えるということにつきましては、先

日の本会議の中でもご答弁させていただきましたように、多目的広場というのが健康の森にご

ざいます。そういったところを活用しながら子どもにスポーツの楽しさ、外遊びの楽しさを教

えるイベントの企画の必要性というのは十分考えておりますので、今後取り組んでいきたいと

いうふうには思っております。また、平成２１年度におきまして、これは学校のほうの取り組

みといたしましてキャッチボールキャラバン、それからアビースクール、タグラグビー、福岡

スポーツ夢大使等々の事業を、今、非常に財政状況が厳しいという中でございますので、そう

いったもの、無料であったり、福岡スポーツ夢大使におきましては県事業の１００％補助とい

ったところで、こういったものを２１年度に取り組んでおります。また、２２年度におきまし

ても何かこういったものを含めて、子ども達に外で遊ぶ楽しさを、教育委員会の中でいろいろ

考えながら取り組んでいければというふうに考えております。 



 79

○柴田委員 
 今、いろいろ述べていただきまして、子どもの体力づくりに取り組んでいこうと思っていら

っしゃるお姿はわかってまいります。ぜひ、先ほどもちょっと出ておりました健康の森の多目

的施設と、また広場もたくさんあります。どうぞ、休日等を利用していただいて、子どもさん

の体力づくりのために何かそういう催しを、ほんとに実現していただきたいと思います。その

ためにはやはり、一番必要なものは予算的なものもありますので、ぜひ、この６８万７千円と

ある状況の中では、なかなか子どもたちの体力づくりとか、大人も含めてあるのではないかと

思いますが、もう少しこの予算を増やしていただくということを要望いたしておきたいと思い

ますが、よろしくお願いいたします。いかがでしょうか。お返事をひとつ。 
○スポーツ振興課長 
 今の市の財政は非常に厳しい状況ではございますが、いろんな事業が実際、県内でいえばソ

フトバンクにしろ、バスケットライジング福岡、それからアビスパ福岡等々、いろんな事業を

子ども達にやりたいといった話を伺う機会が、２１年度はございました。２２年度におきまし

ても、そういったものを活用しながら子ども達に遊ぶ楽しさを教えたいと思いますし、何か補

助も、１００％ではなくても何かできれば、そういった企画も教育委員会内部で検討しながら

進めていきたいというふうに考えております。 
○柴田委員 
 ほんとに子どもに今、夢の持てるようなお話をしていただいております。ぜひ、そういう方々

に来ていただいたり、そういう催しをしていただいて、子どもの体力づくり、また夢づくりも

ぜひ行っていただきたいことを要望して、質問を終わります。 
○委員長 
 次に、「維持管理委託料、指定管理委託料について」、川上委員に質疑を許します。 
○川上委員 
 予算書は１８３ページの関連です。わかりにくいかなと思ったりしたものですから、資料要

求させていただきました。追加資料の１３０ページと１３１ページに、委託料の状況表を３カ

年推移で出していただいております。かなり見させていただきました。それで、施設数は全体

でいくつになるんでしょうか。 
○スポーツ振興課長 
 平成２０年度におきましては３８施設ございました。２１年度におきましては筑穂大分体育

館、筑穂テニスコート、筑穂市民プールを学校に転用いたしましたので、この３施設が減りま

して３５施設、２２年度におきましては指定管理者を１４施設導入いたしましたので２１施設

というようなことで、それに指定管理者の１４施設が入るということになります。 
○川上委員 
 私は、３８施設が３５施設になるのは、教育施設に変わるわけですから実態に合わせるとい

うことで同意しております。ただ、いくつかのスポーツ施設を廃止するというようなこともあ

りました。これには反対という態度をとっておりました。それから、体育施設の一括の指定管

理についてはいかがかということで、これについても反対していたんですが、３１ページの、

予算書にもありますけど、体育施設指定管理委託料６７９５万円ということになっております。

この額について、どういう考え方なのかお尋ねします。 
○スポーツ振興課長 
 この６７９５万円につきましては、指定管理者導入推進委員会の中でも検討していただきま

したが、過去の３カ年平均、また現在の状況等を考えながら、人件費につきましてはハローワ

ーク等の数字をいただきながら、参考にして決めさせていただきました。 
○川上委員 
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 それではその下の欄の運動指導業務委託料、これが何なのかということと、７８０６万５,
０７０円の金額についてどういう考え方かお尋ねをいたします。 
○スポーツ振興課長 
 運動業務の委託料７８０６万５０７０円でございますが、これにつきましては多目的施設に

おきます２階のトレーニング室がございます。そちらの方のインストラクター常時１名常駐し

ております。その分の費用でございます。 
○川上委員 
 その方１人について７８０６万５０７０円ですか。 
○スポーツ振興課長 
 開館時間が朝の１０時から夜の１０時まででございます。その前後、当然後始末等もありま

すので、９時半から１０時だったと思いますが、月曜日以外１人常駐をすると、２交代で今実

績来ていただいておりますが、１人の常駐分の年間費用ということでございます。 
○川上委員 
 実際は２人でということなんですね。実際は２人で働いているんではないんですか。 
○スポーツ振興課長 
 １日２交代でございますが、実際は１日２交代で次の日またその方たちが来るということで

はなくて、実際こられてる方は確か５名程度だったというふうに思っとります。５名程度の方

が入れ替わりで来られております。 
○川上委員 
 ５名程度というのはどういうことですか、把握してないんですか。 
○スポーツ振興課長 
 今、手元にその分がございませんので、申し訳ありません。私が確か向こうの方で認識して

る分としては確か５名だったというふうに思っておりますが、申し訳ありません、資料が無い

のではっきりとお答え出来ません。 
○委員長 
 次に、質疑通告一覧表以外の質疑をします。質疑はありませんか。 
（ な し ） 

ほかに質疑はないようですから、第１０款「教育費」について質疑を終結いたします。 
おはかりいたします。議案第３２号については本日の審査をこの程度にとどめ、明日、３月

１８日午前１０時から委員会を開き審査いたしたいと思いますが、ご異議ありませんか。 
（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、そのように決定いたしました。以上をもちまして平成２２

年度一般会計予算特別委員会を散会いたします。大変お疲れ様でした。 


